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大切にする価値観

常に見据える「北極星」 迷ったときに使う「コンパス」

「寄り添うチカラ」で

人々の感動と笑顔を生み出す

地方創生による社会貢献を通して

すべての人や企業にサプライズを提供し、

持続可能な未来の発展に貢献します

常にお客様の立場に立ち、お客様とともに議論を交わし、
お客様と、その先にいる人々の感動や笑顔につながるよう
な最善の道を探し出す姿勢を持つことは、アイティフォー
ならではの企業文化と言えます。社会やビジネスがどう変
わろうと、常にこの経営理念を私たちの「北極星」として捉
え、先人が築き上げたこの素晴らしい企業文化を守りな
がら、前進を続けます。

経営理念 パーパス（存在意義）

経営理念、パーパス（存在意義） をなぜ大切にしているのか
アイティフォーは今、大きな変革の時を迎えています。「自前主義」を貫いてきたこれまでのビジネスモデルを脱却し、多様なパートナーとの共創へと歩みを進めます。新しい
仲間が加わり、事業規模が拡大する中でこそ、組織の求心力を高める強固な軸が不可欠です。当社のアイデンティティをより確固たるものへと進化させ、持続的な成長を牽
引するためにも、経営理念やパーパスを重んじ、全てのグループ社員に浸透させていく必要があると考えています。

アイティフォーは、常に地方、地域の発展を見つめ、歩み続けて
います。50年以上の長きにわたり、地域金融機関、地方自治体、
地方百貨店などのお客様に支えられてきた私たちには、地域
経済や社会のネットワークを支えるお客様とともに、地方、地
域の活性化を図り、社会に貢献する責任があります。
AIを含めたITのチカラを存分に活用することで、すべての人や
企業にサプライズを提供し、効率的で豊かな社会をつくりあげ
ることが、私たちの進むべき唯一の道です。
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すべては笑顔あふれる社会のために
アイティフォーの創業は1972年。千代田情報機器株式会社の社名で、海
外の情報機器やシステムの販売からスタートしました。1975年には国内
初のオンラインPOS、1983年には個人信用情報照会およびオートコー
ル（延滞債権管理）システムを開発。以降、地域金融機関、地方自治体、地
方百貨店など地域経済や社会を支えるお客様の課題に寄り添い、課題に
応じたシステムやサービスを提供することで、事業領域を広げてきました。

私たちはこれからも、地域とともに歩み続けます。 1970年代から先進技
術を社会実装してきたDNAを受け継ぎ、時代の変化を柔軟に捉え、培っ
てきた業界知見と顧客基盤に、AIをはじめとする先進技術や多様なパー
トナーの知見を掛け合わせて新たな価値を創出し、持続可能な人々の暮
らしを支えていきます。 

1972年 通信システム事業

1975年 流通システム事業

1983年 フィナンシャルシステム事業

1999年 CTIシステム事業

1999年 eコマースシステム事業

2008年 公共システム事業

2017年 決済ビジネス事業

進化するアイティフォーのビジネス

銀行オンラインなど、
サービス業務の

リアルタイム化の黎明期

AIをベースとした
IT基盤をもって、

人々の暮らしを支える時代

SINCE 1972 NOW

情報システムに関するニーズの変化
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現在のビジネス
地域社会の中核を担う顧客との
強固なパートナーシップと
ストック収益基盤

地域社会の中核を担う顧客との
強固なパートナーシップと
ストック収益基盤

さまざまな
パートナーの
チカラ

アイティフォーの
営業力・技術力

 

財 務 資 本

知 的 資 本

顧 客 資 本

人 的 資 本

特定業種向けのソリューション
(金融機関向け、公共機関向け、小売業／EC事業者向けなど)

カスタマーサービス
(キャッシュレス決済やコンタクトセンター、
セキュリティ・基盤ソリューション、
システム導入後の保守、運用など)

〈投入する資本〉 〈提供する機能〉
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の拡大
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の横展
開／営

業体制
強化

ビジネス
モデルの

進化

新プロ
ダクト開

発／開
発要員

強化・手
法改編

地方創
生による

安心・安
全な

社会の
実現に

向けて

金融
機関向け

自
治
体
向

け 小 売
業
向
け

培われた
営業力・
技術力

「HIGH FIVE 2033（FY2033構想）」の
ビジネスイメージ

既存事業の拡大に加え、自社の技術力とパートナー企業の
チカラを掛け合わせ、地域の市民にも届く

新たなビジネスを展開

P.23～43 「事業の強化とさらなるスケールアップ」
P.20 「事業概要と収益構造」

P.22 「経営資本の磨き上げ」
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 人々の豊かな時間の創出
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本報告書は、株式会社アイティフォーの持続的な企業価値向上に向けた取り組みについて、株
主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆さまに分かりやすくお伝えすることを目的に、
重要な財務情報・非財務情報を関連づけながら、特に重点的にご紹介したい事項を中心に編
集しています。
編集にあたっては、IFRS財団が提唱する「国際統合報告フレームワーク」や、経済産業省の「価
値創造のための統合的開示・対話ガイダンス」などを参考にしています。
本報告書が、皆さまの当社に対するご理解を深める一助となり、今後の建設的な対話の一端と
してご活用いただければ幸いです。

■報告対象
・報告対象範囲 ： 当社およびアイティフォーグループ
・報告対象期間 ： 2025年4月1日～2026年3月31日　
　　　　　　　　（一部、2026年4月以降の情報を含みます）
・公開時期 　　： 2026年11月

■免責事項：
本報告書は、株式会社アイティフォーの企業価値向上に向けた取り組みに関す
る情報の提供を目的としたものであり、株式の購入や売却を勧誘するものでは
ありません。また、業績予想や将来の見方については保証の限りではありません。
※当報告書内に記載されている会社名およびサービス・製品名等は、各社の商標または登録商標です。

より詳しい情報は、当社ホームページをご参照ください。　https://www.itfor.co.jp
発行日 2026年11月（次回：2027年10月予定）
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まずは、全国各地で自然災害に被災された皆

さまに、心よりお見舞い申し上げます。

新経営体制への移行から1年が経過しまし

た。アイティフォーの経営執行に関しては坂田

社長が統括、目標管理を担い、私自身は会長職

として、経営の方向性やビジョンの明確化、重要

なステークホルダーとのコミュニケーションや

経営の監督に専念するというのが、基本的な役

割分担となります。特に先進的なITサービスの

事例やさまざまな企業の動きを察知するべく、

積極的に足を動かすように努めています。そのう

えで、お客様との関係強化に向けたコミュニ

ケーションについては、引き続き貪欲に行ってい

こうと決めています。

昨年の統合レポートでもお伝えした通り、新

経営体制への移行の背景には、成長スピードの

確保と新たな技術の活用という目的がありま

す。坂田社長は、開発畑で長年、手腕を振るって

きており大きな信頼を寄せています。特にエンジ

ニアの心を掴み、大きなパフォーマンスを引き出

すうえで、存分に力を発揮しています。ITやAIの

急速な進化によって、社会や企業活動が大きく

移り変わっていくこれからの時代を見据えた場

会長メッセージ
合には、新経営体制への移行は妥当なタイミン

グ、かつ妥当な判断であったと確信しています。

1年が経過し、一枚岩の体制については、かなり

板についてきたと感じています。

会長になる前の私の社長としての6年間は、

経営の掌握や目標数値の管理に追われ、立ち

止まって考えたり、俯瞰で物事を見たりする余

裕がなかなかありませんでした。会長就任以降

は、海外に出向いて見聞を深める時間も生ま

れ、「当社に今、何が足りないのか」「10年後を

見据えて何を変えるべきなのか」を考える時間

も増えました。これまで見えていなかったこと

が、少しずつ見えるようになってきたと感じてい

ます。その一つが、海外の先進事例と比較して浮

かび上がる、日本や地域の課題でした。

当社はこれまで、地方銀行をはじめとする地

域金融機関やその関連会社、地方自治体、地方

百貨店などのお客様に支えられながら、事業を

拡大させてきました。だからこそ、今後の事業を

考える際にも、私の視線は常に「地方」「地域」の

活性化に向いています。地域が抱える課題を解

決し、そこに暮らす人々の生活をより豊かにする

ために、IT企業として何ができるのか。そのヒン

トを、国内だけでなく海外にも求めるようになり

ました。

会長就任以降は海外視察の時間も取りやす

くなり、先進的なITサービスや新しいビジネスモ

デルに触れる機会を積極的につくっています。も

ちろん、私自身が得た見聞や知識はすべて社内

に持ち帰り、坂田社長をはじめとする執行部門

にも共有しています。

海外視察などから学んだことの一つに、見事

に電子化された行政サービスや銀行サービス

があります。なかでもエストニアは電子国家とし

て広く知られ、全国民に割り当てられる電子ID

を基盤に行政サービスの大半が電子化されて

おり、その徹底ぶりには圧倒されました。少子高

齢化が進む日本における行政サービスのあり方

を考えるうえでも多くの示唆があり、地方自治体

や地域金融機関などのお客様を多く持つ当社

にとって、今後の事業展開にも生かせる学び

だったと感じています。特に地方では、行政手続

き一つをとっても都市部とは異なる負担があり

ます。どこに住んでいても一定水準のサービスを

受けられるようにすることは、当社が地方創生

に取り組む重要なテーマです。エストニアの徹

底した電子化は、そうした地域間のサービス格

差を解消するための大きなヒントになりました。

インバウンド向けサービスでは、コペンハーゲ

ンの事例に多くの学びがありました。行政と民

間企業が連携し、観光客向けの情報提供や決

済、移動支援などをスマートフォン上でシームレ

スに提供しています。観光客に地域を周遊して

もらい、消費を地域経済へ還流させる仕組み

は、日本でも大いに参考になると感じています。

さらに、イスラエルのITを活用したスマート農

業も、当社が進める熊本県阿蘇市での棚田プロ

ジェクトや農業支援の実証実験にとって参考に

なる取り組みです。

もちろん海外の事例をそのまま日本に持ち込

めるわけではありませんが、地域の課題をITや

新たなサービスで解決する発想には学ぶべきこ

とが数多くあります。こうした知見も生かしなが

ら、地域の課題を新たな事業へとつなげていき

たいと考えています。その可能性を具体的な事

業として形にしていくことが、当社の次の成長に

つながると考えています。

当社は、「地方創生による社会貢献を通して

すべての人や企業にサプライズを提供し、持続

可能な未来の発展に貢献」することをパーパス

に掲げています。先ほどもお話ししたとおり、現

代では首都圏と地方の間に格差が生じていま

す。その格差をなくすことに貢献したいという当

社の思いは、私自身の思いでもあります。2024

年5月、当社は2033年に向けた長期ビジョンと

して「HIGH FIVE 2033」（FY2033構想）を公

表しました。この構想を通じて目指しているの

は、人々の豊かな時間の創出に貢献することで

す。そのために私たちは、「地域還流型ビジネス」

を生み出す企業として、今の事業基盤を生かし

つつ、また新たな領域にも挑みながら、地域経

済の活性化につながる事業を実現させたいと

考えています。

「HIGH FIVE 2033」では、2033年度におい

て700億円の売上高目標を掲げています。これ

は2025年度の売上高の3倍を超えるほど、当

社にとっては極めて壮大な目標で、既存事業の

成長だけで為し得ることはできませんが、決して

実現不可能な目標ではありません。そこで目標

達成の鍵を握るのが、「外国人プラットフォーム

の構築」と「Growth Capital構想」という2つの

キーワードです。

1つ目の「外国人プラットフォームの構築」は、

地方創生における重要な鍵である外国人に関

する課題解決を、当社が主体となって提案して

いく構想です。今後、インバウンド旅行者の地方

分散や地域での宿泊・消費の拡大が進む一方、

人手不足を背景に外国人就労者もさらに増えて

いくと考えています。当社は、こうした外国人を取

り巻く課題を捉えたビジネスを展開し、地域経

済の活性化につなげていきます。具体的には、

コーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）や

M&Aを活用することで、外国人を取り巻く地域

の課題解決につながるサービス提供の可能性

を、いくつかのスタートアップ企業とのパート

ナーシップを通じて追求し始めています。

一方で、外国人プラットフォームをはじめとす

る新たなビジネスも、当社だけの力ですべてを

生み出せるものではありません。また、2033年

度の売上高700億円という目標を実現するた

めにも、外部の技術やノウハウ、経営資源を積

極的に取り込んでいくことが不可欠です。そこで

重要になるのが、もう1つのキーワードである

「Growth Capital構想」です。これまで当社は、

CVC投資やM&Aの候補企業を探す際、外部の

コンサルティング会社の力を借りてきました。今

後は、こうした機能そのものを当社側に取り込

み、自らパートナーを見つけ、事業を生み出して

いける体制を構築します。

その際、大きな強みとなるのが、当社がこれま

で培ってきた地域金融機関、地方自治体、地方

百貨店などとのネットワークです。地域金融機

関やその傘下の投資会社とも連携し、地域に眠

る優れた技術や企業を発掘していきます。こうし

た取り組みは、後継者問題に直面する地域企業

の技術や事業を次世代につなぐことにもなると

考えています。

「Growth Capital構想」を具体的なアクショ

ンへと移すための大きな一歩として、2026年7

月には、外部経営資源を活用したインオーガ

ニックグロース支援に強みを持つソーシング・

ブラザーズ株式会社との合弁により、「株式会

社アイティフォー・グロースキャピタル」を設立し

ました。今後は設立した新会社を通じて、地方

創生の加速につながるような新たなパートナー

を数多く見つけ出し、スピード感を持って成長

戦略を推し進めたいと考えています。既存事業

で培ってきた顧客基盤に、新たな企業の技術や

サービスを掛け合わせることで、これまでのアイ

ティフォーにはなかった事業を次々と生み出し

ていきます。こうした取り組みを積み重ねること

で、売上高700億円という壮大な目標にも現実

味を持たせていきたいと考えています。

次期中期経営計画を考えるうえで、避けて通

れないテーマがAIです。AIに仕事を任せること

で、人が本当に考えるべきこと、お客様に向き合

うこと、新しい価値を生み出すことに時間を使え

るようにする必要があります。まずは社内で活用

を進め、その成果を事業にも展開していきたい

と考えています。これは、当社が目指す「豊かな

時間の創出」にもつながるものです。

一方、こうした新たな挑戦を進め、企業として

持続的に成長していくためには、その土台とな

るガバナンスの強化も欠かせません。当社は取

締役会の監督機能を強化するため、監査等委

員会設置会社を選択しています。現在は、事業

会社のマネジメント経験者、経営経験者、弁護

士の3名を社外取締役として迎え、多様な経験

に基づく率直な意見や助言を頂いています。

取締役会の実効性に関しても強化に努めて

います。1つには、取締役会への付議議案の見

直しです。社外取締役の方々からの助言もあり、

2026年7月以降は、取締役会で議論をすべき

テーマをあらかじめ設定し、それに基づいて合

理的に議論を進めていく方針を打ち出しまし

た。また社外取締役の方々への事前説明も充実

させていきます。

取締役会議長としては、まず各取締役の意見

を聞き、議論を尽くしたうえで、私自身の意見を

最後に伝えるようにしています。成長戦略を前

に進めるためにも、経営陣だけで答えを出すの

ではなく、多様な経験や知見を持つ社外取締役

から率直な意見をもらい、十分に議論すること

がこれまで以上に重要になると考えています。

同様に、株主・投資家をはじめとするステーク

ホルダーとの対話も重要です。IRでは、個人投

資家向け説明会や統合レポートなど情報開示

の充実に努め、個人株主も増加しています。一

方で、当社の成長可能性はまだ十分に伝えきれ

ていないと感じています。今後は、既にご説明し

たような「外国人プラットフォームの構築」や

「Growth Capital構想」を含め、ステークホル

ダーの皆さまの期待感がさらに高まるような取

り組みを進め、丁寧に発信していくことが必要

だと感じています。

2026年に創業54年目を迎えた当社は、自社

開発を重視して、他社にはない独自性を備えた

パッケージの提供に注力してきました。お客様

と直接関わるフロント部分は、一次請けとして

当社が担い、お客様からの期待に応えてきまし

た。その結果、社内にはさまざまな業界における

お客様の業務にかかるノウハウが蓄積され、業

界内での当社のシステムやサービスの横展開が

可能となっています。これは、他社にはない、当

社の大きな強みであると言えます。しかしなが

ら、これからの成長には、これまでの延長線上に

ない事業を生み出す力も必要です。私自身、公

共システム事業と決済ビジネス事業の立ち上げ

に関わり、新しいことに挑戦する人を会社が後

押しすることの大切さを学びました。これから

は、社員がアイデアを出し、挑戦し、周囲がそれ

を支えることで、新しい事業が次 と々生まれる風

土や仕組みを残していきたいと考えています。

その先に、私が描いているアイティフォーの将

来像があります。

当社はこれからも、ITのチカラに軸足を置く会

社であり続けますが、私たちは常に、どこに住ん

でいようと一定以上のレベルのサービスを提供

できるような「サービス業」であるべきだと思っ

ています。当社ではこれまで、いわゆるBPO（ビジ

ネス・プロセス・アウトソーシング）のビジネスを

大きく育ててきましたが、これらも含め、アイティ

フォーの提供するサービスが、あらゆる地域の

人々にとって、常に「生活の必需品」のような存

在であってほしいと願っています。

AI関連企業が長足の進歩を遂げ、注目を集

める世の中で、当社は決して派手な存在である

とは言えません。ただし、地に足の着いたビジネ

スに真面目に取り組んでいること、また広い視

野を持ち、地方、地域に価値をもたらそうとして

いる会社であることを、ぜひご理解いただきたい

と思います。

私は、「豊かな時間」とは、単に余暇が増える

ことではないと考えています。手続きや移動、待

ち時間などをITサービスの力によって減らすこ

と、そしてそこで生まれた時間を、人々が本当に

やりたいこと、やるべきことに使えるようにする

ことです。まずは、そのことを「地域に暮らす

人々」に対して実現させ、「地域を訪れる人」「日

本を訪れる外国人」へと、その輪を広げていくこ

とが私の持つ夢です。

海外から学ぶことも、外国人プラットフォーム

やGrowth Capitalに挑戦することも、AIを活用

することも、その目的は人々の時間をより豊かに

し、地域の暮らしや経済をより良くしていくこと

です。そのために、アイティフォーはこれからも変

化し、新しい領域に挑戦していきます。「豊かな

時間の創出」のために力を尽くす、今後のアイ

ティフォーの事業展開に、ぜひご期待ください。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

会長就任による、自分自身の変化
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まずは、全国各地で自然災害に被災された皆

さまに、心よりお見舞い申し上げます。

新経営体制への移行から1年が経過しまし

た。アイティフォーの経営執行に関しては坂田

社長が統括、目標管理を担い、私自身は会長職

として、経営の方向性やビジョンの明確化、重要

なステークホルダーとのコミュニケーションや

経営の監督に専念するというのが、基本的な役

割分担となります。特に先進的なITサービスの

事例やさまざまな企業の動きを察知するべく、

積極的に足を動かすように努めています。そのう

えで、お客様との関係強化に向けたコミュニ

ケーションについては、引き続き貪欲に行ってい

こうと決めています。

昨年の統合レポートでもお伝えした通り、新

経営体制への移行の背景には、成長スピードの

確保と新たな技術の活用という目的がありま

す。坂田社長は、開発畑で長年、手腕を振るって

きており大きな信頼を寄せています。特にエンジ

ニアの心を掴み、大きなパフォーマンスを引き出

すうえで、存分に力を発揮しています。ITやAIの

急速な進化によって、社会や企業活動が大きく

移り変わっていくこれからの時代を見据えた場

合には、新経営体制への移行は妥当なタイミン

グ、かつ妥当な判断であったと確信しています。

1年が経過し、一枚岩の体制については、かなり

板についてきたと感じています。

会長になる前の私の社長としての6年間は、

経営の掌握や目標数値の管理に追われ、立ち

止まって考えたり、俯瞰で物事を見たりする余

裕がなかなかありませんでした。会長就任以降

は、海外に出向いて見聞を深める時間も生ま

れ、「当社に今、何が足りないのか」「10年後を

見据えて何を変えるべきなのか」を考える時間

も増えました。これまで見えていなかったこと

が、少しずつ見えるようになってきたと感じてい

ます。その一つが、海外の先進事例と比較して浮

かび上がる、日本や地域の課題でした。

当社はこれまで、地方銀行をはじめとする地

域金融機関やその関連会社、地方自治体、地方

百貨店などのお客様に支えられながら、事業を

拡大させてきました。だからこそ、今後の事業を

考える際にも、私の視線は常に「地方」「地域」の

活性化に向いています。地域が抱える課題を解

決し、そこに暮らす人々の生活をより豊かにする

ために、IT企業として何ができるのか。そのヒン

トを、国内だけでなく海外にも求めるようになり

ました。

会長就任以降は海外視察の時間も取りやす

くなり、先進的なITサービスや新しいビジネスモ

デルに触れる機会を積極的につくっています。も

ちろん、私自身が得た見聞や知識はすべて社内

に持ち帰り、坂田社長をはじめとする執行部門

にも共有しています。

海外視察などから学んだことの一つに、見事

に電子化された行政サービスや銀行サービス

があります。なかでもエストニアは電子国家とし

て広く知られ、全国民に割り当てられる電子ID

を基盤に行政サービスの大半が電子化されて

おり、その徹底ぶりには圧倒されました。少子高

齢化が進む日本における行政サービスのあり方

を考えるうえでも多くの示唆があり、地方自治体

や地域金融機関などのお客様を多く持つ当社

にとって、今後の事業展開にも生かせる学び

だったと感じています。特に地方では、行政手続

き一つをとっても都市部とは異なる負担があり

ます。どこに住んでいても一定水準のサービスを

受けられるようにすることは、当社が地方創生

に取り組む重要なテーマです。エストニアの徹

底した電子化は、そうした地域間のサービス格

差を解消するための大きなヒントになりました。

インバウンド向けサービスでは、コペンハーゲ

ンの事例に多くの学びがありました。行政と民

間企業が連携し、観光客向けの情報提供や決

済、移動支援などをスマートフォン上でシームレ

スに提供しています。観光客に地域を周遊して

もらい、消費を地域経済へ還流させる仕組み

は、日本でも大いに参考になると感じています。

さらに、イスラエルのITを活用したスマート農

業も、当社が進める熊本県阿蘇市での棚田プロ

ジェクトや農業支援の実証実験にとって参考に

なる取り組みです。

もちろん海外の事例をそのまま日本に持ち込

めるわけではありませんが、地域の課題をITや

新たなサービスで解決する発想には学ぶべきこ

とが数多くあります。こうした知見も生かしなが

ら、地域の課題を新たな事業へとつなげていき

たいと考えています。その可能性を具体的な事

業として形にしていくことが、当社の次の成長に

つながると考えています。

当社は、「地方創生による社会貢献を通して

すべての人や企業にサプライズを提供し、持続

可能な未来の発展に貢献」することをパーパス

に掲げています。先ほどもお話ししたとおり、現

代では首都圏と地方の間に格差が生じていま

す。その格差をなくすことに貢献したいという当

社の思いは、私自身の思いでもあります。2024

年5月、当社は2033年に向けた長期ビジョンと

して「HIGH FIVE 2033」（FY2033構想）を公

表しました。この構想を通じて目指しているの

は、人々の豊かな時間の創出に貢献することで

す。そのために私たちは、「地域還流型ビジネス」

を生み出す企業として、今の事業基盤を生かし

つつ、また新たな領域にも挑みながら、地域経

強固な事業基盤を力に、

地域の未来を

切り拓く新領域へ

済の活性化につながる事業を実現させたいと

考えています。

「HIGH FIVE 2033」では、2033年度におい

て700億円の売上高目標を掲げています。これ

は2025年度の売上高の3倍を超えるほど、当

社にとっては極めて壮大な目標で、既存事業の

成長だけで為し得ることはできませんが、決して

実現不可能な目標ではありません。そこで目標

達成の鍵を握るのが、「外国人プラットフォーム

の構築」と「Growth Capital構想」という2つの

キーワードです。

1つ目の「外国人プラットフォームの構築」は、

地方創生における重要な鍵である外国人に関

する課題解決を、当社が主体となって提案して

いく構想です。今後、インバウンド旅行者の地方

分散や地域での宿泊・消費の拡大が進む一方、

人手不足を背景に外国人就労者もさらに増えて

いくと考えています。当社は、こうした外国人を取

り巻く課題を捉えたビジネスを展開し、地域経

済の活性化につなげていきます。具体的には、

コーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）や

M&Aを活用することで、外国人を取り巻く地域

の課題解決につながるサービス提供の可能性

を、いくつかのスタートアップ企業とのパート

ナーシップを通じて追求し始めています。

一方で、外国人プラットフォームをはじめとす

る新たなビジネスも、当社だけの力ですべてを

生み出せるものではありません。また、2033年

度の売上高700億円という目標を実現するた

めにも、外部の技術やノウハウ、経営資源を積

極的に取り込んでいくことが不可欠です。そこで

重要になるのが、もう1つのキーワードである

「Growth Capital構想」です。これまで当社は、

CVC投資やM&Aの候補企業を探す際、外部の

コンサルティング会社の力を借りてきました。今

後は、こうした機能そのものを当社側に取り込

み、自らパートナーを見つけ、事業を生み出して

いける体制を構築します。

その際、大きな強みとなるのが、当社がこれま

で培ってきた地域金融機関、地方自治体、地方

百貨店などとのネットワークです。地域金融機

関やその傘下の投資会社とも連携し、地域に眠

る優れた技術や企業を発掘していきます。こうし

た取り組みは、後継者問題に直面する地域企業

の技術や事業を次世代につなぐことにもなると

考えています。

「Growth Capital構想」を具体的なアクショ

ンへと移すための大きな一歩として、2026年7

月には、外部経営資源を活用したインオーガ

ニックグロース支援に強みを持つソーシング・

ブラザーズ株式会社との合弁により、「株式会

社アイティフォー・グロースキャピタル」を設立し

ました。今後は設立した新会社を通じて、地方

創生の加速につながるような新たなパートナー

を数多く見つけ出し、スピード感を持って成長

戦略を推し進めたいと考えています。既存事業

で培ってきた顧客基盤に、新たな企業の技術や

サービスを掛け合わせることで、これまでのアイ

ティフォーにはなかった事業を次々と生み出し

ていきます。こうした取り組みを積み重ねること

で、売上高700億円という壮大な目標にも現実

味を持たせていきたいと考えています。

次期中期経営計画を考えるうえで、避けて通

れないテーマがAIです。AIに仕事を任せること

で、人が本当に考えるべきこと、お客様に向き合

うこと、新しい価値を生み出すことに時間を使え

るようにする必要があります。まずは社内で活用

を進め、その成果を事業にも展開していきたい

と考えています。これは、当社が目指す「豊かな

時間の創出」にもつながるものです。

一方、こうした新たな挑戦を進め、企業として

持続的に成長していくためには、その土台とな

るガバナンスの強化も欠かせません。当社は取

締役会の監督機能を強化するため、監査等委

員会設置会社を選択しています。現在は、事業

会社のマネジメント経験者、経営経験者、弁護

士の3名を社外取締役として迎え、多様な経験

に基づく率直な意見や助言を頂いています。

取締役会の実効性に関しても強化に努めて

います。1つには、取締役会への付議議案の見

直しです。社外取締役の方々からの助言もあり、

2026年7月以降は、取締役会で議論をすべき

テーマをあらかじめ設定し、それに基づいて合

理的に議論を進めていく方針を打ち出しまし

た。また社外取締役の方々への事前説明も充実

させていきます。

取締役会議長としては、まず各取締役の意見

を聞き、議論を尽くしたうえで、私自身の意見を

最後に伝えるようにしています。成長戦略を前

に進めるためにも、経営陣だけで答えを出すの

ではなく、多様な経験や知見を持つ社外取締役

から率直な意見をもらい、十分に議論すること

がこれまで以上に重要になると考えています。

同様に、株主・投資家をはじめとするステーク

ホルダーとの対話も重要です。IRでは、個人投

資家向け説明会や統合レポートなど情報開示

の充実に努め、個人株主も増加しています。一

方で、当社の成長可能性はまだ十分に伝えきれ

ていないと感じています。今後は、既にご説明し

たような「外国人プラットフォームの構築」や

「Growth Capital構想」を含め、ステークホル

ダーの皆さまの期待感がさらに高まるような取

り組みを進め、丁寧に発信していくことが必要

だと感じています。

2026年に創業54年目を迎えた当社は、自社

開発を重視して、他社にはない独自性を備えた

パッケージの提供に注力してきました。お客様

と直接関わるフロント部分は、一次請けとして

当社が担い、お客様からの期待に応えてきまし

た。その結果、社内にはさまざまな業界における

お客様の業務にかかるノウハウが蓄積され、業

界内での当社のシステムやサービスの横展開が

可能となっています。これは、他社にはない、当

社の大きな強みであると言えます。しかしなが

ら、これからの成長には、これまでの延長線上に

ない事業を生み出す力も必要です。私自身、公

共システム事業と決済ビジネス事業の立ち上げ

に関わり、新しいことに挑戦する人を会社が後

押しすることの大切さを学びました。これから

は、社員がアイデアを出し、挑戦し、周囲がそれ

を支えることで、新しい事業が次 と々生まれる風

土や仕組みを残していきたいと考えています。

その先に、私が描いているアイティフォーの将

来像があります。

当社はこれからも、ITのチカラに軸足を置く会

社であり続けますが、私たちは常に、どこに住ん

でいようと一定以上のレベルのサービスを提供

できるような「サービス業」であるべきだと思っ

ています。当社ではこれまで、いわゆるBPO（ビジ

ネス・プロセス・アウトソーシング）のビジネスを

大きく育ててきましたが、これらも含め、アイティ

フォーの提供するサービスが、あらゆる地域の

人々にとって、常に「生活の必需品」のような存

在であってほしいと願っています。

AI関連企業が長足の進歩を遂げ、注目を集

める世の中で、当社は決して派手な存在である

とは言えません。ただし、地に足の着いたビジネ

スに真面目に取り組んでいること、また広い視

野を持ち、地方、地域に価値をもたらそうとして

いる会社であることを、ぜひご理解いただきたい

と思います。

私は、「豊かな時間」とは、単に余暇が増える

ことではないと考えています。手続きや移動、待

ち時間などをITサービスの力によって減らすこ

と、そしてそこで生まれた時間を、人々が本当に

やりたいこと、やるべきことに使えるようにする

ことです。まずは、そのことを「地域に暮らす

人々」に対して実現させ、「地域を訪れる人」「日

本を訪れる外国人」へと、その輪を広げていくこ

とが私の持つ夢です。

海外から学ぶことも、外国人プラットフォーム

やGrowth Capitalに挑戦することも、AIを活用

することも、その目的は人々の時間をより豊かに

し、地域の暮らしや経済をより良くしていくこと

です。そのために、アイティフォーはこれからも変

化し、新しい領域に挑戦していきます。「豊かな

時間の創出」のために力を尽くす、今後のアイ

ティフォーの事業展開に、ぜひご期待ください。

地域経済の活性化につながる
「2つのキーワード」

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

海外の先進事例からの学び
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まずは、全国各地で自然災害に被災された皆

さまに、心よりお見舞い申し上げます。

新経営体制への移行から1年が経過しまし

た。アイティフォーの経営執行に関しては坂田

社長が統括、目標管理を担い、私自身は会長職

として、経営の方向性やビジョンの明確化、重要

なステークホルダーとのコミュニケーションや

経営の監督に専念するというのが、基本的な役

割分担となります。特に先進的なITサービスの

事例やさまざまな企業の動きを察知するべく、

積極的に足を動かすように努めています。そのう

えで、お客様との関係強化に向けたコミュニ

ケーションについては、引き続き貪欲に行ってい

こうと決めています。

昨年の統合レポートでもお伝えした通り、新

経営体制への移行の背景には、成長スピードの

確保と新たな技術の活用という目的がありま

す。坂田社長は、開発畑で長年、手腕を振るって

きており大きな信頼を寄せています。特にエンジ

ニアの心を掴み、大きなパフォーマンスを引き出

すうえで、存分に力を発揮しています。ITやAIの

急速な進化によって、社会や企業活動が大きく

移り変わっていくこれからの時代を見据えた場

合には、新経営体制への移行は妥当なタイミン

グ、かつ妥当な判断であったと確信しています。

1年が経過し、一枚岩の体制については、かなり

板についてきたと感じています。

会長になる前の私の社長としての6年間は、

経営の掌握や目標数値の管理に追われ、立ち

止まって考えたり、俯瞰で物事を見たりする余

裕がなかなかありませんでした。会長就任以降

は、海外に出向いて見聞を深める時間も生ま

れ、「当社に今、何が足りないのか」「10年後を

見据えて何を変えるべきなのか」を考える時間

も増えました。これまで見えていなかったこと

が、少しずつ見えるようになってきたと感じてい

ます。その一つが、海外の先進事例と比較して浮

かび上がる、日本や地域の課題でした。

当社はこれまで、地方銀行をはじめとする地

域金融機関やその関連会社、地方自治体、地方

百貨店などのお客様に支えられながら、事業を

拡大させてきました。だからこそ、今後の事業を

考える際にも、私の視線は常に「地方」「地域」の

活性化に向いています。地域が抱える課題を解

決し、そこに暮らす人々の生活をより豊かにする

ために、IT企業として何ができるのか。そのヒン

トを、国内だけでなく海外にも求めるようになり

ました。

会長就任以降は海外視察の時間も取りやす

くなり、先進的なITサービスや新しいビジネスモ

デルに触れる機会を積極的につくっています。も

ちろん、私自身が得た見聞や知識はすべて社内

に持ち帰り、坂田社長をはじめとする執行部門

にも共有しています。

海外視察などから学んだことの一つに、見事

に電子化された行政サービスや銀行サービス

があります。なかでもエストニアは電子国家とし

て広く知られ、全国民に割り当てられる電子ID

を基盤に行政サービスの大半が電子化されて

おり、その徹底ぶりには圧倒されました。少子高

齢化が進む日本における行政サービスのあり方

を考えるうえでも多くの示唆があり、地方自治体

や地域金融機関などのお客様を多く持つ当社

にとって、今後の事業展開にも生かせる学び

だったと感じています。特に地方では、行政手続

き一つをとっても都市部とは異なる負担があり

ます。どこに住んでいても一定水準のサービスを

受けられるようにすることは、当社が地方創生

に取り組む重要なテーマです。エストニアの徹

底した電子化は、そうした地域間のサービス格

差を解消するための大きなヒントになりました。

インバウンド向けサービスでは、コペンハーゲ

ンの事例に多くの学びがありました。行政と民

間企業が連携し、観光客向けの情報提供や決

済、移動支援などをスマートフォン上でシームレ

スに提供しています。観光客に地域を周遊して

もらい、消費を地域経済へ還流させる仕組み

は、日本でも大いに参考になると感じています。

さらに、イスラエルのITを活用したスマート農

業も、当社が進める熊本県阿蘇市での棚田プロ

ジェクトや農業支援の実証実験にとって参考に

なる取り組みです。

もちろん海外の事例をそのまま日本に持ち込

めるわけではありませんが、地域の課題をITや

新たなサービスで解決する発想には学ぶべきこ

とが数多くあります。こうした知見も生かしなが

ら、地域の課題を新たな事業へとつなげていき

たいと考えています。その可能性を具体的な事

業として形にしていくことが、当社の次の成長に

つながると考えています。

当社は、「地方創生による社会貢献を通して

すべての人や企業にサプライズを提供し、持続

可能な未来の発展に貢献」することをパーパス

に掲げています。先ほどもお話ししたとおり、現

代では首都圏と地方の間に格差が生じていま

す。その格差をなくすことに貢献したいという当

社の思いは、私自身の思いでもあります。2024

年5月、当社は2033年に向けた長期ビジョンと

して「HIGH FIVE 2033」（FY2033構想）を公

表しました。この構想を通じて目指しているの

は、人々の豊かな時間の創出に貢献することで

す。そのために私たちは、「地域還流型ビジネス」

を生み出す企業として、今の事業基盤を生かし

つつ、また新たな領域にも挑みながら、地域経

済の活性化につながる事業を実現させたいと

考えています。

「HIGH FIVE 2033」では、2033年度におい

て700億円の売上高目標を掲げています。これ

は2025年度の売上高の3倍を超えるほど、当

社にとっては極めて壮大な目標で、既存事業の

成長だけで為し得ることはできませんが、決して

実現不可能な目標ではありません。そこで目標

達成の鍵を握るのが、「外国人プラットフォーム

の構築」と「Growth Capital構想」という2つの

キーワードです。

1つ目の「外国人プラットフォームの構築」は、

地方創生における重要な鍵である外国人に関

する課題解決を、当社が主体となって提案して

いく構想です。今後、インバウンド旅行者の地方

分散や地域での宿泊・消費の拡大が進む一方、

人手不足を背景に外国人就労者もさらに増えて

いくと考えています。当社は、こうした外国人を取

り巻く課題を捉えたビジネスを展開し、地域経

済の活性化につなげていきます。具体的には、

コーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）や

M&Aを活用することで、外国人を取り巻く地域

の課題解決につながるサービス提供の可能性

を、いくつかのスタートアップ企業とのパート

ナーシップを通じて追求し始めています。

一方で、外国人プラットフォームをはじめとす

る新たなビジネスも、当社だけの力ですべてを

生み出せるものではありません。また、2033年

度の売上高700億円という目標を実現するた

めにも、外部の技術やノウハウ、経営資源を積

極的に取り込んでいくことが不可欠です。そこで

重要になるのが、もう1つのキーワードである

「Growth Capital構想」です。これまで当社は、

CVC投資やM&Aの候補企業を探す際、外部の

コンサルティング会社の力を借りてきました。今

後は、こうした機能そのものを当社側に取り込

み、自らパートナーを見つけ、事業を生み出して

いける体制を構築します。

その際、大きな強みとなるのが、当社がこれま

で培ってきた地域金融機関、地方自治体、地方

百貨店などとのネットワークです。地域金融機

関やその傘下の投資会社とも連携し、地域に眠

る優れた技術や企業を発掘していきます。こうし

た取り組みは、後継者問題に直面する地域企業

の技術や事業を次世代につなぐことにもなると

考えています。

「Growth Capital構想」を具体的なアクショ

ンへと移すための大きな一歩として、2026年7

月には、外部経営資源を活用したインオーガ

ニックグロース支援に強みを持つソーシング・

ブラザーズ株式会社との合弁により、「株式会

社アイティフォー・グロースキャピタル」を設立し

ました。今後は設立した新会社を通じて、地方

創生の加速につながるような新たなパートナー

を数多く見つけ出し、スピード感を持って成長

戦略を推し進めたいと考えています。既存事業

で培ってきた顧客基盤に、新たな企業の技術や

サービスを掛け合わせることで、これまでのアイ

ティフォーにはなかった事業を次々と生み出し

ていきます。こうした取り組みを積み重ねること

で、売上高700億円という壮大な目標にも現実

味を持たせていきたいと考えています。

次期中期経営計画を考えるうえで、避けて通

れないテーマがAIです。AIに仕事を任せること

で、人が本当に考えるべきこと、お客様に向き合

うこと、新しい価値を生み出すことに時間を使え

るようにする必要があります。まずは社内で活用

を進め、その成果を事業にも展開していきたい

と考えています。これは、当社が目指す「豊かな

時間の創出」にもつながるものです。

一方、こうした新たな挑戦を進め、企業として

持続的に成長していくためには、その土台とな

るガバナンスの強化も欠かせません。当社は取

締役会の監督機能を強化するため、監査等委

員会設置会社を選択しています。現在は、事業

会社のマネジメント経験者、経営経験者、弁護

士の3名を社外取締役として迎え、多様な経験

に基づく率直な意見や助言を頂いています。

取締役会の実効性に関しても強化に努めて

います。1つには、取締役会への付議議案の見

直しです。社外取締役の方々からの助言もあり、

2026年7月以降は、取締役会で議論をすべき

テーマをあらかじめ設定し、それに基づいて合

海外の先進技術を、

日本の地方創生へ

理的に議論を進めていく方針を打ち出しまし

た。また社外取締役の方々への事前説明も充実

させていきます。

取締役会議長としては、まず各取締役の意見

を聞き、議論を尽くしたうえで、私自身の意見を

最後に伝えるようにしています。成長戦略を前

に進めるためにも、経営陣だけで答えを出すの

ではなく、多様な経験や知見を持つ社外取締役

から率直な意見をもらい、十分に議論すること

がこれまで以上に重要になると考えています。

同様に、株主・投資家をはじめとするステーク

ホルダーとの対話も重要です。IRでは、個人投

資家向け説明会や統合レポートなど情報開示

の充実に努め、個人株主も増加しています。一

方で、当社の成長可能性はまだ十分に伝えきれ

ていないと感じています。今後は、既にご説明し

たような「外国人プラットフォームの構築」や

「Growth Capital構想」を含め、ステークホル

ダーの皆さまの期待感がさらに高まるような取

り組みを進め、丁寧に発信していくことが必要

だと感じています。

2026年に創業54年目を迎えた当社は、自社

開発を重視して、他社にはない独自性を備えた

パッケージの提供に注力してきました。お客様

と直接関わるフロント部分は、一次請けとして

当社が担い、お客様からの期待に応えてきまし

た。その結果、社内にはさまざまな業界における

お客様の業務にかかるノウハウが蓄積され、業

界内での当社のシステムやサービスの横展開が

可能となっています。これは、他社にはない、当

社の大きな強みであると言えます。しかしなが

ら、これからの成長には、これまでの延長線上に

ない事業を生み出す力も必要です。私自身、公

共システム事業と決済ビジネス事業の立ち上げ

に関わり、新しいことに挑戦する人を会社が後

押しすることの大切さを学びました。これから

は、社員がアイデアを出し、挑戦し、周囲がそれ

を支えることで、新しい事業が次 と々生まれる風

土や仕組みを残していきたいと考えています。

その先に、私が描いているアイティフォーの将

来像があります。

当社はこれからも、ITのチカラに軸足を置く会

社であり続けますが、私たちは常に、どこに住ん

でいようと一定以上のレベルのサービスを提供

できるような「サービス業」であるべきだと思っ

ています。当社ではこれまで、いわゆるBPO（ビジ

ネス・プロセス・アウトソーシング）のビジネスを

大きく育ててきましたが、これらも含め、アイティ

フォーの提供するサービスが、あらゆる地域の

人々にとって、常に「生活の必需品」のような存

在であってほしいと願っています。

AI関連企業が長足の進歩を遂げ、注目を集

める世の中で、当社は決して派手な存在である

とは言えません。ただし、地に足の着いたビジネ

スに真面目に取り組んでいること、また広い視

野を持ち、地方、地域に価値をもたらそうとして

いる会社であることを、ぜひご理解いただきたい

と思います。

私は、「豊かな時間」とは、単に余暇が増える

ことではないと考えています。手続きや移動、待

ち時間などをITサービスの力によって減らすこ

と、そしてそこで生まれた時間を、人々が本当に

やりたいこと、やるべきことに使えるようにする

ことです。まずは、そのことを「地域に暮らす

人々」に対して実現させ、「地域を訪れる人」「日

本を訪れる外国人」へと、その輪を広げていくこ

とが私の持つ夢です。

海外から学ぶことも、外国人プラットフォーム

やGrowth Capitalに挑戦することも、AIを活用

することも、その目的は人々の時間をより豊かに

し、地域の暮らしや経済をより良くしていくこと

です。そのために、アイティフォーはこれからも変

化し、新しい領域に挑戦していきます。「豊かな

時間の創出」のために力を尽くす、今後のアイ

ティフォーの事業展開に、ぜひご期待ください。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

次の成長に向けたAIへの対応

持続的成長を支えるガバナンスと対話
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ITのチカラで暮らしに寄り添い、地域社会の「生活必需品」に

まずは、全国各地で自然災害に被災された皆

さまに、心よりお見舞い申し上げます。

新経営体制への移行から1年が経過しまし

た。アイティフォーの経営執行に関しては坂田

社長が統括、目標管理を担い、私自身は会長職

として、経営の方向性やビジョンの明確化、重要

なステークホルダーとのコミュニケーションや

経営の監督に専念するというのが、基本的な役

割分担となります。特に先進的なITサービスの

事例やさまざまな企業の動きを察知するべく、

積極的に足を動かすように努めています。そのう

えで、お客様との関係強化に向けたコミュニ

ケーションについては、引き続き貪欲に行ってい

こうと決めています。

昨年の統合レポートでもお伝えした通り、新

経営体制への移行の背景には、成長スピードの

確保と新たな技術の活用という目的がありま

す。坂田社長は、開発畑で長年、手腕を振るって

きており大きな信頼を寄せています。特にエンジ

ニアの心を掴み、大きなパフォーマンスを引き出

すうえで、存分に力を発揮しています。ITやAIの

急速な進化によって、社会や企業活動が大きく

移り変わっていくこれからの時代を見据えた場

合には、新経営体制への移行は妥当なタイミン

グ、かつ妥当な判断であったと確信しています。

1年が経過し、一枚岩の体制については、かなり

板についてきたと感じています。

会長になる前の私の社長としての6年間は、

経営の掌握や目標数値の管理に追われ、立ち

止まって考えたり、俯瞰で物事を見たりする余

裕がなかなかありませんでした。会長就任以降

は、海外に出向いて見聞を深める時間も生ま

れ、「当社に今、何が足りないのか」「10年後を

見据えて何を変えるべきなのか」を考える時間

も増えました。これまで見えていなかったこと

が、少しずつ見えるようになってきたと感じてい

ます。その一つが、海外の先進事例と比較して浮

かび上がる、日本や地域の課題でした。

当社はこれまで、地方銀行をはじめとする地

域金融機関やその関連会社、地方自治体、地方

百貨店などのお客様に支えられながら、事業を

拡大させてきました。だからこそ、今後の事業を

考える際にも、私の視線は常に「地方」「地域」の

活性化に向いています。地域が抱える課題を解

決し、そこに暮らす人々の生活をより豊かにする

ために、IT企業として何ができるのか。そのヒン

トを、国内だけでなく海外にも求めるようになり

ました。

会長就任以降は海外視察の時間も取りやす

くなり、先進的なITサービスや新しいビジネスモ

デルに触れる機会を積極的につくっています。も

ちろん、私自身が得た見聞や知識はすべて社内

に持ち帰り、坂田社長をはじめとする執行部門

にも共有しています。

海外視察などから学んだことの一つに、見事

に電子化された行政サービスや銀行サービス

があります。なかでもエストニアは電子国家とし

て広く知られ、全国民に割り当てられる電子ID

を基盤に行政サービスの大半が電子化されて

おり、その徹底ぶりには圧倒されました。少子高

齢化が進む日本における行政サービスのあり方

を考えるうえでも多くの示唆があり、地方自治体

や地域金融機関などのお客様を多く持つ当社

にとって、今後の事業展開にも生かせる学び

だったと感じています。特に地方では、行政手続

き一つをとっても都市部とは異なる負担があり

ます。どこに住んでいても一定水準のサービスを

受けられるようにすることは、当社が地方創生

に取り組む重要なテーマです。エストニアの徹

底した電子化は、そうした地域間のサービス格

差を解消するための大きなヒントになりました。

インバウンド向けサービスでは、コペンハーゲ

ンの事例に多くの学びがありました。行政と民

間企業が連携し、観光客向けの情報提供や決

済、移動支援などをスマートフォン上でシームレ

スに提供しています。観光客に地域を周遊して

もらい、消費を地域経済へ還流させる仕組み

は、日本でも大いに参考になると感じています。

さらに、イスラエルのITを活用したスマート農

業も、当社が進める熊本県阿蘇市での棚田プロ

ジェクトや農業支援の実証実験にとって参考に

なる取り組みです。

もちろん海外の事例をそのまま日本に持ち込

めるわけではありませんが、地域の課題をITや

新たなサービスで解決する発想には学ぶべきこ

とが数多くあります。こうした知見も生かしなが

ら、地域の課題を新たな事業へとつなげていき

たいと考えています。その可能性を具体的な事

業として形にしていくことが、当社の次の成長に

つながると考えています。

当社は、「地方創生による社会貢献を通して

すべての人や企業にサプライズを提供し、持続

可能な未来の発展に貢献」することをパーパス

に掲げています。先ほどもお話ししたとおり、現

代では首都圏と地方の間に格差が生じていま

す。その格差をなくすことに貢献したいという当

社の思いは、私自身の思いでもあります。2024

年5月、当社は2033年に向けた長期ビジョンと

して「HIGH FIVE 2033」（FY2033構想）を公

表しました。この構想を通じて目指しているの

は、人々の豊かな時間の創出に貢献することで

す。そのために私たちは、「地域還流型ビジネス」

を生み出す企業として、今の事業基盤を生かし

つつ、また新たな領域にも挑みながら、地域経

済の活性化につながる事業を実現させたいと

考えています。

「HIGH FIVE 2033」では、2033年度におい

て700億円の売上高目標を掲げています。これ

は2025年度の売上高の3倍を超えるほど、当

社にとっては極めて壮大な目標で、既存事業の

成長だけで為し得ることはできませんが、決して

実現不可能な目標ではありません。そこで目標

達成の鍵を握るのが、「外国人プラットフォーム

の構築」と「Growth Capital構想」という2つの

キーワードです。

1つ目の「外国人プラットフォームの構築」は、

地方創生における重要な鍵である外国人に関

する課題解決を、当社が主体となって提案して

いく構想です。今後、インバウンド旅行者の地方

分散や地域での宿泊・消費の拡大が進む一方、

人手不足を背景に外国人就労者もさらに増えて

いくと考えています。当社は、こうした外国人を取

り巻く課題を捉えたビジネスを展開し、地域経

済の活性化につなげていきます。具体的には、

コーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）や

M&Aを活用することで、外国人を取り巻く地域

の課題解決につながるサービス提供の可能性

を、いくつかのスタートアップ企業とのパート

ナーシップを通じて追求し始めています。

一方で、外国人プラットフォームをはじめとす

る新たなビジネスも、当社だけの力ですべてを

生み出せるものではありません。また、2033年

度の売上高700億円という目標を実現するた

めにも、外部の技術やノウハウ、経営資源を積

極的に取り込んでいくことが不可欠です。そこで

重要になるのが、もう1つのキーワードである

「Growth Capital構想」です。これまで当社は、

CVC投資やM&Aの候補企業を探す際、外部の

コンサルティング会社の力を借りてきました。今

後は、こうした機能そのものを当社側に取り込

み、自らパートナーを見つけ、事業を生み出して

いける体制を構築します。

その際、大きな強みとなるのが、当社がこれま

で培ってきた地域金融機関、地方自治体、地方

百貨店などとのネットワークです。地域金融機

関やその傘下の投資会社とも連携し、地域に眠

る優れた技術や企業を発掘していきます。こうし

た取り組みは、後継者問題に直面する地域企業

の技術や事業を次世代につなぐことにもなると

考えています。

「Growth Capital構想」を具体的なアクショ

ンへと移すための大きな一歩として、2026年7

月には、外部経営資源を活用したインオーガ

ニックグロース支援に強みを持つソーシング・

ブラザーズ株式会社との合弁により、「株式会

社アイティフォー・グロースキャピタル」を設立し

ました。今後は設立した新会社を通じて、地方

創生の加速につながるような新たなパートナー

を数多く見つけ出し、スピード感を持って成長

戦略を推し進めたいと考えています。既存事業

で培ってきた顧客基盤に、新たな企業の技術や

サービスを掛け合わせることで、これまでのアイ

ティフォーにはなかった事業を次々と生み出し

ていきます。こうした取り組みを積み重ねること

で、売上高700億円という壮大な目標にも現実

味を持たせていきたいと考えています。

次期中期経営計画を考えるうえで、避けて通

れないテーマがAIです。AIに仕事を任せること

で、人が本当に考えるべきこと、お客様に向き合

うこと、新しい価値を生み出すことに時間を使え

るようにする必要があります。まずは社内で活用

を進め、その成果を事業にも展開していきたい

と考えています。これは、当社が目指す「豊かな

時間の創出」にもつながるものです。

一方、こうした新たな挑戦を進め、企業として

持続的に成長していくためには、その土台とな

るガバナンスの強化も欠かせません。当社は取

締役会の監督機能を強化するため、監査等委

員会設置会社を選択しています。現在は、事業

会社のマネジメント経験者、経営経験者、弁護

士の3名を社外取締役として迎え、多様な経験

に基づく率直な意見や助言を頂いています。

取締役会の実効性に関しても強化に努めて

います。1つには、取締役会への付議議案の見

直しです。社外取締役の方々からの助言もあり、

2026年7月以降は、取締役会で議論をすべき

テーマをあらかじめ設定し、それに基づいて合

理的に議論を進めていく方針を打ち出しまし

た。また社外取締役の方々への事前説明も充実

させていきます。

取締役会議長としては、まず各取締役の意見

を聞き、議論を尽くしたうえで、私自身の意見を

最後に伝えるようにしています。成長戦略を前

に進めるためにも、経営陣だけで答えを出すの

ではなく、多様な経験や知見を持つ社外取締役

から率直な意見をもらい、十分に議論すること

がこれまで以上に重要になると考えています。

同様に、株主・投資家をはじめとするステーク

ホルダーとの対話も重要です。IRでは、個人投

資家向け説明会や統合レポートなど情報開示

の充実に努め、個人株主も増加しています。一

方で、当社の成長可能性はまだ十分に伝えきれ

ていないと感じています。今後は、既にご説明し

たような「外国人プラットフォームの構築」や

「Growth Capital構想」を含め、ステークホル

ダーの皆さまの期待感がさらに高まるような取

り組みを進め、丁寧に発信していくことが必要

だと感じています。

2026年に創業54年目を迎えた当社は、自社

開発を重視して、他社にはない独自性を備えた

パッケージの提供に注力してきました。お客様

と直接関わるフロント部分は、一次請けとして

当社が担い、お客様からの期待に応えてきまし

た。その結果、社内にはさまざまな業界における

お客様の業務にかかるノウハウが蓄積され、業

界内での当社のシステムやサービスの横展開が

可能となっています。これは、他社にはない、当

社の大きな強みであると言えます。しかしなが

ら、これからの成長には、これまでの延長線上に

ない事業を生み出す力も必要です。私自身、公

共システム事業と決済ビジネス事業の立ち上げ

に関わり、新しいことに挑戦する人を会社が後

押しすることの大切さを学びました。これから

は、社員がアイデアを出し、挑戦し、周囲がそれ

を支えることで、新しい事業が次 と々生まれる風

土や仕組みを残していきたいと考えています。

その先に、私が描いているアイティフォーの将

来像があります。

当社はこれからも、ITのチカラに軸足を置く会

社であり続けますが、私たちは常に、どこに住ん

でいようと一定以上のレベルのサービスを提供

できるような「サービス業」であるべきだと思っ

ています。当社ではこれまで、いわゆるBPO（ビジ

ネス・プロセス・アウトソーシング）のビジネスを

大きく育ててきましたが、これらも含め、アイティ

フォーの提供するサービスが、あらゆる地域の

人々にとって、常に「生活の必需品」のような存

在であってほしいと願っています。

AI関連企業が長足の進歩を遂げ、注目を集

める世の中で、当社は決して派手な存在である

とは言えません。ただし、地に足の着いたビジネ

スに真面目に取り組んでいること、また広い視

野を持ち、地方、地域に価値をもたらそうとして

いる会社であることを、ぜひご理解いただきたい

と思います。

私は、「豊かな時間」とは、単に余暇が増える

ことではないと考えています。手続きや移動、待

ち時間などをITサービスの力によって減らすこ

と、そしてそこで生まれた時間を、人々が本当に

やりたいこと、やるべきことに使えるようにする

ことです。まずは、そのことを「地域に暮らす

人々」に対して実現させ、「地域を訪れる人」「日

本を訪れる外国人」へと、その輪を広げていくこ

とが私の持つ夢です。

海外から学ぶことも、外国人プラットフォーム

やGrowth Capitalに挑戦することも、AIを活用

することも、その目的は人々の時間をより豊かに

し、地域の暮らしや経済をより良くしていくこと

です。そのために、アイティフォーはこれからも変

化し、新しい領域に挑戦していきます。「豊かな

時間の創出」のために力を尽くす、今後のアイ

ティフォーの事業展開に、ぜひご期待ください。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

これからのアイティフォーへの期待

すべては
「豊かな時間の創出」のために
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アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

代表取締役社長
　坂田 幸司

既存の殻を破り、
新たな成長に向けて生まれ変わる

社長メッセージ

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

「REBORN」で、
アイティフォーらしさを次の成長へ
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

オーガニックな成長に加え、新たな取り組みも着実に前進

※サービサー法：債権管理回収業に関する特別措置法。この法のもとで、一定の条件を満たした民間会社に債権回収業務を認める制度が誕生した。

既存事業の強みと成果
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

新たな成長への挑戦

成長余地を捉えることで既存事業の領域を拡大

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

顧客ネットワークをつなぎ、一つのプラットフォームへ

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

持続的な成長を支える
事業基盤づくり
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

社員一人ひとりの変化が、挑戦できる組織をつくる

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ

ステークホルダーの皆さまへ
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

システムベンダーの枠組みを超え、経営課題、地域課題解決のための良きパートナーとなる

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

強固なパートナーシップ

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。
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特別企画

アイティフォーは、お客様の課題を深く理解

し、その解決策を自ら考え、形にすることで成

長してきた会社です。営業担当とエンジニアが

一体となってお客様と向き合い、お客様の生の

声から課題やニーズを捉え、自分たちの言葉で

解決策を提案する。この姿勢は、これからも変

えてはならない当社の強みであり、DNAだと考

えています。

一方で、当社がこれからさらに大きな成長を

目指すためには、これまでと同じやり方、同じス

ピードの延長線上にとどまるわけにはいきま

ん。自分たちが理解し、自ら開発したものを提

供する「自前主義」は当社の成長を支えてきま

したが、その強みを大切にしながら、今後は外

部の企業やスタートアップとも積極的に連携

し、それぞれの強みを掛け合わせながら新たな

価値を「共に創る」ことが必要です。着実に成

長する力を維持しながら、挑戦すべきところで

は思い切って挑戦する。今まさに、当社は成長

のあり方そのものを変える段階に来ています。

私は、2026年の年初、社員の皆さんに

「REBORN」というキーワードを伝えました。

これは、これまでのアイティフォーを否定する

メッセージではありません。お客様の課題に深

く向き合い、自ら考え、解決策を生み出してき

た強みを磨きながら、考え方や行動、成長のス

ピードを今の時代に合わせて進化させていこ

うという強い意志を示したものです。まずは自

分自身を変え、自分が所属する組織を変え、そ

して会社を変えていく。社員一人ひとりが変化

ント開発に向けた速やかな活動を展開してい

く考えです。当社の場合はこれまで、システム開

発を受注し、それをカスタマイズしてお客様に

提供することがほとんどでした。現在では、お

客様側のオペレータの作業低減や効率化する

ための判断をAIに任せるニーズが拡大してお

り、2026年度の後半からサービスを提案する

計画です。また、当社には10年、20年と長くお

取引いただいているお客様が多く、これらのお

客様のデータをAIに学ばせることで、例えば債

権管理システムなどに関してAIに一定の判断

をさせることが可能となります。ただし、最終的

には人が判断しなければなりません。これは、

お客様からの信頼を確保していくうえで必須

であると捉えています。

〈足元の事業環境と2026年度の展望〉

既存事業については、当社にはさらなる成長

余地があると考えています。例えば、金融系で

は地域金融機関の再編・減少が進む市場環境

下においても、合併等によって地方銀行などの

銀行数は減少するものの、私たちが導入してい

るお客様数やシステム数は、むしろ右肩上がり

で伸びています。その背景には、一つの銀行に

対して複数のシステムを導入できていることが

あります。今後も、これまでの取引を通じて培っ

た強固な信頼関係を活かしながら、業務領域

を広げるクロスセルにより、売上高をさらに拡

大していきます。さらに、合併によってシステム

をリニューアルするタイミングでは、新たなビ

ジネスチャンスが生まれるほか、グループのク

レジットカード会社など、銀行以外の金融領域

にも事業が拡大できる余地を感じています。金

融分野は当社の主力事業であり、長年にわた

り蓄積してきた業務知識と顧客基盤は、当社

の競争力の源泉です。今後も審査や債権管理

などで培った知見を生かしながら、一つのお客

様に提供できるサービスの領域をさらに広げ

ていきます。

公共分野については32都道府県で展開し

ていますが、未開拓の地域も残されており、全

国的に大きな成長余地があります。戦略的な

活動による受注増に加え、地方自治体向けの

事業では、人手不足に直面している地方自治

体が、民間企業に対して業務を一部委託する

動きが顕著となっており、システム導入やBPO

に対するニーズの高まりがみられます。当社

は、単に人員を提供するのではなく、システム

を活用して業務の効率化や成果につなげると

いうIT企業ならではの提案が可能であり、こう

したニーズを捉えることができます。現在、

BPOにかかるサービスは子会社の株式会社ア

イティフォー・ベックスで進めており、今後はシ

ステムとBPOを組み合わせた提案を充実させ

ることで、さらなる事業の拡大に注力します。ま

た、国の政策である自治体システム標準化が

進む中で、ベンダーの撤退が増加傾向にある

ことも当社への追い風となっています。公共分

野では、地域で最初の導入実績をつくること

が、その後の事業拡大につながります。一つの

自治体で導入され、その成果が評価されること

で、県内や近隣の自治体へと採用が広がって

いく傾向があるためです。実際にこうした広が

りも生まれており、お客様からの信頼が次のお

客様につながる好循環を実感しています。今後

も一つひとつの導入先で確かな成果を積み重

ね、公共分野における事業基盤をさらに広げ

ていきます。 

また地方百貨店については、厳しい事業環

境が続く一方、システムの運用・保守コストを

見直したいというニーズが高まっています。当

社のリモート保守によってランニングコストを

抑えるなど、お客様の経営課題にきめ細かく

応えることで、引き続き事業機会を捉えていき

ます。

当社は、長期構想「HIGH FIVE 2033」の

実現を目指し、2033年に売上高700億円、営

業利益126億円を達成するという大きな目標

を掲げています。700億円の売上高のうち、

240億円は新規事業で積み上げていく考えで

あり、そのための準備を進めています。2026

年度は、中計で売上高280億円、営業利益48

億円という最終年度目標を掲げており、今中

計の総仕上げの年とすると同時に、「HIGH 

FIVE 2033」に向けた次の成長を本格化させ

る重要な1年として位置づけています。その成

長を牽引するのが、「既存事業の深耕と拡

大」、「外国人プラットフォームの構築」、そして

「Growth Capital構想」の3つです。強固な既

用市場は年々厳しさを増し、エンジニアの売り

手市場が続いていますが、こうした状況にあっ

ても、適正人財の確保と育成に努めています。

例えば、早期戦力化を意識した新人エンジニ

ア研修では、約7カ月の研修期間を設け、平均

で1,000時間以上の学習時間を確保してきま

した。こうした継続的な投資によって、若手社

員が基礎的なスキルを身に付けるなど、自信を

持って仕事に取り組むための土台が着実に

整ってきたと感じています。今後、さらに重要と

なるのは、その先の成長です。若手から中堅へ

と成長する過程で、少し背伸びをすれば届くよ

うな役割や機会を一人ひとりに与え、次のリー

ダーを育てていくことが、当社の成長を左右す

るものと考えています。 

広げるとともに、当社自身が成長の可能性を見

出した企業に働きかけ、「一緒に取り組むこと

で、お互いに成長できる」という提案を行ってい

きたいと考えています。単に投資によるリターン

を求めるのではなく、当社と相手企業、それぞ

れの強みを掛け合わせ、ともに成長できる関係

を築くことを大切にしています。こうした取り組

みを、今後のM&A・CVC投資戦略の大きな柱

として育て、外部との共創を通じて、従来の「自

前主義」だけでは得られなかった技術や発想を

取り込み、当社の成長スピードを、もう一段引

き上げます。こうした新たな挑戦を、「HIGH 

FIVE 2033」の実現につなげたい考えです。

 

既にご説明したような成長戦略を持続可能

なものにするべく、事業基盤の強化にも取り組

みます。特に力を注いでいくのが人的資本の強

化です。当社が掲げるサステナビリティ上の5

つのマテリアリティとしても、「人財の深化」を

掲げており、人財の活躍推進と育成、さらには

働きがいのある未来志向の職場環境の創造を

目指しています。

人的資本経営として、これまで特に強く意識

してきたのが新人教育です。IT業界における採

存事業を成長の土台としながら、これまでの

延長線上にとどまらない非連続な成長を実現

します。 

「外国人プラットフォームの構築」の背景に

あるのは、人口減少が進む地域に新たな人の

流れと消費を生み出すことで、地域経済の活

性化につなげたいという思いです。訪日外国人

旅行者が地方を訪れる機会は増えています

が、「人は来ても、地域で十分な消費につな

がっていない」という声を、地方銀行や自治体、

地域の事業者の方々から聞くことも少なくあり

ません。外国人旅行者や外国人就労者を地域

の新たな経済の担い手として捉え、地域での

消費や金融サービスの利用などにつなげてい

くことは、当社にとっても大きな事業機会にな

ると考えています。

構想の実現に向け、当社はこれまで、バカン、

Payke、MetCom、WAmazing、GIGABANK

など、インバウンドや外国人就労者支援に強み

を持つ企業への出資を進めてきました。当社が

重視することは、これらの企業が持つサービス

を個別に展開することにとどまりません。それ

ぞれの技術やサービスと、当社が長年築いて

きた地域金融機関、地方自治体、地方百貨店

などの顧客ネットワークをつなぎ、当社が全体

をコーディネートすることで、一つのプラット

フォームとして発展させていくことこそが、この

構想を通じて実現したいことの本質です。人の

流れ、買い物、金融などのさまざまなサービス

をつなぐことで、外国人旅行者や就労者の利

便性を高めるとともに、地域で生まれた消費や

経済効果が地域内に還流する仕組みをつくり

たいと考えています。

地域経済全体を捉えるという発想は、これま

での当社のビジネスとは大きく異なります。例

えば地域の事業者の売上が伸び、新たな設備

投資や事業拡大につながれば、結果として地

域金融機関のビジネスにもつながります。目先

のシステム販売だけではなく、地域全体が持続

的に成長する仕組みをつくり、その仕組みの中

で当社も成長するという、新たなビジネスモデ

ルへの転換を進めていきます。

「Growth Capital構想」についても、2026

年7月に設立した株式会社アイティフォー・グ

ロースキャピタルのもとで、具体的に動きだして

います。新会社を設立した狙いは、専門的な人

財を配置し、M&AやCVC投資をこれまで以上

に積極的に進めることにあります。これまでは

外部から持ち込まれる案件を検討することが

中心でしたが、今後は情報や案件の入り口を

かるリスクは徹底的に可視化し、ガバナンスを

効かせながら慎重に進めることも常に念頭に

置くことをお約束します。

今こそ、会社が既存の殻を破り、成長に向か

う絶好のチャンスです。これまで培ってきた強

みを大切にしながら、新しい発想、新しいパー

トナー、新しい事業へと踏み出していく。

「REBORN」を旗印に、アイティフォーを次の

成長ステージへ進めます。ステークホルダーの

皆さまには、アイティフォーが繰り広げるこれ

からの変化と挑戦に、ぜひご期待いただきたい

と思います。

持続的な経営に向け、株主・投資家の皆さ

まをはじめとするステークホルダーの皆さまの

声には、常に耳を傾けることも強く意識してい

ます。私たちは長年にわたり、基本的には自己

資本を活用することで企業価値を高める経営

を続けてきました。それもあり、機関投資家の

皆さまからは、現金保有についての考え方につ

いて丁寧な説明を求められたり、助言をいただ

いたりすることが少なからずあります。こうした

声には真摯に耳を傾け、説明責任を果たすと

ともに、当社が持つ資金をこれまで以上に成長

投資へ振り向けていきます。安定した経営基

盤を維持しながらも、挑戦すべきところには積

極的に投資する。その姿勢を、2026年度から

一段と明確にしていきたいと考えています。 

今後は外部企業とのパートナーシップを積

極的に活用しながら、これまでの2倍、3倍のス

ピード感を持って経営を進めていく考えです。

その際に大切にしたいのは、単に当社の成長

のために相手企業の力を借りるのではなく、

「一緒に成長できる」関係を築くことです。それ

ぞれの強みを掛け合わせ、ともに新たな価値を

生み出すことで、当社自身の成長と企業価値の

向上につなげていきます。もちろん、投資にか

こうした打ち手は、決してエンジニアだけの

話ではありません。営業やコーポレート部門を

含め、社員一人ひとりが従来の仕事の枠にと

どまらず、新たな発想で挑戦できる組織へ変

わっていく必要があります。2026年6月からは

私自身が管理本部長を兼務する人事を行いま

したが、私自身の思いや言葉を直接伝えるとと

もに、社員が何を考え、どのような課題を感じ

ているのかにも耳を傾け、徹底的にコミュニ

ケーションを重ねていきます。コーポレート部

門も含め、会社全体で「REBORN」を実践して

いきたいと考えています。

当社には真面目な人財が多いと言われま

す。もちろんそれが強みではあるものの、それだ

けでは持続的な成長が可能となるわけではあ

りません。営業とエンジニアがしっかりと連携

しお客様の業界や立ち位置を的確に把握した

うえで、お客様のお困りごとを自分たちで理解

し、噛み砕いて、自分の言葉に変換して対応し

ていくための能力が必要です。今後、私たちが

新しい事業形態や分野に進出しても、こうした

能力は常に求められます。同時に、これまでに

ない発想を持ち、新しい領域へ踏み出せる人

財を育て、活躍できる機会を広げていきます。     

当社がサステナブルな経営を行っていくうえ

では、マテリアリティの1つにも掲げる「『地方

創生』による社会貢献」を貫くことが極めて重

要であると考えます。これは社会貢献活動とし

てだけではなく、当社の事業そのものを通じて

実現していくものだと捉えています。当社は、地

域金融機関や地方自治体、地域企業同士をつ

なぐことのできる数少ない企業のひとつである

と自負しています。地域が抱える課題を新たな

サービスや事業によって解決する。その結果と

して地域経済が活性化し、当社自身の持続的

な成長にもつながる。こうした好循環をつくる

ことが、アイティフォーが目指すサステナビリ

ティです。     

もちろん環境貢献にも目を向けています。環

境に関する事業モデルや仕組みを持つ企業で

はないため、社員が日常的にサステナビリティ

を意識する機会は多くありませんが、社員一人

ひとりが自分事として考える機会をつくること

を大切にしています。アイティフォーは現在、地

域金融機関等と連携した環境に関する取り組

みなどを実施していますが、まずは、こうした活

動に社員が日常的に携わることによって、環境

やサステナビリティに対する意識を高めること

ができるものと考えています。

を起こすことで、アイティフォーという会社その

ものを次の成長ステージへと進めていくこと

が、社長である私の使命であると認識していま

す。

                         

〈既存事業の強み〉

当社の事業は、景気や市場環境の変化に左

右されにくく、安定的な成長を実現しやすい事

業構造、収益構造となっている点に大きな強

みがあります。現在は大きく6つの事業を展開

していますが、例えば銀行をはじめとする金融

機関であれば、好景気の局面では住宅ローン

融資やクレジットカードの審査システムに対す

る需要が高まる一方、景気が低迷する局面で

は延滞債権管理システムに対する需要が高ま

るといったことがあるなど、異なる需要を捉え

るような複数の事業を持つことで、安定的な成

長につなげることができています。時代の変化

を先取りするアンテナを持つこと、素早く反応

することも重要です。バブル崩壊を受けて、

1999年には、いわゆるサービサー法※が施行

されました。当社はそこにも素早く対応し、延

滞債権管理システムへの先行投資を行いまし

た。また、キャッシュレス決済の急速な普及を

事業機会と捉え、その事業化も行いました。

お客様との日々の対話を通じて市場の変化

や新たなニーズをいち早く捉え、必要な領域に

先行して取り組める機動力もまた、当社の強み

です。お客様の現場から得られる情報を営業

担当が捉え、それを当社のエンジニアが形にす

る。この積み重ねによって、時代の変化に応じ

た新たな市場を開拓してきました。 

収益面では、リカーリングの占める割合の高

さが大きな特徴です。現在、当社は報告セグメ

ントを「システム開発・販売」と「リカーリング」

に分類しています。リカーリングには、ソフト

ウェア保守、ハードウェアの保守運用、クラウド

サービス、BPOサービスなどの利用料が含ま

れます。リカーリング収入は全体の4割を超え

ており、安定的なキャッシュ・フローを生み出し

ています。この強固な収益基盤があるからこ

そ、既存事業への継続的な投資に加え、CVC

投資やM&A、新規事業など、次の成長に向け

た投資を積極的に進めることができます。 

〈成長加速に向けた基盤を築いた2025年度〉

社長就任から1年が経過しました。2025年

度は、売上高、営業利益ともに過去最高を更

新しました。公共分野の好調や株式会社アイ

セルの連結子会社化が業績に寄与したほか、

中長期的な成長に向けたオフィス環境の改善

など、将来を見据えた投資も進めました。 一方

で、業績予想には届いておらず、この結果は真

摯に受け止めています。

2025年度は、成長加速に向けた助走段階

である中期経営計画「FLY ON 2026」(中計)

の2年目として、既存事業のオーガニックな成

長に加えて、M&Aにより事業規模の拡大な

ど、次の成長に向けた取り組みを着実に前進

させることができました。例えば決済ビジネス

事業では、従来のような、物理的な決済端末の

拡大に加え、アプリ上での決済事業にも注力

するなど、キャッシュレスプラットフォームの構

築については着実に進みました。また、入金案

内自動化サービス「Payコレクト」、債務整理業

務プラットフォーム「Agent Hub」、電子終活

ノートアプリ「デジシェア」、対話促進AIプラッ

トフォーム「ココボイス」など、新たなプロダク

ト・サービスの拡充も進んでいます。こうした取

り組みの成果は受注にも表れており、2025年

度の受注高・受注残は、2024年度に対して順

調に回復しています。特に、システム開発・販売

の受注高については大きく伸長しており、今後

の成長につながる手応えを感じています。

今後の成長に向けて大きな可能性を感じて

いるのがAIです。もちろん、これまで全く手を付

けてこなかったわけではありません。2024年

度から、まずはプログラム開発の製造工程にAI

を活用し、50％の効率化を目標に掲げ、取り組

んできました。現状ではまだ20％程度の効率

化にとどまっていますが、取り組みを通じて、AI

を有効活用するために必要なデータや開発プ

ロセス上の課題も明確になってきました。今後

はこうした知見を生かし、開発生産性の向上を

さらに進めるとともに、AIエージェントをはじ

め、お客様の業務そのものを変えるサービスの

開発・提案へと取り組みを広げていきます。 

また、お客様からのAIを活用した提案ニーズ

も高まっており、2026年度からは、AIエージェ
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

地域が直面する課題、これからの
地方百貨店が提供すべき価値

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

※EC: Electronic Commerce

地
域
な
ら
で
は
の
魅
力
を
発
信
し
、

街
の
に
ぎ
わ
い
と
交
流
を

生
み
出
す
拠
点
に
。

16トップメッセージ特別企画 お客様×社長対談 アイティフォー統合レポート2026

目次

イントロダクションイントロダクション

トップメッセージ

　会長メッセージ
　社長メッセージ
▶［特別企画］お客様×社長対談

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

2026-1005版



ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

地
域
で
活
躍
す
る
人
々
に
、

さ
ま
ざ
ま
な
価
値
を

提
供
で
き
る
企
業
を
目
指
し
ま
す
。
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ら2021年の頃だったと思います。
三浦:まさにその頃ですね。複雑化したシステ
ムとともに肥大化してしまった業務を整理す
るという意味でも、アイティフォーさんが提供
する基幹システムは、私たちにとって非常に
魅力的に映りました。もちろん、自社専用のシ
ステムをゼロから開発するという選択肢もあ
りましたが、基幹システムパッケージの導入
であれば、自社専用システムの開発よりも導
入コストを抑えることができると考えました。
　その当時、RITSは既に他の百貨店でも導入
実績があり、その点でも信頼できるベンダー、
信頼できるシステムであることは認識してい
ました。パッケージである以上、何の制約もな
くカスタマイズできるわけではないことも承
知し、「業務をシステムに合わせる」という方
針のもと、2021年の秋、RITSの採用を取締役
会で決議する運びとなりました。
坂田：百貨店のお客様とは複数お付き合いが
ありますが、その多くは御社と同じ悩みを抱え
ています。当社は長年、地方百貨店のお客様
にRITSを提供してきましたが、導入がなかな
か進まなかった時期には、この事業を今後ど
うしていくのかを社内で検討したこともありま

三浦:山陽百貨店は姫路駅前に店舗を構える、
創業74年の老舗百貨店です。世界遺産として
知られる姫路城は徒歩20分圏内にあり、姫路
市には外国人を含め、年間900万人を超える
多くの観光客が訪れます。当社は約40年前に
ホストコンピュータを導入し、以来、POSシス
テム以外の業務システムについては専担者を
採用し、自社で開発・保守・運用を行ってきま
した。しかし、技術者の高齢化のほか、近年は
伝統的なコンピュータ言語を扱える技術者も
減り、人材確保に苦慮していました。加えて、
社内業務の進化や制度改正のたびに機能追
加を繰り返してきたため、POSシステムを含
め、システム全体が複雑化・肥大化し、自社シ
ステムを軸としたシステム対応には、次第に
限界を感じるようになりました。
坂田：山陽百貨店様とお付き合いが始まった
のは、三浦社長が取締役業務本部長を務めら
れていた頃の話ですね。当社の流通・ｅコ
マースシステム事業部の担当が御社に赴き、
当社のパッケージである百貨店向け基幹シス
テム「RITS」について説明したのが、2020年か

した。それでも、地域において百貨店は街の
シンボルとなる存在です。そうした百貨店の
皆さまと一緒に仕事をすることが、当社の目
指す地域貢献や地方創生にもつながると考
え、この事業を続けてきました。そのような中
で、RITSを採用いただけたことは大変光栄で
す。アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で
人々の感動と笑顔を生み出す」ことを経営理
念に掲げています。私は当時の開発担当役員
として、担当社員に対し、まずはお客様の思い
や要望をしっかり伺い、寄り添い、伴走する姿
勢でプロジェクトを進めていこうと伝えました。
三浦:はい、その姿勢はとても印象に残ってい
ます。RITSは百貨店を対象としたパッケージ
システムで、業務プロセスについては同業他
社との共通点も多いことから、システムの導
入は当然スムーズに進むと想定していました
が、すべてが思い通りに進んだわけではあり
ませんでした。「業務をシステムに合わせる」
という方針で始めたものの、いざプロジェクト
が進み始めると、どうしても譲れない当社独
自の業務や商習慣が数多くあり、また業務上
の数字の定義や捉え方の相違もありました。
そのため、パッケージに組み込まれた標準シ

ステムをカスタマイズさせてほしいと感じる
部分が、少なからず発生しました。ただ、こう
した要望に対しても、アイティフォーの担当者
の方々は最後まで真摯に対応してくれ、本当
に感謝しています。苦労をともにしたことで両
社の担当者同士の絆も深まり、当社のメン
バーからは、「企業人生の中で一つの大きな
財産になった」という話も聞いています。
坂田：システムの導入を進める中で、御社がお
客様にいかにきめ細かいサービスを提供さ
れているかを知ることができました。いくつか
の壁にも直面しましたが、御社の皆さまは「一
緒に解決しよう」という姿勢で向き合ってくだ
さり、互いに知恵を出し合いながら乗り越えら
れたことに、私たちこそ深く感謝しています。

三浦:百貨店業界では二極化が進んでおり、
首都圏の百貨店はインバウンド需要や富裕
層向けのラグジュアリー商品の需要をうまく
取り込むことに成功していますが、地方百貨
店を取り巻く環境は厳しさを増しています。地

域の人口減少や少子高齢化の進展による商
圏の縮小に加え、近年は人手不足、ネット通
販などEC※や郊外型商業施設との競争も激化
しています。さまざまな形での付加価値提供
が求められるようになっており、従来のように、
単に商品を販売することだけでは、お客様か
ら選ばれることが難しくなりつつあります。た
だ、冒頭にお伝えしたとおり、山陽百貨店が事
業を展開する姫路地域は、姫路城をはじめと
した地域の観光資源を背景に、インバウンド
需要や交流人口の増加という大きな可能性
を秘めています。百貨店は、商品を買うだけ
でなく、「来ると楽しい」「何かワクワクする」と
感じていただける場所であることも大切です。
私たちは、その原点に立ち返りながら、新しい
商品やサービスにも挑戦していく必要がある
と考えています。物産展やイベントの開催な
どに積極的に取り組み、地域ならではの商品
や文化、食の魅力を私たちから発信するとと
もに、地元の取引先との連携を通じて人を呼
び込み、そこから街全体へと回遊していただ
く。その起点となることは、地方百貨店ならで
はの価値であると捉えています。私たちにで
きることは、まだまだたくさん あります。

坂田：地方百貨店は、その地域のシンボルと
なる存在です。私の親もまた、お中元やお歳
暮、知人への贈答などでは、地域の百貨店を
利用してきました。同じ品物でも、百貨店とい
うブランドが持つ「格式」と「安心感」が添えら
れることで、より一層喜んでいただけるからで
す。昔からの風習や商習慣は、今なお各地域
に根付いていると感じます。姫路駅を降りて
ロータリーに向かうと、姫路城が真正面に見
え、そのすぐ近くに山陽百貨店様が立地して
います。人口減少などの影響は確かにあると
思いますが、外国人観光客が多数訪れる姫路
は、こうした層に対して積極的にアピールす
ることで地域経済の活性化につなげることが
できるはずです。
　アイティフォーは、「地方創生による社会貢
献を通してすべての人や企業にサプライズを
提供し、持続可能な未来の発展に貢献します」
というパーパス(存在意義)を掲げており、私た
ちの提供するサービスが、地域の活性化の一
助となるのであれば、大変うれしく思います。
三浦:おっしゃるとおり、山陽百貨店は姫路駅
に直結する立地を生かし、地域のお客様の日
常を支えるとともに、姫路を訪れる観光客を

お迎えする玄関口としての役割も担っていま
す。その意味では、地域のシンボルであると言
えます。また、地元の公共交通を担う山陽電
気鉄道株式会社を親会社に持つことから、
「“つなぐ”で価値を最大化」という山陽電鉄グ
ループの長期ビジョン実現に向け、人の流れ
を街の賑わいにつなげ、地域全体の価値向上
に貢献したいと考えています。こうした役割を
踏まえると、山陽百貨店としては価格競争で
優位に立つのではなく、地域ならではの商品
や催事、百貨店ならではの質の高い接客を通
じて、お客様に特別な体験価値を提供するこ
とが重要です。そのためのキーワードとなる
のがITやDXです。例えば人手不足解消のため
の活用です。人手が足りないことを理由に、お
客様に対するサービスの質を低下させてしま
うのでは本末転倒。ITの活用やDXの推進で定
型業務を合理化・効率化し、創出した時間を、
お客様への提案やコミュニケーションといっ
た、「人にしかできないサービス」に力を注ぐ
ことが重要だと考えています。今後は、データ
を活用したお客様サービスの向上や、従業員
がより働きやすい環境づくりを支えるITやDX
の役割が、ますます大きくなっていくはずです。

坂田：ITやデジタル技術を活用し、DXを進め
る余地は、確かにまだまだあると思います。特
にバックオフィスでAIを活用することで効率
化が図れる場面も多いでしょう。その領域に
ついては、まずはアイティフォー側のサービス
体制を整備したうえで、あらためて提案させ
ていただきたいと考えています。
　一方で、地域の課題に目を向けると、御社
のような観光地に拠点を置くお客様からよく
伺うのは、外国人観光客などが訪れても、な
かなか地域内での消費につながらないとい
う悩みです。そこでアイティフォーは、地方百
貨店をはじめとする地域のお客様に共通する
課題の解決に向け、取り組みを本格化しまし
た。これまでは、RITSのような、自前で開発し
たパッケージを中心に提供してきましたが、
2024年からはスタートアップ企業などとの共
創にも積極的に取り組んでいます。今後は
パッケージシステムの提供に加え、外部企業
と連携しながら、地域で活躍する企業や自治
体、街の人々に対して、さまざまな価値を提供
する企業となることを目指します。

とは、長年の課題となっています。地域のポテ
ンシャルを活かしきれていないのです。その
点、今のご提案は非常に興味深いアイデアだ
と感じました。地域の活性化に向けた一つの
モデルケースにもなり得ると思われますので、
ぜひ前向きに検討させていただきたいと思っ
ています。
坂田：ありがとうございます。私たちもスター
トアップ企業との共創から刺激を受けながら、
そこで得た新しい発想や技術を、御社や地域
の課題解決に生かしていきたいと思っていま
す。
三浦:アイティフォーさんとのお付き合いは、
システムの導入提案を受けたことから始まり

ましたが、お付き合いは今なお続いています。
その理由は、やはり山陽百貨店の業務や営業
現場、経営環境を深く理解いただいているう
えで、どうすれば当社のお客様へのサービス
を向上させることができるのかを、アイティ
フォーさんは常に真剣に考えてくれるからで
す。今日、坂田社長からいただいた提案も同
様です。システムを導入して終わりということ
でなく、「伴走する姿勢」をもって私たちのビ
ジネスに寄り添い、今後の進むべき道につい
ても共に考えてくれている点は、心強い限り
です。またアイティフォーさんは、私たちのよ
うな地方百貨店だけでなく、地方銀行や地方
自治体など、地域の経済や暮らしを担う企業

坂田：外国人観光客を含め、地域を訪れる
人々が地域で消費し回遊いただくためには、
まずは、その地域にどのような商品・サービス
があるのかを知っていただくこと、それらをス
トレスなくご利用いただけることが重要だと
考えます。当社はCVC※投資を通じて、バカン、
Payke、WAmazingなど、人流の可視化や多
言語での商品情報提供、訪日外国人向けECと
いった地域課題の解決につながるサービス
を持つスタートアップ企業に出資しています。
こうした企業の技術やサービスと、当社が持
つ地域のお客様とのつながりを組み合わせ
ることで、地域に新たな価値を生み出してい
きたいと考えています。
三浦:姫路は元気な街、高いポテンシャルが
感じられる街だと思います。外国人観光客の
多くは、姫路城の観光を主目的として姫路を
訪れてくれており、交流人口はコロナ前の水
準に回復しつつあります。ただ、ご指摘の通り
で、当社を含め、地域の小売店を訪れてお金
を落としてくれる方々がなかなか増えないこ

や組織と深い関係性を維持されているところ
も非常に魅力的です。こうした企業や組織と
のやりとりによって得た情報を、当社にも惜し
みなく提供してくれます。これからもぜひ、良
きパートナーとして当社を支えていただきた
いと思っています。
坂田：ありがとうございます。アイティフォー自
身も、システムベンダーという枠組みを超えて、
お客様とのつながりを強固なものにしたいと
考え、取り組んできました。三浦社長から頂い
た今の言葉からは、私たちの努力が確実に実
を結んでいることを感じ取ることができ、大変
勇気づけられました。インバウンドをはじめと
する地域の課題は、姫路に限った話ではあり
ません。当社の営業スタッフは全国を飛び
回っていますので、そこで得た感触や情報に
ついてもフィードバックさせていただきます。
地方創生に貢献しうるサービスを持つスター
トアップ企業の開拓もさらに加速し、御社との
橋渡しの役割も担っていきたいと思っていま
す。これからも共に地域の課題に向き合い、
成長していけるよう、良きビジネスパートナー
として、ぜひ末永くお付き合いいただければ
と思います。本日はありがとうございました。

共創の力で、地域に新たな価値を生み出す。

※CVC：Corporate Venture Capital

地方創生のために、
アイティフォーができること
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アイティフォーの
価値創造ストーリー
～ 売上高700億円企業に向けたアイティフォーの挑戦 ～

アイティフォーは2024年5月、長期ビジョンとしての

HIGH FIVE 2033（FY2033構想）を打ち出しました。

2年の歳月を経て、2033年度に向けた飛躍的な事業規模の

拡大に向けた構想の解像度が、急速に高まりつつあります。

ITFOR's Value Creation Story

アイティフォーのビジネスと強み（ビジネスモデル） P.20

事業の強化とさらなるスケールアップ P.23

持続可能な経営基盤 P.44
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金融機関向けソリューション コンタクトセンターソリューション

金融機関、公共団体、テレマーケ
ティングなどのお客様に向け、コン
タクトセンターの仕組みと業務シ
ステムを連動させた先進ソリュー
ションを提供。この分野の草分け
として20年以上にわたり、お客様
の事業発展を支援。

公共機関向けソリューション

滞納管理システムや催告業務シス
テムなど自治体向け債権管理ソ
リューション、教育機関向けの学
務支援ソリューションの他、システ
ムやICTを活用したBPOサービス
（催告・業務補助など）を提供。

セキュリティ・基盤ソリューション

1972年の創業から続く基盤事
業。お客様の業務やシステムを効
率的かつ安全に動かすためのITイ
ンフラをネットワーク機器から
サーバー構築、クラウドサービス、
セキュリティまでワンストップで提
供。

小売業／EC事業者向けソリューション

1975年に日本で初めて大手百貨
店チェーンのPOSシステムを開
発。現在は、地方百貨店や専門店
を中心に基幹システム「RITS」と
ECサイト構築システム「ITFOR × 
Shopify」を提供。

キャッシュレス決済ソリューション

地域金融機関を通じて、小売店、
飲食店、自治体などの加盟店に対
し、マルチペイメントサービスに対
応した独自のキャッシュレス決済
プラットフォームを提供。

安定収入に支えられた収益構造価値創造の基盤となる6つのソリューション

システム開発・
販売セグメント

リカーリング
セグメント

59.2%40.8%

売上高

231億

銀行、信用金庫、保証会社向けに、
個人ローンの受付から審査、債権
管理、償却までをサポートする
パッケージシステムを提供。ノンバ
ンクやサービサー向けには、債権
管理システムに加え、効率的な督
促・回収ソリューションを展開。

システム開発・販売セグメント
お客様のニーズに応じたシステムの開
発・構築や、ソフトウェア・ハードウェア
などの販売による売上です。主にシステ
ムの導入・構築時に計上される収益で、
新規案件の獲得や既存システムの更
改などが売上につながります。

リカーリングセグメント
保守・運用サービスやクラウドサービ
スの利用料など、システム導入後も継
続的に発生する売上です。お客様との
長期的な取引を基盤として継続的に積
み上がる収益であり、安定した収益基
盤の形成につながっています。
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事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　 ▶事業概要と収益構造
　　 5つの強み
　　 経営資本の磨き上げ
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5
Core Strengths
Current Business Strengths

01
特定業界の
専門性

02
ニッチ
ビジネス
戦略

03
独立系企業

04
高い技術に
よる自社開発

05
強固な
顧客基盤

3.独立系企業
高い技術力をベースにして、地域に根差したお客様の課題に徹底的に向き合うビジネス姿勢

を可能にしているのが、独立系企業という立場です。特定の系列に属さず、技術的制約やしが

らみに左右されることなく、当社独自の最適なソリューションを提供することができます。

4.人財力で実現する高い技術による自社開発
多様な人財の確保と育成、働きがいのある職場環境づくりを通じて、一人ひとりの能力を最

大限に引き出しています。高い専門性を持つ人財を基盤に、長年培ってきたシステム開発のノ

ウハウと業務知識を蓄積。独立系企業ならではの柔軟性と高い技術力を生かした自社開発

により、お客様に最適なソリューションを提供しています。

5.強固な顧客基盤
お客様の課題解決に寄り添い、導入後も改善を重ねながら長期にわたり利用いただくことで、

強固な信頼関係を築いています。ユーザー会などを通じてニーズを捉え、サービスの向上や

新たな提案につなげるとともに、継続利用による安定的な収益基盤を形成。さらに、既存のお

客様から新たなお客様をご紹介いただくなど、厚い信頼が新たなビジネスの創出と持続的な

成長につながっています。

1.特定業界の専門性
特定業界に集中し専門性を高めることが、アイティフォーのビジネスモデルの起点です。地域

金融機関や地方自治体、地方百貨店といった特定業界に特化し、経営資源を集中しています。

2.ニッチビジネス戦略
お客様を知り尽くし、磨き上げた高度な専門性を生かして、その業界において不可欠であり、

かつ自らの強みを発揮できるニッチな領域に向けた最適なソリューションを提供しています。

特定業界の専門性を生かした戦略を進めることで、他にはない存在価値を生み出しています。

特定領域における強固な地盤を持つ反面、自社完結での成長スピードに

は課題があります。今後は他社との共創やGrowth Capital構想により、

外部の強みと連携した飛躍的な成長力を新たに獲得していく方針です。

現状への課題意識とこれから獲得すべき強み

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　　 事業概要と収益構造
　  ▶5つの強み
　　 経営資本の磨き上げ
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現状の規模・優位性 あるべき姿 現状の課題 今後の充実戦略

財務資本

知的資本

顧客資本

人的資本

●安定したキャッシュ創出力
●健全な財務基盤
●潤沢な資金余力
●強力な株主還元策の実行力

●30年以上にわたる業務ノウハウの
蓄積

●自社パッケージ製品と特許技術
●顧客ニーズを反映した自社開発力

●地域金融機関における圧倒的シェ
ア

●直接取引による解約率の極めて低
いストック基盤

●全国47都道府県に広がる強固な
顧客基盤

●継続的な人財確保を支える採用力
●若手社員の高い定着率
●豊富な業務知識と専門性を有する
人財

●自社開発を支える高い設計力・開発
力

●事業成長への投資（M&A・CVC・
R&D）

●十分な株主還元

●自社プロダクトの進化
●SaaS型・リカーリング商材の創出
●CVC投資・M&Aによる外部の知の積
極的な取り込み

●AI代替リスクを見据えた伴走型支援へ
の進化

●アカウント営業への転換によるクロスセ
ルの極大化

●ホワイトスペース（未導入領域）の徹底
的な深耕

●CVC投資を活用した新商材の提供とハ
ブ機能強化

●若手の早期戦力化
●「人×AI」の融合による生産性の飛躍
●プロフェッショナル人財とマネジメント
層の強化

●社員のポテンシャルを最大化する「生き
生きと活躍できる土壌」の醸成

●キャッシュの高止まりと割安なバリュ
エーション

●事業成長への投資計画のスピーディー
な実行

●主力パッケージの刷新と高度化
●AI等最新ニーズへの早期対応
●SaaS型・リカーリング商材のさらなる
拡充

●新商材のクロスセルによる市場への浸
透

●新技術と顧客のオンプレ志向とのミス
マッチ

●新規領域や商流変化への対応と収益化

●人件費・採用費の増加による足元の利
益圧迫

●IT人材不足とBtoB企業としての知名
度不足

●事業拡大を牽引する中途採用の拡充
●労働集約型モデルの限界

●適正なキャッシュ水準の維持と最適化
●将来成長に向けた積極的な事業投資
●配当重視による強力な株主還元

●積極的な研究開発への投資
●AI活用による開発プロセスの進化と生産性
の飛躍

●SaaS型・リカーリング商材の先行開発
●CVC投資・M&Aを活用した外部技術の取り
込み

●アカウント営業展開によるクロスセルの推進
●CVC出資先とのシナジーによる新規事業の
開拓

●新商材投入によるホワイトスペースの深掘り
●銀行再編をチャンスに変える業界内の横展
開

●採用強化による人財の着実な拡大
●生成AIの本格活用による生産性向上と早期
育成

●利益率を高める最適な開発フォーメーショ
ンの確立

●社員の定着率を高める強力なエンゲージメ
ント向上策

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　　 事業概要と収益構造
　　 5つの強み
　  ▶経営資本の磨き上げ
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人々の豊かな時間の創出に
貢献することを目指す

地域格差のない社会基盤を構築することで、
人々の豊かな時間を創出したい ̶

地域で活躍するお客様のサポートを続ければ続けるほど、

私たちの思いは強くなりました。

自前主義のシステムベンダーという殻を破り、さまざまなパートナーと

手を組むことを含め、アイティフォーでは現在、地域還流型ビジネスの

実現に向けた、さまざまな動きが始まっています。

非連続な成長を牽引する

3つの成長ドライバー

既
存
事
業
の
深
耕
と
拡
大

外
国
人
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
　

G
row

th C
ap
ital

構
想

導入プロダクト増加と
近接市場への拡大

外国人（旅行者、就労者等）
に対する

プラットフォームを構築

対象マーケットを拡大すべく、
攻めるCVC投資やM&Aを
実現できる体制を構築

HIGH FIVE 2033の実現に向けて3つの成長ドライバーを複線化。

既存事業で築いた顧客基盤をさらに拡大するとともに、新たなビジ

ネスモデルを創出し、非連続な成長の実現を目指します。

1 2 3
HIGH FIVE 2033

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　 ▶HIGH FIVE 2033／3つの成長ドライバー
　　 既存事業の深耕と拡大
　　　 パフォーマンスの最大化に向けて
　　　 ［Topics］デジタルプラットフォームの新機軸
　　　 各事業の戦略と活動
　　 外国人プラットフォームの構築
　　 Growth Capital構想
　　 ［特別企画］社員座談会
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地域金融機関、地方自治体、地方百貨店など

幅広い業界に顧客基盤を有し、現在では全国

47都道府県すべてで事業を展開。域内の事業

部のクロスセル率は90％以上で順調に増加し

ており、その信頼関係を起点に他業界へ拡販

を進めています。

すべての都道府県にお客様が存在
域内クロスセルで取引を拡大

お客様同士の情報交換や課題共有の場として定期的にユーザー会を開催。そこ

で得られた要望や新たなニーズをパッケージへ反映することで、製品価値の向上

と継続利用の促進を実現しています。

強固な顧客基盤に支えられている当社の強みは、お客様の業務を深く理解するこ

とから始まります。そこからお客様のニーズを掘り起こし、その要望をパッケージに

取り入れ展開。導入後は、効果を共有しユーザー会でも情報交換することで、お客

様の業務も成長するようなスパイラルを構築していきます。

顧客ニーズに寄り添って
プロダクトを常に改善（ユーザー会の活用）

顧客ニーズを起点としたビジネスサイクル

顧客基盤の深化と導入プロダクトの拡大

6 5 4 3 2 1 0

導入プロダクト事業部数

継続利用や
パッケージ
システムの
他事業領域への
転用を実現

お客様の業務を
深く理解

定期的に
追加ニーズや
先進技術を
パッケージに追加

お客様の要望を
パッケージ化し拡販

顧客基盤

導入後の効果を体感

UP
DATE

お客様側

ユーザー会の実施

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　 　HIGH FIVE 2033／3つの成長ドライバー
　 ▶既存事業の深耕と拡大
　　 　パフォーマンスの最大化に向けて
　　　 ［Topics］デジタルプラットフォームの新機軸
　　　 各事業の戦略と活動
　　 外国人プラットフォームの構築
　　 Growth Capital構想
　　 ［特別企画］社員座談会
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地方銀行が減少する市場環境においても、長年にわたり構築してきた信頼関係と専門性

を強みに、システム導入数と顧客基盤を着実に拡大。継続的にシステム更改需要の獲得や

新たなソリューションの提案を進めています。複数の融資業務システムをワンストップで提

供できることも安定した売上成長につながっています。

経営統合など、業界再編が進む中でも
確実に成長を実現

地方銀行との取引実績を基盤に、系列のコンシューマーファイナンスや保証会社、クレジットカード会

社、リース会社などノンバンク領域への展開も加速。地方銀行系とノンバンク系の事業がともに成長

し、金融業界全体への事業領域拡大を実現しています。

地銀本体での実績を活かして、ノンバンクへと事業を拡大

金融領域での提供価値向上

地銀・第二地銀と取引強化 ノンバンクへの展開
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● ● ● ● ●

●

●地銀数
●当社顧客数

●売上高

● ● ● ●

70 73

99 96

単位：百万円

2,003

2,631
2,473

3,328

3,622

●地銀＋第二地銀のユーザー売上高
●その他金融のユーザー売上高

0

4,000

2,000

6,000

8,000

10,000
単位：百万円

4,537
4,274 5,128

5,674 5,772

2,003 2,631 2,473
3,328 3,622

6,540 6,905
7,601

9,002 9,394

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

地方銀行

保証会社 リース会社

クレジット
カード会社

コンシューマー
ファイナンス

地銀の系列への展開

●メガバンク
●ネット銀行
●信用金庫
●地銀の系列以外のノンバンク　他

●
●
●
●

都道
府県47

FY2025実績

システム
560

ユーザー
270

FY2026計画

システム
577

ユーザー
276

FY
2030 システム

650
ユーザー
290

金融業界において、新たなシステム導入を通じ
た顧客基盤の拡大を図り、2025年度の270
ユーザーから2026年度には276ユーザーへ、
2030年度には650システム・290ユーザーへ
の成長を目指します。

経営計画

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　 　HIGH FIVE 2033／3つの成長ドライバー
　 ▶既存事業の深耕と拡大
　　 　パフォーマンスの最大化に向けて
　　　 ［Topics］デジタルプラットフォームの新機軸
　　　 各事業の戦略と活動
　　 外国人プラットフォームの構築
　　 Growth Capital構想
　　 ［特別企画］社員座談会
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公共事業における支援領域の発展 決済領域

流通EC領域

ドミナント戦略

深掘り戦略 流通EC領域では、売場や催事場、外商顧客先

でも利用可能な移動型POSを開発し、店舗運

営の効率化を支援します。また、世界標準の

SaaS型ECプラットフォームShopifyを活用し、

ECショッピングだけでなく店頭ギフト申込に

も対応したサービス展開を進めています。

通信・電力領域

電力会社向けIP対応（Megaplex）の導入実績を基盤に、電力・鉄道・ガス業界への横展開を目指し

ています。さらに、次世代ネットワークを見据えたPON（パッシブ光ネットワーク）事業にも先行して取

り組み、中長期的な需要拡大に備えます。

次世代の決済端末

ポケット型

テーブルのオーダー端末

店員のハンディ端末
従来の決済端末販売に加え、端末レスビジネスへの展開を進めています。ソフト型決済端末の開発を

完了し、テーブルオーダー端末や店員用ハンディ端末など、アプリ決済の普及を通じてキャッシュレス

化のさらなる加速を目指します。

従来のPOS
イメージ

移動型新POS
イメージ

後期高齢課業務

介護課業務

納税課業務

国保課業務

外国人e-KYC

観光・防災業務

納税・国保分野を中心に展開してきた

公共事業を、後期高齢者医療や介護

分野へ拡大していきます。また、出資先

のバカンやPayke、WAmaz i ng、

GIGABANKと連携し、インバウンド需

要の取り込みや外国人就労者支援な

ど、地域課題の解決に向けた新たな事

業展開を推進します。

高齢者支援や
インバウンド需要にも対応

公共事業では、一つの自治体で実績を

構築し、その成功事例を他の自治体へ

展開するドミナント戦略※を推進してい

ます。大阪府では、導入から数年で複

数自治体へと拡大するなど、着実に成

果を上げています。

自治体での導入実績を起点に
地域展開を推進

※小売業のチェーン店が特定の地域に店舗を集中して出
店し、その地域で「支配的」な地位を確立する経営戦略
のこと

都道
府県32

（2026年3月末時点）

団体155

導入実績

イントロダクション

トップメッセージ

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

　 　HIGH FIVE 2033／3つの成長ドライバー
　 ▶既存事業の深耕と拡大
　　　 パフォーマンスの最大化に向けて
　　　 ［Topics］デジタルプラットフォームの新機軸
　　　 各事業の戦略と活動
　　 外国人プラットフォームの構築
　　 Growth Capital構想
　　 ［特別企画］社員座談会
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6つの既存事業がそれぞれ有機的なつなが

りを有しているところは、当社事業の大きな特

徴です。例えば公共システム事業部は、フィナ

ンシャルシステム事業部がこれまで培った延滞

回収のノウハウをベースとして立ち上げた部門

であり、両事業部には多くの共通項があります。

また冒頭で触れたような、AIに関する銀行のお

客様からの問い合わせがあった場合には、情

報セキュリティ対応を担う通信システム事業部

とフィナンシャルシステム事業部が合同でお客

様を訪問することもあります。CTIシステム事業

部が開発した自動受架電システム「ロボティッ

クコール」を組み合わせて、延滞回収にかかる

事業システムとして提案することもあります。

事業部横断の取り組みは、今後さらに加速さ

せたいと考えています。例えばCTIシステム事業

部では、2026年6月にAIエージェントプラット

フォーム「NiCE Cognigy」の販売を開始しまし

た。この商品を通じて、カスタマーサポートやコ

ンタクトセンターの現場で起きていた課題の解

決につなげることができ、金融機関やクレジッ

トカード会社、地方公共団体、さらにはEC事

業者・小売業者などの自動受付対応などで威

力を発揮するものと考えています。お客様の課

題解決に向け、優れたサービスを提供するうえ

で、今後は各事業部の連携がますます重要に

なるものと思われます。

蓄積したデータの活用もまた、これからの時

代を読み解くうえで重要なキーワードです。延

滞債権管理の領域では、過去から蓄積された

豊富なデータを活用してAI分析を実施し、延

滞発生時の最適な督促方法をAIが提案するシ

ステムや、AIが電話で督促を行うシステムの開

発を進めています。約200ユーザーの延滞

データを長期間保有している当社システムだ

からこそ提供できるサービスであり、延滞債権

管理システムを提供する競合先の淘汰が進む

中で、この領域での当社の優位性はさらに高

まっていくものと期待しています。

こうした事例のような、既存の事業部が進

める事業展開に加え、当社では「外国人プラッ

トフォームの構築」のような、さまざまなスター

トアップ企業と連携をしながら新たなサービス

を提供していくビジネスモデルの構築も進めて

います。これらは、2033年構想「HIGH FIVE 

2033」の具現化に向けた、M&AやCVC投資

を活用しながらインオーガニックな成長を取り

込む動きとも連動し、今後はアイティフォー・グ

ロースキャピタルを軸とした新たな事業展開も

始まります。

「HIGH FIVE 2033」で描く700億円の売上

高を実現するには、こうした新展開が必要です

が、成長を支えるのは、言うまでもなく既存事

業の成長です。6つの事業部の成長では、各事

業部間の連携が鍵を握りますが、連携という

言葉に寄りかかり、現状に「安住」するような姿

勢には強い危機感を持っています。相互依存に

よって責任の所在が曖昧になってしまえば、お

客様からの大切な信頼を失いかねません。真

にお客様に寄り添うためには、各事業部が自

律したプロであることが大前提です。それぞれ

が自律的にマーケットを開拓し、新しいものを

貪欲に取り入れながら、お客様の心をしっかり

と掴むことが大切です。

当社は昔から、お客様に寄り添う営業スタイ

ルを大切にしてきました。そしてこのDNAは、今

の世代にもしっかりと受け継がれています。しか

し、ITサービスが高度化し、企業間の競争が激

化する現代において、私たちが持つべき最大の

武器は、改めて原点に立ち返り「お客様を愛す

ること」と「商品を愛すること」を徹底的に貫くこ

とだと考えています。

組織が拡大し、事業環境が目まぐるしく変わ

る今だからこそ、この姿勢を絶対に守り抜いて

ほしい。私自身、新人教育の場などでも常にそ

う伝え続けています。お客様のことを真摯に想

い、好きでいられなければ、お客様の真の課題

や考えていることを深く理解することはできま

せん。また、自分自身がその商品を好きでいら

れなければ、商品を売ることにも熱意が持てな

くなり、商品の魅力を十分に伝えきれません。さ

らに言えば、自社・自部門の利益、自身の利益だ

けを見ていては、取引というものは長く続きませ

ん。お客様と自分たちの双方が利益を獲得でき

るようなビジネスを追求するべきということで

す。このことは、営業部門、開発部門の双方の社

員に言えます。「お客様を愛すること」「商品を

愛すること」をしっかりと守り抜き、各事業の連

携と自律のバランスをとることが、パフォーマン

スの最大化を実現するための唯一の方法であ

ると信じています。これからの当社のビジネスを

担う方々には、その点をぜひ、肝に銘じて取り

組んでほしいと思います。

中期経営計画「FLY ON 2026」の最終年

度を迎えている中での大きな事業環境の変化

であるとともに、業界全体への大きなインパク

トとなっているのが「AIの台頭」です。当社の主

要顧客である金融業界では、AIを利用してシ

ステムの脆弱性を見つけ、そこを目掛けてサイ

バー攻撃を受けるようなケースもあり、当社の

商品に対するセキュリティ面での問い合わせ

が増えています。一方では、当社が今後、AIを

活用してどのようなビジネスを展開しようとし

ているのかといった問い合わせも多くいただく

ようになっており、当社が今後、AIに対してどう

向き合うのかという点は、当社の全ての事業

部に絡む重要課題になりつつあります。

基幹事業であるフィナンシャルシステム事業

に関しては、金融機関同士の合従連衡が進む

状況の中で、マーケット自体の縮小を懸念する

投資家の声も聞かれます。ただ、ありがたいこ

とに金融機関の経営統合があったようなケー

スでも、新経営体制への移行後も引き続き当

社のシステムが採用されることが多く、全体の

導入システム数で見た場合には、むしろ増加

傾向にあるというのが実情です。また同事業に

おいて、その価値が新たに見直されているのが

延滞債権管理システムです。金融業界全体で

人材の高齢化が進行する中で、延滞督促業務

を担う人材についても不足が見られ、それを

背景とした回収システムの維持・強化が喫緊

の課題となっています。こうした中で、延滞債

権管理システムがあらためて見直されています。

また公共システム事業においては、これまで自

治体ごとに異なっていた基幹システムを、国が

定めた標準仕様に統一しようとする動きが見

られ、これが当社に大きな特需を呼び込んでい

ます。この特需については、今後数年間は続く

ものと見ていますが、もちろん競争の激化も予

想されるため、今後の動向を注視し、対応策を

検討していくことになります。

ただ、足元でのこうした好況を受けて人材不

足も深刻となっており、業務量の増加に対して

人材の補充が追い付いていないというのが実

情です。九州地区ではお客様単位で営業を

行っていく「アカウントセールス」の手法を取り

入れ、フィナンシャルシステム事業部の社員が

公共システム事業の営業活動をサポートして

います。導入から3年目を迎えるこの活動は、

今後は展開地域の拡大という次のステップへ

と進むことになります。地方の百貨店もまた重

要なお客様です。百貨店業界全体が縮小する

中でも、当社が提供する小売業向け基幹シス

テム「RITS」は好評を得ており、業界における

当社シェアは確実に高まっています。

事業本部長メッセージ

取締役常務執行役員 事業本部長
フィナンシャルシステム事業部長
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6つの既存事業がそれぞれ有機的なつなが

りを有しているところは、当社事業の大きな特

徴です。例えば公共システム事業部は、フィナ

ンシャルシステム事業部がこれまで培った延滞

回収のノウハウをベースとして立ち上げた部門

であり、両事業部には多くの共通項があります。

また冒頭で触れたような、AIに関する銀行のお

客様からの問い合わせがあった場合には、情

報セキュリティ対応を担う通信システム事業部

とフィナンシャルシステム事業部が合同でお客

様を訪問することもあります。CTIシステム事業

部が開発した自動受架電システム「ロボティッ

クコール」を組み合わせて、延滞回収にかかる

事業システムとして提案することもあります。

事業部横断の取り組みは、今後さらに加速さ

せたいと考えています。例えばCTIシステム事業

部では、2026年6月にAIエージェントプラット

フォーム「NiCE Cognigy」の販売を開始しまし

た。この商品を通じて、カスタマーサポートやコ

ンタクトセンターの現場で起きていた課題の解

決につなげることができ、金融機関やクレジッ

トカード会社、地方公共団体、さらにはEC事

業者・小売業者などの自動受付対応などで威

力を発揮するものと考えています。お客様の課

題解決に向け、優れたサービスを提供するうえ

で、今後は各事業部の連携がますます重要に

なるものと思われます。

蓄積したデータの活用もまた、これからの時

代を読み解くうえで重要なキーワードです。延

滞債権管理の領域では、過去から蓄積された

豊富なデータを活用してAI分析を実施し、延

滞発生時の最適な督促方法をAIが提案するシ

ステムや、AIが電話で督促を行うシステムの開

発を進めています。約200ユーザーの延滞

データを長期間保有している当社システムだ

からこそ提供できるサービスであり、延滞債権

管理システムを提供する競合先の淘汰が進む

中で、この領域での当社の優位性はさらに高

まっていくものと期待しています。

こうした事例のような、既存の事業部が進

める事業展開に加え、当社では「外国人プラッ

トフォームの構築」のような、さまざまなスター

トアップ企業と連携をしながら新たなサービス

を提供していくビジネスモデルの構築も進めて

います。これらは、2033年構想「HIGH FIVE 

2033」の具現化に向けた、M&AやCVC投資

を活用しながらインオーガニックな成長を取り

込む動きとも連動し、今後はアイティフォー・グ

ロースキャピタルを軸とした新たな事業展開も

始まります。

「HIGH FIVE 2033」で描く700億円の売上

高を実現するには、こうした新展開が必要です

が、成長を支えるのは、言うまでもなく既存事

業の成長です。6つの事業部の成長では、各事

業部間の連携が鍵を握りますが、連携という

言葉に寄りかかり、現状に「安住」するような姿

勢には強い危機感を持っています。相互依存に

よって責任の所在が曖昧になってしまえば、お

客様からの大切な信頼を失いかねません。真

にお客様に寄り添うためには、各事業部が自

律したプロであることが大前提です。それぞれ

が自律的にマーケットを開拓し、新しいものを

貪欲に取り入れながら、お客様の心をしっかり

と掴むことが大切です。

当社は昔から、お客様に寄り添う営業スタイ

ルを大切にしてきました。そしてこのDNAは、今

の世代にもしっかりと受け継がれています。しか

し、ITサービスが高度化し、企業間の競争が激

化する現代において、私たちが持つべき最大の

武器は、改めて原点に立ち返り「お客様を愛す

ること」と「商品を愛すること」を徹底的に貫くこ

とだと考えています。

組織が拡大し、事業環境が目まぐるしく変わ

る今だからこそ、この姿勢を絶対に守り抜いて

ほしい。私自身、新人教育の場などでも常にそ

う伝え続けています。お客様のことを真摯に想

い、好きでいられなければ、お客様の真の課題

や考えていることを深く理解することはできま

せん。また、自分自身がその商品を好きでいら

れなければ、商品を売ることにも熱意が持てな

くなり、商品の魅力を十分に伝えきれません。さ

らに言えば、自社・自部門の利益、自身の利益だ

けを見ていては、取引というものは長く続きませ

ん。お客様と自分たちの双方が利益を獲得でき

るようなビジネスを追求するべきということで

す。このことは、営業部門、開発部門の双方の社

員に言えます。「お客様を愛すること」「商品を

愛すること」をしっかりと守り抜き、各事業の連

携と自律のバランスをとることが、パフォーマン

スの最大化を実現するための唯一の方法であ

ると信じています。これからの当社のビジネスを

担う方々には、その点をぜひ、肝に銘じて取り

組んでほしいと思います。

「お客様を愛すること」「商品を
愛すること」を守りぬくことが大切

中期経営計画「FLY ON 2026」の最終年

度を迎えている中での大きな事業環境の変化

であるとともに、業界全体への大きなインパク

トとなっているのが「AIの台頭」です。当社の主

要顧客である金融業界では、AIを利用してシ

ステムの脆弱性を見つけ、そこを目掛けてサイ

バー攻撃を受けるようなケースもあり、当社の

商品に対するセキュリティ面での問い合わせ

が増えています。一方では、当社が今後、AIを

活用してどのようなビジネスを展開しようとし

ているのかといった問い合わせも多くいただく

ようになっており、当社が今後、AIに対してどう

向き合うのかという点は、当社の全ての事業

部に絡む重要課題になりつつあります。

基幹事業であるフィナンシャルシステム事業

に関しては、金融機関同士の合従連衡が進む

状況の中で、マーケット自体の縮小を懸念する

投資家の声も聞かれます。ただ、ありがたいこ

とに金融機関の経営統合があったようなケー

スでも、新経営体制への移行後も引き続き当

社のシステムが採用されることが多く、全体の

導入システム数で見た場合には、むしろ増加

傾向にあるというのが実情です。また同事業に

おいて、その価値が新たに見直されているのが

延滞債権管理システムです。金融業界全体で

人材の高齢化が進行する中で、延滞督促業務

を担う人材についても不足が見られ、それを

背景とした回収システムの維持・強化が喫緊

の課題となっています。こうした中で、延滞債

権管理システムがあらためて見直されています。

また公共システム事業においては、これまで自

治体ごとに異なっていた基幹システムを、国が

定めた標準仕様に統一しようとする動きが見

られ、これが当社に大きな特需を呼び込んでい

ます。この特需については、今後数年間は続く

ものと見ていますが、もちろん競争の激化も予

想されるため、今後の動向を注視し、対応策を

検討していくことになります。

ただ、足元でのこうした好況を受けて人材不

足も深刻となっており、業務量の増加に対して

人材の補充が追い付いていないというのが実

情です。九州地区ではお客様単位で営業を

行っていく「アカウントセールス」の手法を取り

入れ、フィナンシャルシステム事業部の社員が

公共システム事業の営業活動をサポートして

います。導入から3年目を迎えるこの活動は、

今後は展開地域の拡大という次のステップへ

と進むことになります。地方の百貨店もまた重

要なお客様です。百貨店業界全体が縮小する

中でも、当社が提供する小売業向け基幹シス

テム「RITS」は好評を得ており、業界における

当社シェアは確実に高まっています。
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アプリを
駆使した
BtoBtoC型の
ビジネスを広げる

アプリを
駆使した

債権の初期督促で発生する
企業側の業務を自動化・効率化
延滞発生時の入金案内から支払い

までをスマートフォン上で完結できる

SaaS型サービスです。個別システム

の導入を不要とし、顧客利便性の向

上と入金案内業務の効率化を支援

します。

金融機関と法律事務所をつなぐ
債務整理業務の最適解
金融機関と弁護士・司法書士事務所

をつなぐ債務整理業務プラット

フォームです。受任通知や債権届の

デジタル化、ワークフロー管理の最

適化、ペーパーレス化を実現します。

超高齢社会を背景とした
個人の「終活」ニーズに応える
「伝えたいこと」「遺したいこと」を記

録する電子終活ノートアプリ。ブロッ

クチェーン技術を活用し、重要な情

報を暗号化して保管。有事の際の

データ保護にも有効です。

従業員との対話を促進するアプリで
企業の人的資本経営をサポート

社員の「本音」を集めるモバイルアプ

リです。AIによるデータ解析技術を活

用し、会社や業務に対する従業員の

声を可視化することで、人財戦略上

の課題把握と施策実行を後押ししま

す。

これまで
培った

金融関連サービスの
強みを活かす

これまで
培った

[Topics] デジタルプラットフォームの新機軸デジタルプラットフォームの新機軸
金融分野で培った顧客基盤と業務ノウハウを活かし、企業・顧客・専門家をつなぐデジタルプラットフォーム事業を展開。

アプリやSaaSを活用した新たなサービスを通じ、既存事業の枠を超えた価値提供を進めています。
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フィナンシャルシステム事業部

銀行で培った総合力を起点に
金融DXとAI活用を加速し
新たな顧客基盤の創出へ

営業一部部長

山崎 優介
営業四部部長

落合 徹

（左） （右）

■ システム開発・販売売上高

4,500

5,000

5,500

6,000
（百万円）

2023 2024 2025（年度）

5,197 5,247

5,636

2025年度は中期経営計画最終年度を見据え、「受注残の最大
化」を最優先課題として営業活動を推進しました。その結果、受注
高・受注残ともに前年比で大幅に増加し、過去最高を達成しまし
た。また、新たなSaaS型サービスとして「Agent Hub」をリリース
し、市場投入を実現しました。一方で、士業側との契約手続きの遅
れにより、金融機関向け導入が当初計画どおりには進まず、一部
案件は次年度へ持ち越しとなりました。その他に、金融業界におい
て関心が高まるAI活用への対応に向け、主要製品へのAI実装を
見据えた研究・実証実験の準備を進め、将来の競争力強化に向け
た基盤づくりに取り組みました。

2025年度の成果

当事業部は、国内の銀行、ノンバンク、保証

会社向けに、申込・審査から延滞債権管理まで

幅広いシステムを提供しています。個人ローン

業務支援システム「SCOPE」や延滞債権管理

システム「CMS」「TCS」を中心に、安定した収

益基盤を形成し、全社業績を支える中核事業

としての役割を担っています。

最大の強みは、融資業務の「入口」である受

付・審査から、「出口」である延滞債権の管理・

回収までを自社開発システムで提供できる国内

唯一のシステムベンダーであることです。長年に

わたり蓄積してきたシステム同士を連携させた

ソリューション展開により、高い競争優位性を

確立しています。また、ユーザー会を通じて顧客

の声を製品開発へ反映し、顧客とともに価値創

出する開発体制も差別化要因となっています。

2033年には、銀行・ノンバンク向けビジネス

で培った融資・債権管理のノウハウを活用し、

組込型金融を展開する小売業などの非金融事

業者や、それを支えるBaaS事業者へ顧客基盤

を拡大していきます。また、AI技術の進展を背

景に、審査から債権回収・管理までの業務をAI

エージェントが支援・自動化する新たなサービ

スモデルの構築を見据えています。

収益モデルについても、従来のシステム販

売・保守中心から、SaaSによる継続課金や成

果報酬型、トランザクション課金型へと転換を

図ります。

さらに、金融実務ノウハウを組み込んだ金融

特化型AIや、決済・与信データを活用するプ

ラットフォーム開発を推進し、新たな市場の開

拓と持続的な成長を実現していきます。

金融業界では経営統合や業界再編、システ

ムの内製化やSaaSへの移行が進み、市場環

境は大きく変化しています。

また、AIエージェントの普及やサイバーセ

キュリティリスクの高まりも事業に影響を与え

る要因となっています。一方で、業務のデジタル

化需要やAI活用ニーズの拡大、規制緩和に伴

う異業種の金融市場参入など、新たな事業機

会も広がっています。

こうした環境変化に対し、短期的には最新

技術への追従や他社連携の強化に加え、多様

化する顧客ニーズに対応するための提案力・営

業力の高度化が課題となっています。また、中

長期的にはコンサルティング機能の拡充、およ

び新市場・海外展開に向けた組織基盤の整備

が求められています。

短期的には、他ベンダーとの協業や事業部

間連携を強化し、提案の幅を広げるとともに、

提案の好事例や提案プロセスの共有・標準化

を進めることで営業力の底上げを図ります。ま

た、AIやSaaS分野における知見の獲得を進め、

市場環境や顧客ニーズの変化へ迅速に対応で

きる体制を構築します。

中長期的には、顧客との関係構築を担う従

来の営業担当に加え、専門知識を活用して提

案を支援するサポート体制を強化します。さら

に、金融実務とIT技術の双方に精通し、顧客の

業務改革を支援できるコンサルタント型人財

の育成を推進します。こうした人材・組織基盤

の強化を通じて、市場環境の変化を成長機会

へと転換し、新市場の開拓も進めながら、持続

的な事業拡大を目指します。 

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略
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2025年度は、国が推進する自治体システム標準化への対応期限
年度として、滞納管理システム、学齢簿・就学援助システムの標準
化版パッケージ導入に注力しました。既存・新規を含め、滞納管理
システム7システム、学齢簿・就学援助システム18システム、合計
25システムを大きな問題なく導入しました。国の政策動向を捉え
た提案活動が奏功し、高収益案件の獲得につながり、売上高およ
び利益率は前年比で大きく向上しました。一方、基幹システムベン
ダー側の開発遅延等により、19システムが2026年度以降の稼働
延伸となったほか、標準仕様書の改版への継続的な対応が課題
となっています。

2025年度の成果

当事業部は、地方自治体向けに納税関連業

務や教育委員会業務を支援するシステムの開

発、導入、運用保守を展開しています。自治体に

おいては、国主導によるシステム標準化やDX

が進められており、今後も関連需要の拡大が

見込まれます。また、グループ会社ではBPO事

業を展開しており、徴収業務において国内トッ

プシェアを有し、多数のユーザー自治体から安

定した売上を計上しています。

当事業部の強みは、蓄積した業務ノウハウを

融合し、システムとして提供できる点にあります。

システム活用により、業務時間の短縮、従事者

数の削減、ミスや事故の防止を実現するととも

に、受託業務から得られた運用ノウハウをシス

テム化し、他自治体へ展開することで、ユー

ザー数と売上高の拡大につなげています。

2033年度に向けては、これまで主な対象と

してきた大規模自治体を引き続き重要な顧客

基盤としながら、サブスク型業務パッケージの

構築により、従来は対象としていなかった小規

模自治体にも提供領域を広げていきます。これ

により、システム導入自治体数の大幅な拡大を

目指します。また、BPO事業においては、小規

模・遠隔自治体の業務を自社業務センターで

受託する体制を推進し、受託件数の増加を図

ります。

業務範囲についても、徴収業務にとどまらず、

賦課業務や窓口業務へ拡大するとともに、自

治体以外の金融機関なども業務受託先として

視野に入れます。これにより、公共システム事

業とBPOを併せて、売上高を大きく伸ばし、持

続的な成長を実現していきます。

足元では、BPO業務におけるAI活用の拡大

による従来型の業務委託ニーズの減少や人件

費高騰が短期的なリスクとなっています。一方

で、自治体DXの推進、自治体職員数の減少、

AI活用に向けた実証実験の広がりは、事業機

会につながると考えています。

中長期的には、標準化により差別化が難し

くなり、価格競争が懸念されます。また、契約形

態のサブスク化に伴う契約金額の減少も想定

されます。さらに、少子高齢化や地方過疎化に

よる労働力不足、物価上昇に伴う生活困窮者

の増加は、自治体業務の効率化や支援サービ

ス需要を高める要因となります。こうした環境

変化に対応するため、責任者クラスのSE人材、

新規BPO業務の立ち上げ要員、新プロダクト

を企画・創出する人材の確保が課題です。

各自治体におけるシステム標準化対応後5年

を経過したシステム更改時期を見据え、SaaS

型の業務パッケージを開発します。既存の滞納

管理、学務関連パッケージをガバメントクラウ

ド上でコンテナ化し、マルチテナントで運用でき

る仕組みを構築することで、導入対象の拡大と

運用効率の向上を図ります。また、徴収業務分

野において、AIを活用した業務効率化ツールを

開発し、自治体職員とBPO従事者の双方が利

用できるサービスとして展開します。

中長期的には、営業、SE、BPOにおける現場

管理者を大幅に増員するとともに、自治体DXを

推進するための業務提携も積極的に検討しま

す。システムとBPOの両面から自治体の業務課

題に対応し、価格競争から脱却し付加価値型の

事業モデルへの転換を進めていきます。

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略
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公共システム事業部

変化する事業環境を捉え
自治体DX市場の成長を取り込む

執行役員
公共システム事業部長

小林 研司
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2025年度は、開発から20年を経過した基幹システム「RITS」の
更改を最優先課題として取り組みました。アーキテクチャーの陳
腐化などにより製品競争力の低下が課題となる中、販売管理シス
テムの主要製品であるPOSシステムの全面刷新を推進しました。
特に、決済端末にインストール可能なPOSシステム「ミニPOS」は、
外商先での決済とPOS連携を同時に実現するもので、お客様の
外商業務の効率化に貢献する製品です。2026年12月の市場投
入を予定しており、今後の業績への寄与を見込んでいます。次年
度以降は、RITSを構成するその他の商品群についても順次投資
を行い、刷新を進めてまいります。

2025年度の成果

当事業部は、地方百貨店や専門店を主な顧

客として、自社パッケージの導入および保守

サービスを提供しています。主な製品は、基幹

システム「RITS」、POSシステム、eコマースシ

ステムであり、地方百貨店向けには全国で15

社のユーザー基盤を有しています。システム販

売や保守を通じた高い収益性を誇り、当社の

安定収益を支える基盤事業と位置づけていま

す。

RITSの強みは商品管理、販売管理、顧客管

理、ギフトシステム、友の会システムなど、百貨

店業務に必要な機能をトータルにサポートし

ている点です。さらに、必要な業務のみを導入

できる柔軟性に加え、決済ビジネス事業部との

協業による決済端末・決済センターの提供も、

他社にはない競争優位性となっています。

当事業部は現在の主力マーケットである地

方百貨店に加え、専門店向けeコマースの販売

拡大を目指しています。2033年の目標として

大幅な成長を見込んでおり、その実現に向けて、

既存パッケージの最新化を重要な取り組みと

位置づけています。地方流通業が直面する構

造的な環境変化を「次なる成長への転換点」と

捉え、当社の次世代型システムを通じて、顧客

企業の省人化と新たな収益源（インバウンド

等）の獲得を強力に支援します。

こうした環境変化に対応するため、POS、EC/

ギフトをはじめとする製品群のUI/UXやアーキ

テクチャーを刷新し、顧客業務の効率化と利

便性向上を図ります。また、近年拡大している

マーケットとしてショッピングセンター（SC）向

け製品開発にも取り組みます。

足元の事業環境における短期的なリスクは、

開発を担う人材の不足です。製品刷新を進め

るうえで、開発を推進する人材の確保は重要な

課題となっています。

一方で、DXのさらなる推進は、地方百貨店

や専門店に向けた業務効率化ニーズを高める

機会となります。百貨店市場では、地方の人口

減少に伴う市場縮小や店舗再編のリスクが懸

念される一方、インバウンド需要による地方経

済の回復・拡大は新たな事業機会と捉えてい

ます。

こうしたリスクと機会を踏まえると、当事業

部の課題は、既存製品の競争力を高める開発

体制の強化と、将来の市場変化や多様化する

顧客ニーズに対応した製品群への継続的な投

資にあります。

課題解決に向けて、当事業部は既存パッ

ケージの刷新を軸に、製品競争力の再強化を

進めています。リリースから20年を経過した

パッケージについては、UI／UXおよびアーキ

テクチャーの刷新が急務であり、2025年から

POSシステム、EC／ギフトの更改に取り組ん

でいます。2026年度にはこれらの取り組みが

売上に寄与するものと見込んでおり、特に「ミ

ニPOS」については、既存のお客様への提案・

導入を順次進めてまいります。

また、その他のパッケージについてもバー

ジョンアップを計画し、段階的な製品力の向上

を図ります。短期的には既存のお客様への導

入拡大を図り、中長期的には専門店向けeコ

マースやSC向け製品開発を通じて、成長領域

の開拓を進めてまいります。

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略

流通・eコマースシステム事業部

地方流通業のDXを支える 
パッケージ刷新で新たな成長へ

執行役員
流通・eコマースシステム事業部長

吉村 剛
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2025年度は、クラウドPBXの販売を主軸に事業活動を進めまし
た。一方で、日本企業においては安定性を重視する傾向が根強く、
オンプレミス型基盤を継続利用するニーズも引き続き見られまし
た。その結果、当事業部の成り立ちでもある通話録音分野におい
て、ハードウェア更改案件が想定以上に進展しました。クラウド基
盤では機能面での差別化が難しくなる中、AIエージェントの急速
な進展が新たな事業機会として顕在化しています。今後は、顧客
業務にAIをどのように活用できるかを見極め、成長につなげるこ
とが重要な課題となっています。

2025年度の成果

当事業部は、CTI（コンピューター・テレフォ

ニー・インテグレーション）という名称のとおり、

電話等を主軸にコンピューターシステムを統

合する事業を展開しています。

現在は、携帯電話、SMS、ボット、AIエージェ

ントなど、幅広い経路や機能を活用できるクラ

ウド型コール基盤の提案を進めています。特に

コールセンター領域では、少子高齢化に伴うオ

ペレーター不足を背景に、従来業務の自動化・

効率化を支援するシステムの需要が拡大して

います。

システム機能面での差別化が困難となる中、

当社はフィナンシャル分野における顧客基盤と

導入実績、顧客業務に深く入り込むことで今ま

で培ったエンジニアの業務知見を強みとし、同

業他社への横展開を可能にしています。

2033年度においても、フィナンシャル事業

分野を中心とした主要な顧客層は大きく変化

しないと見込んでいます。一方で、AIエージェン

トの発展と労働人口の減少を背景に、企業に

おける電話受付業務の多くをAIエージェント

が担う時代が到来すると捉えています。

こうした変化は新たな事業機会につながる

と考えています。当事業部は、こうした構造変

化の中で、顧客業務をより深く把握し、生成AI

の活用ポイントを見極めながら、顧客接点の高

度化に関わっていくことを目指します。

システムによる自動化が進展する中でも、顧

客とのつながりの本質は人にあるという考え

方を重視し、単なるシステム提供にとどまらず、

人と人を結ぶ価値を支える事業として発展し

ていきます。

短期的には、最低賃金の引き上げに伴う人

件費の増加が顧客企業の収益を圧迫し、シス

テム投資が抑制される可能性があります。一方

で、労働人口の減少は、生成AIを活用した業務

効率化システムへの投資拡大という機会にも

つながっています。この機会を確実に取り込む

ためには、急速に進化する生成AIの機能を的

確に把握し、顧客業務へ適用できる専門エン

ジニアの確保が課題です。

中長期的には、AIエージェントによる自動架

電機能が一般オペレーターの業務を代替する

可能性があり、リカーリング収益の形態にも変

化が生じる可能性があります。類似する商材や

機能が短期間で登場する環境下で、当社が優

位に事業を進めるための独自性を創出するこ

とがより一層重要となってきています。

短期的には、当社の事業の原点である通話

録音分野において、オンプレミス型のニーズが

引き続き存在することを踏まえ、ハードウェア

などの販売を継続していきます。

サーバー類などの納期が不透明な状況にお

いても、協力先と連携し、安定した供給体制の

確保に取り組みます。また、既存ユーザーに導

入したシステムを同業他社へ横展開することで、

導入件数の増加と事業規模の拡大を図ります。

中長期的には、AIエージェントを活用した事

業展開に向け、顧客業務をより深く把握し、コ

ンサルティングができる人材の確保が不可欠

となっていきます。生成AIの技術進化を的確に

捉え、顧客課題や新たな市場ニーズに即した

提案力を高めながら、持続的な事業成長につ

なげていきます。

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略
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小川 天平
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2025年度は、電力会社を中心とする社会インフラ企業に向け、
MegaPlexをはじめとした通信機器の販売拡大に取り組みまし
た。一部電力会社への追加導入と新規導入に向けた検証が中心
となりましたが、次年度以降の導入を見据えた仕様固めを進め
ることができました。また、これまで十分に展開できていなかった
鉄道会社向けビジネスでは、販売店との協業体制を確立し、今
後の事業の柱として期待できる基盤を整えました。さらに、エン
タープライズ向けにはサイバーセキュリティアカデミー、セキュリ
ティトレーニング、脆弱性診断などの案件を獲得し、当社パッ
ケージと組み合わせたクラウドビジネスも10社以上へ展開しま
した。

2025年度の成果

当事業部は、クラウド、ネットワーク、セキュリ

ティなど、各種システムを支えるITインフラを提

供しています。地域金融機関、地方自治体、流

通小売業に加えて、社会に欠かすことのできな

い電力、水道、ガスなどの社会インフラ事業者

に対して、長期にわたり信頼性を維持できる通

信基盤を提供しています。

当社の強みは、海外企業の先進的なソリュー

ションを国内市場へ展開できる点にあります。

特に、伝統ある社会インフラ企業に対し、既存

の古い規格にも対応したソリューション提供

ができることは大きな競争優位性です。

さらに、AWS基盤の導入から運用監視、保

守、セキュリティまでを一体で提供できる体制

を整えており、高い信頼性を求める顧客に迅速

で安心できるサービスを提供しています。

2033年度に向けて、当事業部は社会インフ

ラ企業向けビジネスの比率を高めていきます。

電力、水道、鉄道などのインフラ事業者を主要

な顧客層として位置づけ、通信機器の提供にと

どまらず、社会インフラ向けのリカーリングビジ

ネスへ展開することを目指しています。また、エ

ンタープライズ領域では、中規模企業から大規

模企業へと対象を広げ、SaaSサービスの提供

を通じて事業領域の拡大を図ります。

2033年度に向けて、海外の先進的かつ独

自性のあるソリューションを調達するチャネル

の確立や、クラウドSEを擁したノーコードによ

るサービス・システム開発の展開を進めます。

社会インフラ、クラウド、セキュリティを軸に、継

続的な収益基盤と成長機会を併せ持つ事業

への進化を目指します。

短期的には、円安、半導体価格の高騰、納期

遅延、人件費上昇、人材不足が事業リスクと認

識しています。一方で、サプライチェーン評価制

度への対応、フロンティアAIの脅威への備え、

2028年のISDNサービス終了に伴う需要は、

新たな事業機会として捉えています。これらの

機会を確実に取り込むためには、プリセールス

人員、営業アシスタント、PM・PLクラスのエン

ジニア、セキュリティ人材、レガシー系通信エン

ジニアの確保が課題です。

中長期的にも、円安や半導体高騰、人件費

増、人材不足と高齢化はリスクとなります。一

方で、少子高齢化による省人化ニーズ、主要国

産メーカーのTDM装置サポート終了、クラウド

化シフトは追い風です。これに対応できる専門

人材の確保と提案体制の強化を進めます。

課題解決に向けた短期的な戦略として、フロ

ンティアAIの脅威に対応するセキュリティソ

リューションの展開を進めます。また、グループ

会社である株式会社アイセルとの協業により、

サプライチェーン評価制度に対応したソリュー

ションを展開し、クラウドサービスのメニュー

拡充と外販拡大に取り組みます。

中長期的には、プリセールス人材を拡充、直

販営業の活動領域を拡大し、提案のさらなる

高度化を図ります。さらに、セキュリティエンジ

ニアの育成、SOC企業との提携、M&Aを通じ

て、顧客のセキュリティを一括で担える体制の

構築を目指します。また、従来の通信機器領域

にとどまらず、海外の優れたパートナーシップを

通じて独自性の高いソリューションを拡充し、

提供価値の多様化を推進してまいります。

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略

通信システム事業部

顧客業務を支える技術力を磨き 
変化する社会のニーズに応える

通信システム事業部長

羽田 誠
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2025年度は、主力製品であるマルチ決済端末の安定供給を維持
しつつ、POS事業者との連携機能強化に取り組みました。特に、
POSメーカーとの「検定レス連携」推進により導入時の負担を軽
減し、新たなパートナー網の拡大を実現しました。また、アライア
ンス強化を通じて収益基盤の維持・強化を図るとともに、スマート
フォンを端末化するSoftPOSをはじめとする新規端末の開発対
応や、端末物販に依存しない決済プラットフォームビジネスの研
究開発を推進しました。一方で、研究開発から本開発への移行を
支えるエンジニアリソースの確保や、安価かつ高性能な次世代端
末の早期市場投入体制の構築が今後の課題となっています。

2025年度の成果

当事業部は、地方銀行などの金融機関や

カード会社をはじめとするノンバンク向けに、

決済端末を中心としたキャッシュレス決済ソ

リューションを提供しています。拡大するキャッ

シュレス市場で着実な収益拡大を担うととも

に、将来の成長を牽引するグループの中核事

業として位置付けられています。

当事業部の強みは、マルチペイメント分野の

先駆者としての豊富なノウハウと、累計21万台

超の販売実績に基づく高い市場認知度、なら

びに強固な顧客基盤にあります。

さらに、端末提供にとどまらず、キッティング

や問い合わせ対応、端末の障害対応といった

業務を一気通貫で提供できる包括的なサポー

ト体制を有しており、これが確固たる競争優位

性の源泉となっています。

2033年度に向け、当事業部は既存アクワイ

アラとの連携をさらに強化し、端末の展開領域

を従来の個店中心から大型チェーン店へと拡

大していきます。あわせて、決済プラットフォー

ムを通じた新規アクワイアラの開拓を進め、事

業基盤の拡充を図ります。

2033年度に向けて本事業を大きく成長さ

せ、全社を牽引する事業の柱として存在感を高

めることを目指します。この達成に向け、従来の

「端末物販モデル」から「決済プラットフォーム

モデル」への転換を推進します。

また、決済データの利活用をはじめとする付

加価値サービスを拡充し、ハードウェア需要に

左右されない強固なストック型の収益モデル

を確立することで、安定的かつ継続的な成長を

実現します。

短期的には、円安進行に伴う海外製端末の

仕入コスト上昇、端末メーカーの新製品リリー

ス遅延、中国系低価格ベンダーの台頭による

価格競争の激化が事業リスクとなっています。

一方で、インバウンド需要の拡大に伴うDCC

決済や免税対応ニーズの高まり、加盟店の業

務効率化ニーズ、さらにはプラットフォームビ

ジネスへの参入機会を好機として捉えています。

中長期的には、SoftPOSの普及による専用

ハードウェア需要の変化や、特定メーカー依存

に伴う供給・品質リスクのほか、専任人員や

R&D体制の不足が課題です。一方で、AI技術

の進展を活用した決済データの高度な利活用

やBPO業務の効率化は、事業価値向上に向け

た重要な好機と認識し、積極的な体制強化を

図ります。

短期的には、安価な次世代端末への移行を

進めることで収益性を向上させます。また、

POS検定レス連携やDCC決済、免税対応機

能の早期実装により市場ニーズへの対応力を

高めるとともに、開発リソースを重点配分して

新たな決済プラットフォームの立ち上げを推進

します。

中長期的には、SoftPOSや組込型決済など

の新領域へ本格参入し、決済データ利活用プ

ラットフォームの構築と機能拡充に取り組みま

す。さらに、決済分野に精通した専門人材の採

用・育成、組織体制の強化、M&Aやアライアン

スの積極活用を通じ、アクワイアラの業務支援

や加盟店DXを包括的に支え、地域経済の活

性化に貢献する強固な事業基盤を確立してい

きます。

現在のビジネス展開・強み 将来像＝GOAL（2033）
足元の事業環境（リスク・機会）と
現状の課題（短期・中長期） 課題解決に向けた戦略

決済ビジネス事業部

決済プラットフォームへの進化で 
持続的な成長を実現

取締役 執行役員
決済ビジネス事業部長

河野 一典
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技術本部

培った業務知識を競争力に
新たな市場と成長機会を切り拓く。

当本部は、営業が受注した案件に対し、パッ

ケージアプリケーションをベースに、要件定義

や基本設計などの上流工程から、開発、導入、

保守運用までを担っています。ソフトウェアと基

盤の双方を含めた対応を行うことで、システム

全体を統合的に構築・運用する中核的な役割

を果たしています。通信インフラやセキュリティ

製品の導入・保守も含め、顧客の業務に深く関

わりながら、安定した事業運営を支えています。

強みは、顧客業務への深い理解に基づく柔

軟な対応力と提案力にあります。現場のプロ

ジェクトマネージャーに決定権があることで、顧

客ニーズを迅速に把握し、タイムリーにシステム

やサービスへ反映できる点も競争優位性と

なっています。2025年度の統合レポートでも

示されているように、当社は地域金融機関、地

方自治体、地方百貨店などを中心に、業種・業

態に応じたパッケージソフトを導入してきた実

績を有しており、インフラ領域からアプリケー

ションまでを一元的に提供できる点が特徴です。

こうした顧客基盤と業務知識の蓄積が、新規案

件への対応力や既存顧客との継続的な関係構

築につながっています。

足元の事業環境では、短期的なリスクとして、

人材不足、サイバー攻撃、機器などの仕入れ価

格の高騰が挙げられます。一方で、自治体にお

けるDX需要の拡大や、セキュリティ対策ニーズ

の高まりは、当事業部にとって事業機会となっ

ています。これらの機会を着実に捉えるために

は、AI関連知識を持つ人材や、プロジェクト

リーダーを含めた開発・推進人材の確保が重

要な課題です。中長期的には、生成AIの活用が

進むことで、従来型のシステム開発機会が減少

する可能性があります。業務知識を備えたSEを

継続的に確保・育成できれば、顧客から選ばれ

る機会の拡大につながると捉えています。課題

解決に向けて、短期的にはフロンティアAI対応

を含め、AIを活用した開発効率化や新たな提

案力の強化に取り組みます。2025年度に着手

した、設計書を活用したプログラム作成・修正

の試みについても、完成度を高めることで、開発

生産性の向上につなげていきます。中長期的に

は、世代交代を見据えた組織改編、開発環境の

見直し、優秀な人材を継続的に確保できる仕

組みづくりを進めます。2033年度に向けては、

主要顧客が金融機関中心から公共団体、特に

自治体へと広がっていくことを想定しており、自

治体向けの新たなパッケージ開発が重要にな

ります。あわせて、各パッケージのSaaS化も検

討し、顧客ニーズの変化に対応できる事業基盤

の構築を目指します。

執行役員 技術本部長

池田 竹広
執行役員 技術本部長代理

橋本 健司

顧客業務を熟知した提案力と対応力
変化するニーズへ迅速に応える

技術本部の強みと将来を見据えた戦略

2025年度は事業成長の基盤となる人材確保と、対応
領域の拡大に取り組みました。人材面では、人事部との
連携により、目標としていた新卒採用全体で70名を達
成しました。また、公共プロダクトについては、担当部署
だけでなく地域の各拠点でも対応できる体制づくりを
進め、金融系SEが公共案件の一部を担えるようになる
など、組織全体で対応力の底上げを図りました。これに
より、地域の自治体への訪問も本社主導に限らず、各拠
点から対応できる体制が整いつつあります。あわせて、
開発工程の各完了時にリスク確認を行うなど、品質確
保に向けた取り組みも継続しました。一方で、AIを活用
した開発効率の向上については、設計書をもとにプログ
ラム作成・修正を行う試みに着手したものの、精度向上
が今後の課題となっています。

2025年度の成果

新卒・第二新卒 総人数 割合

■ 新卒・第二新卒エンジニア採用数の推移
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インバウンド旅行者

地域の課題

インバウンド旅行者が増加する一方で、
「地域経済への波及効果が限定的である
（地域内で消費が循環しにくい）」

地域の課題

外国人（旅行者、就労者等）に対するプラットフォームを構築

2024年　3,687万人（実績）

2030年　6,000万人（目標値）
インバウンド買い物消費　　4.4兆円
インバウンド買い物消費のオンライン化率を30％へ引き上
げることで、1.3兆円規模の巨大なEC市場が誕生します。
※出典：
2024年実績　日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数（2024年12月推計値）」および観光庁「訪日外国人消費動向調査」
2030年目標　観光庁「観光立国推進基本計画」（令和5年3月閣議決定）

訪日旅行者向けの予約・決済プラットフォームを手掛けるWAmazingと連携。当社の強みである地域金融機

関のネットワークや免税システムを融合させることで、次世代免税ECプラットフォームを構築し、地方へ外貨

を直接呼び込む社会インフラの確立が可能になります。

次世代免税ECプラットフォームの構築で、地域への外貨流入を拡大。
待ち時間の低減や業務効率化により豊かな時間の創出を可能に。

■訪日旅行者の利便性を高めるプラットフォーム

訪日外国人の消費を地域に直接循環
外貨を地域経済の成長エンジンへ

免税制度改正への対応を支援し、事務
負担の軽減と適正運用を実現

地方への外貨流入・
地域消費の拡大 制度対応・業務効率化

地域特産品の
販売（免税EC）

地域の逸品をオンラインで購入、
空港等で受け取り

観光・体験
アクティビティ

地域の魅力ある体験を
予約・決済

宿泊・交通の
予約・決済

宿泊・交通をまとめて
予約・決済
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外国人就労者

地域の課題

2024年　230万人（実績）

2030年　356万人（見込）

増え続ける外国人就労者が、地方銀行に新たな取引基盤を
もたらします。

※出典：
2024年実績　厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和7年10月末現在）
2030年見込　JICA（国際協力機構）緒方貞子平和開発研究所 報告書「2040年の外国人材受け入れの試算」

増加する外国人就労者に対し、
日本各地の地方銀行では多言語対応や

事務負荷が増大

GIGABANKとの協業を通じて、外国人就労者向けプラットフォームの構築を進めています。多言語対応や本

人確認（e-KYC）、口座開設・審査の効率化を支援し、地方銀行の事務負担軽減と外国人向け金融サービス

の利便性向上を目指します。

外国人就労者と金融機関をつなぐプラットフォームを構築。
国境を越えて再利用可能な金融IDと信用基盤を提供。

■完全デジタルで効率化するトラストプラットフォーム

本人確認·信用確認をデジタル化し、迅
速でスムーズな手続きを実現

e-KYCや期日管理の自動化により事
務負担を軽減し、業務効率を向上

口座開設·審査の効率化 制度対応·業務効率化

本人確認（e-KYC）

オンライン本人確認の自動化

信用確認・審査支援

信用情報の収集・評価をデジタル化

日本の外国人市場に不足しているのは、旅行者・就労者の行動や信用を一貫し
て捉える「線」のデータです。当社は、Paykeの購買動機、バカン・MetComの動
線・位置情報、WAmazingの免税EC、GIGABANKのe-KYCをAIで統合。アイ
ティフォーの地銀・自治体ネットワークを通じて社会実装し、動機・動線・決済・信
用を可視化する外国人プラットフォームの構築を目指します。

外国人プラットフォームの
AI統合

免税EC

購買動機 動線・位置
情報
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吉川：そうですね。総務部は担当外の問い合わ
せも多いのですが、まずは話を聞いてから、管

理本部内の適切な部署へ橋渡しすることを心

掛けています。

根本：管理本部内は日常的に部署を超えて連
携していますよね。それぞれの専門性を生かし

ながら連携することで、従業員をよりスムーズ

に支えられているのだと思います。

高倉：皆さんの話を聞いていると、業務は違っ
ても、「従業員や会社が安心して活動できる環

境を支える」という点では共通していますよね。

管理部門は企業経営において「守り」の役割を

担っていますが、その「守り」は単にリスクの回

避やトラブルを防ぐことではありません。従業

員が安心して働き、会社が安定して成長してい

くための土台を支えることも、私たちの重要な

使命だと考えています。

伊藤：そのとおりですね。人事部の立場でも、
日常業務の中で感じた従業員の困りごとを人

事制度の改善につなげるため、同じ人事部内

の人財戦略グループにも共有するようにして

います。例えば産休・育休取得者の多くが、「自

分の業務を引き継ぐ同僚に負担をかけてしま

う」と不安を抱えている現実がありました。こう

した課題に対して、2025年10月に引き継ぎ

者へ手当を支給する「育児職場応援手当」が

新設されたことで、「以前より育休を取得しや

すくなった」という声を多く受けるようになりま

した。このように、従業員の声を制度改善へつ

なげ、安心して働ける環境を整えることが、当

社従業員の高い定着率を支え、それが会社の

持続的な成長にもつながると考えています。

高倉：法務知財部では、きめ細かなヒアリング
を通じてリスクを洗い出し、リスクを管理する

という「守り」の役割があります。例えば、契約

時の小さな見落としが将来大きなトラブルの

原因になることもあり得るため、無用なリスク

を負わないよう、契約時には細心の注意を

払っています。

　また法務知財部は「内部通報」の窓口でも

あります。従業員が安心して働ける環境を守る

ために、コンプライアンスの門番としての役割

が果たせるよう努めています。

　法令違反は会社の信頼失墜につながり、損

害賠償に発展してしまえば、経営にも大きなダ

メージを与えかねません。だからこそ、相手や

立場に関わらず、伝えるべきことを率直に伝え

ることを徹底しています。

根本：営業管理部の業務では、契約内容を正
確に受注データへ反映し、売上と請求を確実

に行うことで、営業担当とお客様の信頼関係

を決して損なわないように配慮しており、それ

が「守り」への貢献につながっていると思いま

す。一見地味な仕事ではありますが、営業担当

が安心して提案活動に専念し、お客様との信

頼を積み重ねるための、まさに土台を支える

仕事であると、誇りを感じながら取り組んでい

ました。こうした仕事の積み重ねが、事業の成

長に資すると信じています。

吉川：私も、管理本部の仕事は、直接お客様と
会う機会はなくても、お客様との信頼関係の

構築に貢献し、事業の成長を支えることにつ

ながる重要な仕事だと感じます。

　総務部では、設備管理に加え、産業廃棄物

管理や各種保険、BCP（事業継続計画）の見

直しなど、従業員の安全や事業継続を支える

業務を行っています。

　また、当社は社会インフラを支える事業を

展開していることもあり、災害時にどの事業を

優先するかを含め、緊急時の対応については、

全社で共通認識を持つことが重要です。平時

からのそうした備えがあるからこそ、非常時で

も事業への影響を最小限にとどめ、お客様の

事業継続もお支えすることができると考えて

います。
吉川：もちろん、管理本部の仕事は、従業員か
ら問い合わせを受け、それに対応するだけでは

ありません。時には先回りして現場の困りごと

や不安を察知し、主体的に必要な情報や仕組

みを整備することも重要な役割だと思います。

　そしてさらに重要なのが、課題の本質を分

析し、解決策を導きだすことです。私が現在担

当している本社改装プロジェクトでは、130件

以上の要望が寄せられましたが、すべてをその

まま反映するのではなく、まずはデータに基づ

いた現状分析を徹底しました。出社率や会議

室の利用状況、将来の採用計画などの「議論

の前提条件（データ）」をプロジェクトメンバー

に共有することで、建設的な優先順位づけを

進めています。こうした分析をもとに適切な解

決策を導き出すことが、結果的に業務の合理

化・効率化をもたらすのだと痛感しています。

根本：先回りして困りごとを解決する姿勢は、
私も重要だと考えています。担当営業から依頼

がなくても営業管理部内で工夫を凝らして、業

務効率化に役立つサポートを常に心掛けてい

ました。例えばお客様からのご入金に関する

社内への報告について、担当者が本業である

営業活動に専念できるよう、営業管理部で把

握できる情報をもとにあらかじめ報告書を作

成していました。

高倉：先回りして、従業員の皆さんの時間や
手間の削減をする姿勢は、法務知財部でも同

じですね。契約書のチェックでは、事前に事業

部門と調整し、案件の目的や懸念点を整理す

ることで、検討すべきポイントを絞っています。

こうしたやり取りを重ねることで、営業担当者

のリーガルマインドの醸成にもつながると考

えています。

伊藤：私は常に、法改正に関する情報を先回
りして発信することを心掛けています。入社当

初、出産や育児に関する制度の説明資料が整

備されておらずに苦労した経験があったので、

それを自発的に作成しました。現在は出産や

育児に関する制度の申請があった際には、そ

の資料を全員に配布し、個別に説明する時間

を設けています。

根本：当社は2026年4月から、新しい受注計
上システムに移行したのですが、その際に、私

は営業の現場とIT推進部門との橋渡し役を

担いました。私が担当していた通信システム事

業部はイレギュラーな処理や案件数が最も多

く、他の事業部よりも早い段階から新システム

のテスト運用が始まりました。そのため、営業

担当者の困りごとや改善要望を積極的に聞き

取り、その結果をIT推進部門など関係部署に

対して迅速に共有し、少しでも早く改善できる

ように継続的に働きかけていましたね。

高倉：私は日頃からこまめに電話をかけるなど
営業の方々とのコミュニケーションを積極的

に取り、信頼関係を築くよう心掛けています。

小さな懸念や問題を事業部だけで抱えてしま

うことが最も危険なので、リスクが顕在化する

前に、どんな小さなことでも気軽に相談しても

らえるような雰囲気づくりに努めています。

　これまで皆さんの話を聞いていると、求めら

れたことに対応する「守り」だけでなく、一歩先

を考えて自ら働きかけることも、これからの管

理部門に求められる「攻め」の姿勢なのではな

いでしょうか。

高倉：法務知財部では「攻め」の1つとして、現
場が自ら適切に判断できる環境づくりにも取り

組んでいます。かねてより社内の法的な教育に

は課題を感じており、2026年5月には、九州事

業所で初めて法務に関する学習会を開催しま

した。反響は上々で、「全社的にも実施してほし

い」という声を多くいただき、あらためて法務に

関する学習ニーズの大きさを実感しました。

　法務の役割は、法令違反を防ぐことだけで

はありません。事業現場の方々がリスクを正し

吉川：管理部門というと、かつてはバックオフィ
ス（後方支援）の印象が強くありましたが、会

社や働き方が変化する中で、求められる役割

も広がってきていると思っています。今日は、そ

れぞれの業務を通じて、管理本部がどのように

会社や従業員を支えているのかを話していけ

ればと思います。まずは、それぞれの役割から

紹介していきましょう。

伊藤：人事部人事労務グループで、給与・社会
保険関連業務を担当しています。従業員から

の給与や社会保険に関する問い合わせ対応、

その他労務関連の手続きを担っています。人

事部では「従業員はお客様」という考えのもと、

日々の業務以外でなるべく手を煩わせること

のないよう、給与業務や社会保険手続きを正

確に進めることはもちろん、問い合わせには参

考となる情報も添え、丁寧に対応することを大

切にしています。

高倉：法務知財部で、契約書のチェックや法律
相談に加え、知財業務も担当しています。新た

に特許を取得する際は、事業部へのヒアリン

グを通じて技術や事業内容を整理し、ビジネ

スの視点も踏まえて、弁理士などの専門家と

現場の橋渡しを担当しています。

根本：私は今年4月に総務部へ異動しました。
それまでは営業管理部で、営業担当やSE、イ

ンフラ部門、経理など多くの部署と連携しなが

ら受注から売上計上、請求まで幅広い業務を

担当していました。営業管理部のメンバーには

それぞれ担当の事業部があり、主に通信シス

テム事業部の営業担当をサポートしていまし

た。業務では、営業担当者が仕事を進めやす

いように、なるべく先回りして準備や確認を行

うことを心掛けていました。

吉川：総務部で、備品管理などの庶務から、持
株会制度などの株式関連業務、オフィス改修

プロジェクトまで幅広く担当しています。現在

は本社リニューアルの事務局として各事業部

の要望を取りまとめ、プロジェクトを進めてい

ます。伊藤さんが言うように、私も「社内の人は

全員お客様」という意識を持つことを心掛けて

います。従業員が安心して働ける環境を整える

ため、幅広く情報を収集し、発信につなげるこ

とが総務の大切な役割であると考えています。

伊藤：確かに、社内には「何か困ったらまず総
務へ」という共通認識がありますね。実際、人

事部と総務部は連携する業務も多く、私も吉

川さんはじめ総務の皆さんによく相談してい

ます。

構想の実行基盤として、株式会社アイティフォー・グロースキャピタルを設立

く理解し、必要な場面で適切な判断や相談が

できる環境を整えることも重要です。現場の法

務知識が高まることで、より適切かつスピー

ディーな判断ができるようになり、事業活動を

後押しすることにもつながると考えています。

伊藤：その学習会には、人事部もぜひ参加した
いですね。実は私たちも法改正や制度変更へ

の対応が求められることがよくあります。例え

ば、現在マイナ保険証の本格運用が始まり、切

り替えが進んでいますが、法改正によって手続

きが変更になることを自主的にリサーチし、早

めに従業員の方に分かりやすく伝えるようにし

ています。制度変更への不安を減らし、従業員

が安心して業務に向き合える状態を整えるこ

とも、人事として会社の挑戦を支える基盤づく

りだと考えています。

根本：通信システム事業部は請求書の発行件
数が最も多く、ミスが起こらないよう細心の注

意が必要です。そのため、システム移行期間中

であっても正確な請求業務を維持できるよう、

現場の声をIT推進部門へ届けることで改善に

つなげてきました。システムは導入すること自

体が目的ではなく、現場の営業担当者が安心

して使いこなせることが大切です。新しいシス

テムが定着すれば、営業活動のスピードや精

度が高まり、より多くのお客様への提案や事

業拡大にも貢献できると考えています。

吉川：私は経営層や社外の方とやり取りする

機会があるので、その際に現場の意見を確実

に伝えることはもちろん、現場の従業員が挑戦

しやすくなるために、フラットに意見を出しやす

い環境づくりを意識しています。今回のオフィ

ス改修では管理本部を仕切る壁を取り払って

他事業部と一体感を出し、総務がハブとなって

全社の成長を後押しできればと思っています。

根本：こうして皆さんの話を聞いていても、管
理本部には各部門をつなぎ、働きやすい環境

を整えていく役割があるのだとあらためて感じ

ます。私は営業管理部時代に、営業担当者は

もちろん、SEの管理にも携わっていたことから、

多くの現場の方々と関わる機会がありました。

そこで築いた関係性や、それぞれの部門の業

務への理解は、自分にとって大きな財産です。

今後はそうした知見やネットワークを生かし

ながら、管理本部と各部門をつなぐ役割を果

たしていきたいと思っています。

吉川：私は、自身の業務をさらに効率化し、創
出した時間でもっと従業員の要望に耳を傾け

付加価値のある仕事をしていきたいです。一方

で、管理本部の仕事は日頃どのような取り組

みをしているのか、なかなか見えにくい部分が

あると思います。例えば環境整備に関する取り

組みは、従業員が安心して働ける環境づくりの

ために重要な仕事でありながら、その意図や

成果まで十分に発信できていないと感じます。

今後は、何を目的にどのような取り組みを進め

ているのかを、意図や成果も含めて分かりやす

く伝えていきたいと思います。

高倉：今後は、事業部門と法務の垣根を越え
て、各事業部門に法務担当者を置くような体

制や、知識や制度に関する情報発信を強化す

ることで、会社全体の法的リテラシー向上なら

びに、現場である程度判断できるような体制

づくりに取り組んでいきたいです。そうした体

制が整えば、よりスピード感を持って事業を推

進できる環境へと変化し、生産性の向上にも

寄与すると思います。

伊藤：私は人事制度だけでなく、DX化や情

報・知識の一元化を進め、相談に来られた方

が情報を拾いやすくすることで、少しでも皆さ

んが働きやすい環境を提供したいと考えてい

ます。

吉川：各部門で役割は異なりますが、目指して
いるのは「従業員が安心して挑戦できる環境

をつくること」ですよね。私たちは、従業員一人

ひとりに寄り添い支えていくことで、現場の声

を制度・環境・仕組みに反映し、誰もが安心し

て力を発揮できる会社づくりに貢献していきた

いと考えています。これからも部署の垣根を越

えた連携を深めながら、「守り」と「攻め」の両

面で、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を支える基盤づくりに貢献していきましょう。

2033年の売上高700億円、新規

事業売上高240億円達成に向け、

「Growth Capital構想」を立ち上げ、

2026年7月に新会社として、ジョ

イントベンチャー株式会社アイ

ティフォー・グロースキャピタルを

設立しました。
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吉川：そうですね。総務部は担当外の問い合わ
せも多いのですが、まずは話を聞いてから、管

理本部内の適切な部署へ橋渡しすることを心

掛けています。

根本：管理本部内は日常的に部署を超えて連
携していますよね。それぞれの専門性を生かし

ながら連携することで、従業員をよりスムーズ

に支えられているのだと思います。

高倉：皆さんの話を聞いていると、業務は違っ
ても、「従業員や会社が安心して活動できる環

境を支える」という点では共通していますよね。

管理部門は企業経営において「守り」の役割を

担っていますが、その「守り」は単にリスクの回

避やトラブルを防ぐことではありません。従業

員が安心して働き、会社が安定して成長してい

くための土台を支えることも、私たちの重要な

使命だと考えています。

伊藤：そのとおりですね。人事部の立場でも、
日常業務の中で感じた従業員の困りごとを人

事制度の改善につなげるため、同じ人事部内

の人財戦略グループにも共有するようにして

います。例えば産休・育休取得者の多くが、「自

分の業務を引き継ぐ同僚に負担をかけてしま

う」と不安を抱えている現実がありました。こう

した課題に対して、2025年10月に引き継ぎ

者へ手当を支給する「育児職場応援手当」が

新設されたことで、「以前より育休を取得しや

すくなった」という声を多く受けるようになりま

した。このように、従業員の声を制度改善へつ

なげ、安心して働ける環境を整えることが、当

社従業員の高い定着率を支え、それが会社の

持続的な成長にもつながると考えています。

高倉：法務知財部では、きめ細かなヒアリング
を通じてリスクを洗い出し、リスクを管理する

という「守り」の役割があります。例えば、契約

時の小さな見落としが将来大きなトラブルの

原因になることもあり得るため、無用なリスク

を負わないよう、契約時には細心の注意を

払っています。

また法務知財部は「内部通報」の窓口でも

あります。従業員が安心して働ける環境を守る

ために、コンプライアンスの門番としての役割

が果たせるよう努めています。

　法令違反は会社の信頼失墜につながり、損

害賠償に発展してしまえば、経営にも大きなダ

メージを与えかねません。だからこそ、相手や

立場に関わらず、伝えるべきことを率直に伝え

ることを徹底しています。

根本：営業管理部の業務では、契約内容を正
確に受注データへ反映し、売上と請求を確実

に行うことで、営業担当とお客様の信頼関係

を決して損なわないように配慮しており、それ

が「守り」への貢献につながっていると思いま

す。一見地味な仕事ではありますが、営業担当

が安心して提案活動に専念し、お客様との信

頼を積み重ねるための、まさに土台を支える

仕事であると、誇りを感じながら取り組んでい

ました。こうした仕事の積み重ねが、事業の成

長に資すると信じています。

吉川：私も、管理本部の仕事は、直接お客様と
会う機会はなくても、お客様との信頼関係の

構築に貢献し、事業の成長を支えることにつ

ながる重要な仕事だと感じます。

　総務部では、設備管理に加え、産業廃棄物

管理や各種保険、BCP（事業継続計画）の見

直しなど、従業員の安全や事業継続を支える

業務を行っています。

また、当社は社会インフラを支える事業を

展開していることもあり、災害時にどの事業を

優先するかを含め、緊急時の対応については、

全社で共通認識を持つことが重要です。平時

からのそうした備えがあるからこそ、非常時で

も事業への影響を最小限にとどめ、お客様の

事業継続もお支えすることができると考えて

います。
吉川：もちろん、管理本部の仕事は、従業員か
ら問い合わせを受け、それに対応するだけでは

ありません。時には先回りして現場の困りごと

や不安を察知し、主体的に必要な情報や仕組

みを整備することも重要な役割だと思います。

そしてさらに重要なのが、課題の本質を分

析し、解決策を導きだすことです。私が現在担

当している本社改装プロジェクトでは、130件

以上の要望が寄せられましたが、すべてをその

まま反映するのではなく、まずはデータに基づ

いた現状分析を徹底しました。出社率や会議

室の利用状況、将来の採用計画などの「議論

の前提条件（データ）」をプロジェクトメンバー

に共有することで、建設的な優先順位づけを

進めています。こうした分析をもとに適切な解

決策を導き出すことが、結果的に業務の合理

化・効率化をもたらすのだと痛感しています。

根本：先回りして困りごとを解決する姿勢は、
私も重要だと考えています。担当営業から依頼

がなくても営業管理部内で工夫を凝らして、業

務効率化に役立つサポートを常に心掛けてい

ました。例えばお客様からのご入金に関する

社内への報告について、担当者が本業である

営業活動に専念できるよう、営業管理部で把

握できる情報をもとにあらかじめ報告書を作

成していました。

高倉：先回りして、従業員の皆さんの時間や
手間の削減をする姿勢は、法務知財部でも同

じですね。契約書のチェックでは、事前に事業

部門と調整し、案件の目的や懸念点を整理す

ることで、検討すべきポイントを絞っています。

こうしたやり取りを重ねることで、営業担当者

のリーガルマインドの醸成にもつながると考

えています。

伊藤：私は常に、法改正に関する情報を先回
りして発信することを心掛けています。入社当

初、出産や育児に関する制度の説明資料が整

備されておらずに苦労した経験があったので、

それを自発的に作成しました。現在は出産や

育児に関する制度の申請があった際には、そ

の資料を全員に配布し、個別に説明する時間

を設けています。

根本：当社は2026年4月から、新しい受注計
上システムに移行したのですが、その際に、私

は営業の現場とIT推進部門との橋渡し役を

担いました。私が担当していた通信システム事

業部はイレギュラーな処理や案件数が最も多

く、他の事業部よりも早い段階から新システム

のテスト運用が始まりました。そのため、営業

担当者の困りごとや改善要望を積極的に聞き

取り、その結果をIT推進部門など関係部署に

対して迅速に共有し、少しでも早く改善できる

ように継続的に働きかけていましたね。

高倉：私は日頃からこまめに電話をかけるなど
営業の方々とのコミュニケーションを積極的

に取り、信頼関係を築くよう心掛けています。

小さな懸念や問題を事業部だけで抱えてしま

うことが最も危険なので、リスクが顕在化する

前に、どんな小さなことでも気軽に相談しても

らえるような雰囲気づくりに努めています。

これまで皆さんの話を聞いていると、求めら

れたことに対応する「守り」だけでなく、一歩先

を考えて自ら働きかけることも、これからの管

理部門に求められる「攻め」の姿勢なのではな

いでしょうか。

高倉：法務知財部では「攻め」の1つとして、現
場が自ら適切に判断できる環境づくりにも取り

組んでいます。かねてより社内の法的な教育に

は課題を感じており、2026年5月には、九州事

業所で初めて法務に関する学習会を開催しま

した。反響は上々で、「全社的にも実施してほし

い」という声を多くいただき、あらためて法務に

関する学習ニーズの大きさを実感しました。

　法務の役割は、法令違反を防ぐことだけで

はありません。事業現場の方々がリスクを正し
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務を担当。2025年10月中途入社。

伊藤  優紀乃
管理本部 人事部 人事労務グループ
東京勤務／給与・社会保険関連業務を担当。
2023年9月中途入社。

吉 川  聡 一 郎
管理本部 総務部 主任

東京勤務／設備管理や株式報酬・持株会、
本社リニューアルプロジェクトなどを担当。
2024年1月中途入社。

吉川：管理部門というと、かつてはバックオフィ
ス（後方支援）の印象が強くありましたが、会

社や働き方が変化する中で、求められる役割

も広がってきていると思っています。今日は、そ

れぞれの業務を通じて、管理本部がどのように

会社や従業員を支えているのかを話していけ

ればと思います。まずは、それぞれの役割から

紹介していきましょう。

伊藤：人事部人事労務グループで、給与・社会
保険関連業務を担当しています。従業員から

の給与や社会保険に関する問い合わせ対応、

その他労務関連の手続きを担っています。人

事部では「従業員はお客様」という考えのもと、

日々の業務以外でなるべく手を煩わせること

のないよう、給与業務や社会保険手続きを正

確に進めることはもちろん、問い合わせには参

考となる情報も添え、丁寧に対応することを大

切にしています。

高倉：法務知財部で、契約書のチェックや法律
相談に加え、知財業務も担当しています。新た

に特許を取得する際は、事業部へのヒアリン

グを通じて技術や事業内容を整理し、ビジネ

スの視点も踏まえて、弁理士などの専門家と

現場の橋渡しを担当しています。

根本：私は今年4月に総務部へ異動しました。
それまでは営業管理部で、営業担当やSE、イ

ンフラ部門、経理など多くの部署と連携しなが

ら受注から売上計上、請求まで幅広い業務を

担当していました。営業管理部のメンバーには

それぞれ担当の事業部があり、主に通信シス

テム事業部の営業担当をサポートしていまし

た。業務では、営業担当者が仕事を進めやす

いように、なるべく先回りして準備や確認を行

うことを心掛けていました。

吉川：総務部で、備品管理などの庶務から、持
株会制度などの株式関連業務、オフィス改修

プロジェクトまで幅広く担当しています。現在

は本社リニューアルの事務局として各事業部

の要望を取りまとめ、プロジェクトを進めてい

ます。伊藤さんが言うように、私も「社内の人は

全員お客様」という意識を持つことを心掛けて

います。従業員が安心して働ける環境を整える

ため、幅広く情報を収集し、発信につなげるこ

とが総務の大切な役割であると考えています。

伊藤：確かに、社内には「何か困ったらまず総
務へ」という共通認識がありますね。実際、人

事部と総務部は連携する業務も多く、私も吉

川さんはじめ総務の皆さんによく相談してい

ます。

専門性と部署を越えた連携で、
会社を支える管理本部

く理解し、必要な場面で適切な判断や相談が

できる環境を整えることも重要です。現場の法

務知識が高まることで、より適切かつスピー

ディーな判断ができるようになり、事業活動を

後押しすることにもつながると考えています。

伊藤：その学習会には、人事部もぜひ参加した
いですね。実は私たちも法改正や制度変更へ

の対応が求められることがよくあります。例え

ば、現在マイナ保険証の本格運用が始まり、切

り替えが進んでいますが、法改正によって手続

きが変更になることを自主的にリサーチし、早

めに従業員の方に分かりやすく伝えるようにし

ています。制度変更への不安を減らし、従業員

が安心して業務に向き合える状態を整えるこ

とも、人事として会社の挑戦を支える基盤づく

りだと考えています。

根本：通信システム事業部は請求書の発行件
数が最も多く、ミスが起こらないよう細心の注

意が必要です。そのため、システム移行期間中

であっても正確な請求業務を維持できるよう、

現場の声をIT推進部門へ届けることで改善に

つなげてきました。システムは導入すること自

体が目的ではなく、現場の営業担当者が安心

して使いこなせることが大切です。新しいシス

テムが定着すれば、営業活動のスピードや精

度が高まり、より多くのお客様への提案や事

業拡大にも貢献できると考えています。

吉川：私は経営層や社外の方とやり取りする

機会があるので、その際に現場の意見を確実

に伝えることはもちろん、現場の従業員が挑戦

しやすくなるために、フラットに意見を出しやす

い環境づくりを意識しています。今回のオフィ

ス改修では管理本部を仕切る壁を取り払って

他事業部と一体感を出し、総務がハブとなって

全社の成長を後押しできればと思っています。

根本：こうして皆さんの話を聞いていても、管
理本部には各部門をつなぎ、働きやすい環境

を整えていく役割があるのだとあらためて感じ

ます。私は営業管理部時代に、営業担当者は

もちろん、SEの管理にも携わっていたことから、

多くの現場の方々と関わる機会がありました。

そこで築いた関係性や、それぞれの部門の業

務への理解は、自分にとって大きな財産です。

今後はそうした知見やネットワークを生かし

ながら、管理本部と各部門をつなぐ役割を果

たしていきたいと思っています。

吉川：私は、自身の業務をさらに効率化し、創
出した時間でもっと従業員の要望に耳を傾け

付加価値のある仕事をしていきたいです。一方

で、管理本部の仕事は日頃どのような取り組

みをしているのか、なかなか見えにくい部分が

あると思います。例えば環境整備に関する取り

組みは、従業員が安心して働ける環境づくりの

ために重要な仕事でありながら、その意図や

成果まで十分に発信できていないと感じます。

今後は、何を目的にどのような取り組みを進め

ているのかを、意図や成果も含めて分かりやす

く伝えていきたいと思います。

高倉：今後は、事業部門と法務の垣根を越え
て、各事業部門に法務担当者を置くような体

制や、知識や制度に関する情報発信を強化す

ることで、会社全体の法的リテラシー向上なら

びに、現場である程度判断できるような体制

づくりに取り組んでいきたいです。そうした体

制が整えば、よりスピード感を持って事業を推

進できる環境へと変化し、生産性の向上にも

寄与すると思います。

伊藤：私は人事制度だけでなく、DX化や情

報・知識の一元化を進め、相談に来られた方

が情報を拾いやすくすることで、少しでも皆さ

んが働きやすい環境を提供したいと考えてい

ます。

吉川：各部門で役割は異なりますが、目指して
いるのは「従業員が安心して挑戦できる環境

をつくること」ですよね。私たちは、従業員一人

ひとりに寄り添い支えていくことで、現場の声

を制度・環境・仕組みに反映し、誰もが安心し

て力を発揮できる会社づくりに貢献していきた

いと考えています。これからも部署の垣根を越

えた連携を深めながら、「守り」と「攻め」の両

面で、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を支える基盤づくりに貢献していきましょう。
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吉川：そうですね。総務部は担当外の問い合わ
せも多いのですが、まずは話を聞いてから、管

理本部内の適切な部署へ橋渡しすることを心

掛けています。

根本：管理本部内は日常的に部署を超えて連
携していますよね。それぞれの専門性を生かし

ながら連携することで、従業員をよりスムーズ

に支えられているのだと思います。

高倉：皆さんの話を聞いていると、業務は違っ
ても、「従業員や会社が安心して活動できる環

境を支える」という点では共通していますよね。

管理部門は企業経営において「守り」の役割を

担っていますが、その「守り」は単にリスクの回

避やトラブルを防ぐことではありません。従業

員が安心して働き、会社が安定して成長してい

くための土台を支えることも、私たちの重要な

使命だと考えています。

伊藤：そのとおりですね。人事部の立場でも、
日常業務の中で感じた従業員の困りごとを人

事制度の改善につなげるため、同じ人事部内

の人財戦略グループにも共有するようにして

います。例えば産休・育休取得者の多くが、「自

分の業務を引き継ぐ同僚に負担をかけてしま

う」と不安を抱えている現実がありました。こう

した課題に対して、2025年10月に引き継ぎ

者へ手当を支給する「育児職場応援手当」が

新設されたことで、「以前より育休を取得しや

すくなった」という声を多く受けるようになりま

した。このように、従業員の声を制度改善へつ

なげ、安心して働ける環境を整えることが、当

社従業員の高い定着率を支え、それが会社の

持続的な成長にもつながると考えています。

高倉：法務知財部では、きめ細かなヒアリング
を通じてリスクを洗い出し、リスクを管理する

という「守り」の役割があります。例えば、契約

時の小さな見落としが将来大きなトラブルの

原因になることもあり得るため、無用なリスク

を負わないよう、契約時には細心の注意を

払っています。

　また法務知財部は「内部通報」の窓口でも

あります。従業員が安心して働ける環境を守る

ために、コンプライアンスの門番としての役割

が果たせるよう努めています。

　法令違反は会社の信頼失墜につながり、損

害賠償に発展してしまえば、経営にも大きなダ

メージを与えかねません。だからこそ、相手や

立場に関わらず、伝えるべきことを率直に伝え

ることを徹底しています。

根本：営業管理部の業務では、契約内容を正
確に受注データへ反映し、売上と請求を確実

に行うことで、営業担当とお客様の信頼関係

を決して損なわないように配慮しており、それ

が「守り」への貢献につながっていると思いま

す。一見地味な仕事ではありますが、営業担当

が安心して提案活動に専念し、お客様との信

頼を積み重ねるための、まさに土台を支える

仕事であると、誇りを感じながら取り組んでい

ました。こうした仕事の積み重ねが、事業の成

長に資すると信じています。

吉川：私も、管理本部の仕事は、直接お客様と
会う機会はなくても、お客様との信頼関係の

構築に貢献し、事業の成長を支えることにつ

ながる重要な仕事だと感じます。

　総務部では、設備管理に加え、産業廃棄物

管理や各種保険、BCP（事業継続計画）の見

直しなど、従業員の安全や事業継続を支える

業務を行っています。

　また、当社は社会インフラを支える事業を

展開していることもあり、災害時にどの事業を

優先するかを含め、緊急時の対応については、

全社で共通認識を持つことが重要です。平時

からのそうした備えがあるからこそ、非常時で

も事業への影響を最小限にとどめ、お客様の

事業継続もお支えすることができると考えて

います。
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吉川：もちろん、管理本部の仕事は、従業員か
ら問い合わせを受け、それに対応するだけでは

ありません。時には先回りして現場の困りごと

や不安を察知し、主体的に必要な情報や仕組

みを整備することも重要な役割だと思います。

　そしてさらに重要なのが、課題の本質を分

析し、解決策を導きだすことです。私が現在担

当している本社改装プロジェクトでは、130件

以上の要望が寄せられましたが、すべてをその

まま反映するのではなく、まずはデータに基づ

いた現状分析を徹底しました。出社率や会議

室の利用状況、将来の採用計画などの「議論

の前提条件（データ）」をプロジェクトメンバー

に共有することで、建設的な優先順位づけを

進めています。こうした分析をもとに適切な解

決策を導き出すことが、結果的に業務の合理

化・効率化をもたらすのだと痛感しています。

根本：先回りして困りごとを解決する姿勢は、
私も重要だと考えています。担当営業から依頼

がなくても営業管理部内で工夫を凝らして、業

務効率化に役立つサポートを常に心掛けてい

ました。例えばお客様からのご入金に関する

社内への報告について、担当者が本業である

営業活動に専念できるよう、営業管理部で把

握できる情報をもとにあらかじめ報告書を作

成していました。

高倉：先回りして、従業員の皆さんの時間や
手間の削減をする姿勢は、法務知財部でも同

じですね。契約書のチェックでは、事前に事業

部門と調整し、案件の目的や懸念点を整理す

ることで、検討すべきポイントを絞っています。

こうしたやり取りを重ねることで、営業担当者

のリーガルマインドの醸成にもつながると考

えています。

伊藤：私は常に、法改正に関する情報を先回
りして発信することを心掛けています。入社当

初、出産や育児に関する制度の説明資料が整

備されておらずに苦労した経験があったので、

それを自発的に作成しました。現在は出産や

育児に関する制度の申請があった際には、そ

の資料を全員に配布し、個別に説明する時間

を設けています。

根本：当社は2026年4月から、新しい受注計
上システムに移行したのですが、その際に、私

は営業の現場とIT推進部門との橋渡し役を

担いました。私が担当していた通信システム事

業部はイレギュラーな処理や案件数が最も多

く、他の事業部よりも早い段階から新システム

のテスト運用が始まりました。そのため、営業

担当者の困りごとや改善要望を積極的に聞き

取り、その結果をIT推進部門など関係部署に

対して迅速に共有し、少しでも早く改善できる

ように継続的に働きかけていましたね。

高倉：私は日頃からこまめに電話をかけるなど
営業の方々とのコミュニケーションを積極的

に取り、信頼関係を築くよう心掛けています。

小さな懸念や問題を事業部だけで抱えてしま

うことが最も危険なので、リスクが顕在化する

前に、どんな小さなことでも気軽に相談しても

らえるような雰囲気づくりに努めています。

　これまで皆さんの話を聞いていると、求めら

れたことに対応する「守り」だけでなく、一歩先

を考えて自ら働きかけることも、これからの管

理部門に求められる「攻め」の姿勢なのではな

いでしょうか。

高倉：法務知財部では「攻め」の1つとして、現
場が自ら適切に判断できる環境づくりにも取り

組んでいます。かねてより社内の法的な教育に

は課題を感じており、2026年5月には、九州事

業所で初めて法務に関する学習会を開催しま

した。反響は上々で、「全社的にも実施してほし

い」という声を多くいただき、あらためて法務に

関する学習ニーズの大きさを実感しました。

　法務の役割は、法令違反を防ぐことだけで

はありません。事業現場の方々がリスクを正し

吉川：管理部門というと、かつてはバックオフィ
ス（後方支援）の印象が強くありましたが、会

社や働き方が変化する中で、求められる役割

も広がってきていると思っています。今日は、そ

れぞれの業務を通じて、管理本部がどのように

会社や従業員を支えているのかを話していけ

ればと思います。まずは、それぞれの役割から

紹介していきましょう。

伊藤：人事部人事労務グループで、給与・社会
保険関連業務を担当しています。従業員から

の給与や社会保険に関する問い合わせ対応、

その他労務関連の手続きを担っています。人

事部では「従業員はお客様」という考えのもと、

日々の業務以外でなるべく手を煩わせること

のないよう、給与業務や社会保険手続きを正

確に進めることはもちろん、問い合わせには参

考となる情報も添え、丁寧に対応することを大

切にしています。

高倉：法務知財部で、契約書のチェックや法律
相談に加え、知財業務も担当しています。新た

に特許を取得する際は、事業部へのヒアリン

グを通じて技術や事業内容を整理し、ビジネ

スの視点も踏まえて、弁理士などの専門家と

現場の橋渡しを担当しています。

根本：私は今年4月に総務部へ異動しました。
それまでは営業管理部で、営業担当やSE、イ

ンフラ部門、経理など多くの部署と連携しなが

ら受注から売上計上、請求まで幅広い業務を

担当していました。営業管理部のメンバーには

それぞれ担当の事業部があり、主に通信シス

テム事業部の営業担当をサポートしていまし

た。業務では、営業担当者が仕事を進めやす

いように、なるべく先回りして準備や確認を行

うことを心掛けていました。

吉川：総務部で、備品管理などの庶務から、持
株会制度などの株式関連業務、オフィス改修

プロジェクトまで幅広く担当しています。現在

は本社リニューアルの事務局として各事業部

の要望を取りまとめ、プロジェクトを進めてい

ます。伊藤さんが言うように、私も「社内の人は

全員お客様」という意識を持つことを心掛けて

います。従業員が安心して働ける環境を整える

ため、幅広く情報を収集し、発信につなげるこ

とが総務の大切な役割であると考えています。

伊藤：確かに、社内には「何か困ったらまず総
務へ」という共通認識がありますね。実際、人

事部と総務部は連携する業務も多く、私も吉

川さんはじめ総務の皆さんによく相談してい

ます。

く理解し、必要な場面で適切な判断や相談が

できる環境を整えることも重要です。現場の法

務知識が高まることで、より適切かつスピー

ディーな判断ができるようになり、事業活動を

後押しすることにもつながると考えています。

伊藤：その学習会には、人事部もぜひ参加した
いですね。実は私たちも法改正や制度変更へ

の対応が求められることがよくあります。例え

ば、現在マイナ保険証の本格運用が始まり、切

り替えが進んでいますが、法改正によって手続

きが変更になることを自主的にリサーチし、早

めに従業員の方に分かりやすく伝えるようにし

ています。制度変更への不安を減らし、従業員

が安心して業務に向き合える状態を整えるこ

とも、人事として会社の挑戦を支える基盤づく

りだと考えています。

根本：通信システム事業部は請求書の発行件
数が最も多く、ミスが起こらないよう細心の注

意が必要です。そのため、システム移行期間中

であっても正確な請求業務を維持できるよう、

現場の声をIT推進部門へ届けることで改善に

つなげてきました。システムは導入すること自

体が目的ではなく、現場の営業担当者が安心

して使いこなせることが大切です。新しいシス

テムが定着すれば、営業活動のスピードや精

度が高まり、より多くのお客様への提案や事

業拡大にも貢献できると考えています。

吉川：私は経営層や社外の方とやり取りする

機会があるので、その際に現場の意見を確実

に伝えることはもちろん、現場の従業員が挑戦

しやすくなるために、フラットに意見を出しやす

い環境づくりを意識しています。今回のオフィ

ス改修では管理本部を仕切る壁を取り払って

他事業部と一体感を出し、総務がハブとなって

全社の成長を後押しできればと思っています。

根本：こうして皆さんの話を聞いていても、管
理本部には各部門をつなぎ、働きやすい環境

を整えていく役割があるのだとあらためて感じ

ます。私は営業管理部時代に、営業担当者は

もちろん、SEの管理にも携わっていたことから、

多くの現場の方々と関わる機会がありました。

そこで築いた関係性や、それぞれの部門の業

務への理解は、自分にとって大きな財産です。

今後はそうした知見やネットワークを生かし

ながら、管理本部と各部門をつなぐ役割を果

たしていきたいと思っています。

吉川：私は、自身の業務をさらに効率化し、創
出した時間でもっと従業員の要望に耳を傾け

付加価値のある仕事をしていきたいです。一方

で、管理本部の仕事は日頃どのような取り組

みをしているのか、なかなか見えにくい部分が

あると思います。例えば環境整備に関する取り

組みは、従業員が安心して働ける環境づくりの

ために重要な仕事でありながら、その意図や

成果まで十分に発信できていないと感じます。

今後は、何を目的にどのような取り組みを進め

ているのかを、意図や成果も含めて分かりやす

く伝えていきたいと思います。

高倉：今後は、事業部門と法務の垣根を越え
て、各事業部門に法務担当者を置くような体

制や、知識や制度に関する情報発信を強化す

ることで、会社全体の法的リテラシー向上なら

びに、現場である程度判断できるような体制

づくりに取り組んでいきたいです。そうした体

制が整えば、よりスピード感を持って事業を推

進できる環境へと変化し、生産性の向上にも

寄与すると思います。

伊藤：私は人事制度だけでなく、DX化や情

報・知識の一元化を進め、相談に来られた方

が情報を拾いやすくすることで、少しでも皆さ

んが働きやすい環境を提供したいと考えてい

ます。

吉川：各部門で役割は異なりますが、目指して
いるのは「従業員が安心して挑戦できる環境

をつくること」ですよね。私たちは、従業員一人

ひとりに寄り添い支えていくことで、現場の声

を制度・環境・仕組みに反映し、誰もが安心し

て力を発揮できる会社づくりに貢献していきた

いと考えています。これからも部署の垣根を越

えた連携を深めながら、「守り」と「攻め」の両

面で、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を支える基盤づくりに貢献していきましょう。
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吉川：そうですね。総務部は担当外の問い合わ
せも多いのですが、まずは話を聞いてから、管

理本部内の適切な部署へ橋渡しすることを心

掛けています。

根本：管理本部内は日常的に部署を超えて連
携していますよね。それぞれの専門性を生かし

ながら連携することで、従業員をよりスムーズ

に支えられているのだと思います。

高倉：皆さんの話を聞いていると、業務は違っ
ても、「従業員や会社が安心して活動できる環

境を支える」という点では共通していますよね。

管理部門は企業経営において「守り」の役割を

担っていますが、その「守り」は単にリスクの回

避やトラブルを防ぐことではありません。従業

員が安心して働き、会社が安定して成長してい

くための土台を支えることも、私たちの重要な

使命だと考えています。

伊藤：そのとおりですね。人事部の立場でも、
日常業務の中で感じた従業員の困りごとを人

事制度の改善につなげるため、同じ人事部内

の人財戦略グループにも共有するようにして

います。例えば産休・育休取得者の多くが、「自

分の業務を引き継ぐ同僚に負担をかけてしま

う」と不安を抱えている現実がありました。こう

した課題に対して、2025年10月に引き継ぎ

者へ手当を支給する「育児職場応援手当」が

新設されたことで、「以前より育休を取得しや

すくなった」という声を多く受けるようになりま

した。このように、従業員の声を制度改善へつ

なげ、安心して働ける環境を整えることが、当

社従業員の高い定着率を支え、それが会社の

持続的な成長にもつながると考えています。

高倉：法務知財部では、きめ細かなヒアリング
を通じてリスクを洗い出し、リスクを管理する

という「守り」の役割があります。例えば、契約

時の小さな見落としが将来大きなトラブルの

原因になることもあり得るため、無用なリスク

を負わないよう、契約時には細心の注意を

払っています。

　また法務知財部は「内部通報」の窓口でも

あります。従業員が安心して働ける環境を守る

ために、コンプライアンスの門番としての役割

が果たせるよう努めています。

　法令違反は会社の信頼失墜につながり、損

害賠償に発展してしまえば、経営にも大きなダ

メージを与えかねません。だからこそ、相手や

立場に関わらず、伝えるべきことを率直に伝え

ることを徹底しています。

根本：営業管理部の業務では、契約内容を正
確に受注データへ反映し、売上と請求を確実

に行うことで、営業担当とお客様の信頼関係

を決して損なわないように配慮しており、それ

が「守り」への貢献につながっていると思いま

す。一見地味な仕事ではありますが、営業担当

が安心して提案活動に専念し、お客様との信

頼を積み重ねるための、まさに土台を支える

仕事であると、誇りを感じながら取り組んでい

ました。こうした仕事の積み重ねが、事業の成

長に資すると信じています。

吉川：私も、管理本部の仕事は、直接お客様と
会う機会はなくても、お客様との信頼関係の

構築に貢献し、事業の成長を支えることにつ

ながる重要な仕事だと感じます。

　総務部では、設備管理に加え、産業廃棄物

管理や各種保険、BCP（事業継続計画）の見

直しなど、従業員の安全や事業継続を支える

業務を行っています。

　また、当社は社会インフラを支える事業を

展開していることもあり、災害時にどの事業を

優先するかを含め、緊急時の対応については、

全社で共通認識を持つことが重要です。平時

からのそうした備えがあるからこそ、非常時で

も事業への影響を最小限にとどめ、お客様の

事業継続もお支えすることができると考えて

います。

相手の一歩先を考え、
主体的に寄り添う姿勢を大切に

吉川：もちろん、管理本部の仕事は、従業員か
ら問い合わせを受け、それに対応するだけでは

ありません。時には先回りして現場の困りごと

や不安を察知し、主体的に必要な情報や仕組

みを整備することも重要な役割だと思います。

　そしてさらに重要なのが、課題の本質を分

析し、解決策を導きだすことです。私が現在担

当している本社改装プロジェクトでは、130件

以上の要望が寄せられましたが、すべてをその

まま反映するのではなく、まずはデータに基づ

いた現状分析を徹底しました。出社率や会議

室の利用状況、将来の採用計画などの「議論

の前提条件（データ）」をプロジェクトメンバー

に共有することで、建設的な優先順位づけを

進めています。こうした分析をもとに適切な解

決策を導き出すことが、結果的に業務の合理

化・効率化をもたらすのだと痛感しています。

根本：先回りして困りごとを解決する姿勢は、
私も重要だと考えています。担当営業から依頼

がなくても営業管理部内で工夫を凝らして、業

務効率化に役立つサポートを常に心掛けてい

ました。例えばお客様からのご入金に関する

社内への報告について、担当者が本業である

営業活動に専念できるよう、営業管理部で把

握できる情報をもとにあらかじめ報告書を作

成していました。

高倉：先回りして、従業員の皆さんの時間や
手間の削減をする姿勢は、法務知財部でも同

じですね。契約書のチェックでは、事前に事業

部門と調整し、案件の目的や懸念点を整理す

ることで、検討すべきポイントを絞っています。

こうしたやり取りを重ねることで、営業担当者

のリーガルマインドの醸成にもつながると考

えています。

伊藤：私は常に、法改正に関する情報を先回
りして発信することを心掛けています。入社当

初、出産や育児に関する制度の説明資料が整

備されておらずに苦労した経験があったので、

それを自発的に作成しました。現在は出産や

育児に関する制度の申請があった際には、そ

の資料を全員に配布し、個別に説明する時間

を設けています。

根本：当社は2026年4月から、新しい受注計
上システムに移行したのですが、その際に、私

は営業の現場とIT推進部門との橋渡し役を

担いました。私が担当していた通信システム事

業部はイレギュラーな処理や案件数が最も多

く、他の事業部よりも早い段階から新システム

のテスト運用が始まりました。そのため、営業

担当者の困りごとや改善要望を積極的に聞き

取り、その結果をIT推進部門など関係部署に

対して迅速に共有し、少しでも早く改善できる

ように継続的に働きかけていましたね。

高倉：私は日頃からこまめに電話をかけるなど
営業の方々とのコミュニケーションを積極的

に取り、信頼関係を築くよう心掛けています。

小さな懸念や問題を事業部だけで抱えてしま

うことが最も危険なので、リスクが顕在化する

前に、どんな小さなことでも気軽に相談しても

らえるような雰囲気づくりに努めています。

　これまで皆さんの話を聞いていると、求めら

れたことに対応する「守り」だけでなく、一歩先

を考えて自ら働きかけることも、これからの管

理部門に求められる「攻め」の姿勢なのではな

いでしょうか。

高倉：法務知財部では「攻め」の1つとして、現
場が自ら適切に判断できる環境づくりにも取り

組んでいます。かねてより社内の法的な教育に

は課題を感じており、2026年5月には、九州事

業所で初めて法務に関する学習会を開催しま

した。反響は上々で、「全社的にも実施してほし

い」という声を多くいただき、あらためて法務に

関する学習ニーズの大きさを実感しました。

　法務の役割は、法令違反を防ぐことだけで

はありません。事業現場の方々がリスクを正し
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吉川：管理部門というと、かつてはバックオフィ
ス（後方支援）の印象が強くありましたが、会

社や働き方が変化する中で、求められる役割

も広がってきていると思っています。今日は、そ

れぞれの業務を通じて、管理本部がどのように

会社や従業員を支えているのかを話していけ

ればと思います。まずは、それぞれの役割から

紹介していきましょう。

伊藤：人事部人事労務グループで、給与・社会
保険関連業務を担当しています。従業員から

の給与や社会保険に関する問い合わせ対応、

その他労務関連の手続きを担っています。人

事部では「従業員はお客様」という考えのもと、

日々の業務以外でなるべく手を煩わせること

のないよう、給与業務や社会保険手続きを正

確に進めることはもちろん、問い合わせには参

考となる情報も添え、丁寧に対応することを大

切にしています。

高倉：法務知財部で、契約書のチェックや法律
相談に加え、知財業務も担当しています。新た

に特許を取得する際は、事業部へのヒアリン

グを通じて技術や事業内容を整理し、ビジネ

スの視点も踏まえて、弁理士などの専門家と

現場の橋渡しを担当しています。

根本：私は今年4月に総務部へ異動しました。
それまでは営業管理部で、営業担当やSE、イ

ンフラ部門、経理など多くの部署と連携しなが

ら受注から売上計上、請求まで幅広い業務を

担当していました。営業管理部のメンバーには

それぞれ担当の事業部があり、主に通信シス

テム事業部の営業担当をサポートしていまし

た。業務では、営業担当者が仕事を進めやす

いように、なるべく先回りして準備や確認を行

うことを心掛けていました。

吉川：総務部で、備品管理などの庶務から、持
株会制度などの株式関連業務、オフィス改修

プロジェクトまで幅広く担当しています。現在

は本社リニューアルの事務局として各事業部

の要望を取りまとめ、プロジェクトを進めてい

ます。伊藤さんが言うように、私も「社内の人は

全員お客様」という意識を持つことを心掛けて

います。従業員が安心して働ける環境を整える

ため、幅広く情報を収集し、発信につなげるこ

とが総務の大切な役割であると考えています。

伊藤：確かに、社内には「何か困ったらまず総
務へ」という共通認識がありますね。実際、人

事部と総務部は連携する業務も多く、私も吉

川さんはじめ総務の皆さんによく相談してい

ます。

く理解し、必要な場面で適切な判断や相談が

できる環境を整えることも重要です。現場の法

務知識が高まることで、より適切かつスピー

ディーな判断ができるようになり、事業活動を

後押しすることにもつながると考えています。

伊藤：その学習会には、人事部もぜひ参加した
いですね。実は私たちも法改正や制度変更へ

の対応が求められることがよくあります。例え

ば、現在マイナ保険証の本格運用が始まり、切

り替えが進んでいますが、法改正によって手続

きが変更になることを自主的にリサーチし、早

めに従業員の方に分かりやすく伝えるようにし

ています。制度変更への不安を減らし、従業員

が安心して業務に向き合える状態を整えるこ

とも、人事として会社の挑戦を支える基盤づく

りだと考えています。

根本：通信システム事業部は請求書の発行件
数が最も多く、ミスが起こらないよう細心の注

意が必要です。そのため、システム移行期間中

であっても正確な請求業務を維持できるよう、

現場の声をIT推進部門へ届けることで改善に

つなげてきました。システムは導入すること自

体が目的ではなく、現場の営業担当者が安心

して使いこなせることが大切です。新しいシス

テムが定着すれば、営業活動のスピードや精

度が高まり、より多くのお客様への提案や事

業拡大にも貢献できると考えています。

吉川：私は経営層や社外の方とやり取りする

機会があるので、その際に現場の意見を確実

に伝えることはもちろん、現場の従業員が挑戦

しやすくなるために、フラットに意見を出しやす

い環境づくりを意識しています。今回のオフィ

ス改修では管理本部を仕切る壁を取り払って

他事業部と一体感を出し、総務がハブとなって

全社の成長を後押しできればと思っています。

根本：こうして皆さんの話を聞いていても、管
理本部には各部門をつなぎ、働きやすい環境

を整えていく役割があるのだとあらためて感じ

ます。私は営業管理部時代に、営業担当者は

もちろん、SEの管理にも携わっていたことから、

多くの現場の方々と関わる機会がありました。

そこで築いた関係性や、それぞれの部門の業

務への理解は、自分にとって大きな財産です。

今後はそうした知見やネットワークを生かし

ながら、管理本部と各部門をつなぐ役割を果

たしていきたいと思っています。

吉川：私は、自身の業務をさらに効率化し、創
出した時間でもっと従業員の要望に耳を傾け

付加価値のある仕事をしていきたいです。一方

で、管理本部の仕事は日頃どのような取り組

みをしているのか、なかなか見えにくい部分が

あると思います。例えば環境整備に関する取り

組みは、従業員が安心して働ける環境づくりの

ために重要な仕事でありながら、その意図や

成果まで十分に発信できていないと感じます。

今後は、何を目的にどのような取り組みを進め

ているのかを、意図や成果も含めて分かりやす

く伝えていきたいと思います。

高倉：今後は、事業部門と法務の垣根を越え
て、各事業部門に法務担当者を置くような体

制や、知識や制度に関する情報発信を強化す

ることで、会社全体の法的リテラシー向上なら

びに、現場である程度判断できるような体制

づくりに取り組んでいきたいです。そうした体

制が整えば、よりスピード感を持って事業を推

進できる環境へと変化し、生産性の向上にも

寄与すると思います。

伊藤：私は人事制度だけでなく、DX化や情

報・知識の一元化を進め、相談に来られた方

が情報を拾いやすくすることで、少しでも皆さ

んが働きやすい環境を提供したいと考えてい

ます。

吉川：各部門で役割は異なりますが、目指して
いるのは「従業員が安心して挑戦できる環境

をつくること」ですよね。私たちは、従業員一人

ひとりに寄り添い支えていくことで、現場の声

を制度・環境・仕組みに反映し、誰もが安心し

て力を発揮できる会社づくりに貢献していきた

いと考えています。これからも部署の垣根を越

えた連携を深めながら、「守り」と「攻め」の両

面で、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を支える基盤づくりに貢献していきましょう。

「守り」を固めることで、
「攻め」の挑戦と成長を後押しする
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吉川：そうですね。総務部は担当外の問い合わ
せも多いのですが、まずは話を聞いてから、管

理本部内の適切な部署へ橋渡しすることを心

掛けています。

根本：管理本部内は日常的に部署を超えて連
携していますよね。それぞれの専門性を生かし

ながら連携することで、従業員をよりスムーズ

に支えられているのだと思います。

高倉：皆さんの話を聞いていると、業務は違っ
ても、「従業員や会社が安心して活動できる環

境を支える」という点では共通していますよね。

管理部門は企業経営において「守り」の役割を

担っていますが、その「守り」は単にリスクの回

避やトラブルを防ぐことではありません。従業

員が安心して働き、会社が安定して成長してい

くための土台を支えることも、私たちの重要な

使命だと考えています。

伊藤：そのとおりですね。人事部の立場でも、
日常業務の中で感じた従業員の困りごとを人

事制度の改善につなげるため、同じ人事部内

の人財戦略グループにも共有するようにして

います。例えば産休・育休取得者の多くが、「自

分の業務を引き継ぐ同僚に負担をかけてしま

う」と不安を抱えている現実がありました。こう

した課題に対して、2025年10月に引き継ぎ

者へ手当を支給する「育児職場応援手当」が

新設されたことで、「以前より育休を取得しや

すくなった」という声を多く受けるようになりま

した。このように、従業員の声を制度改善へつ

なげ、安心して働ける環境を整えることが、当

社従業員の高い定着率を支え、それが会社の

持続的な成長にもつながると考えています。

高倉：法務知財部では、きめ細かなヒアリング
を通じてリスクを洗い出し、リスクを管理する

という「守り」の役割があります。例えば、契約

時の小さな見落としが将来大きなトラブルの

原因になることもあり得るため、無用なリスク

を負わないよう、契約時には細心の注意を

払っています。

また法務知財部は「内部通報」の窓口でも

あります。従業員が安心して働ける環境を守る

ために、コンプライアンスの門番としての役割

が果たせるよう努めています。

　法令違反は会社の信頼失墜につながり、損

害賠償に発展してしまえば、経営にも大きなダ

メージを与えかねません。だからこそ、相手や

立場に関わらず、伝えるべきことを率直に伝え

ることを徹底しています。

根本：営業管理部の業務では、契約内容を正
確に受注データへ反映し、売上と請求を確実

に行うことで、営業担当とお客様の信頼関係

を決して損なわないように配慮しており、それ

が「守り」への貢献につながっていると思いま

す。一見地味な仕事ではありますが、営業担当

が安心して提案活動に専念し、お客様との信

頼を積み重ねるための、まさに土台を支える

仕事であると、誇りを感じながら取り組んでい

ました。こうした仕事の積み重ねが、事業の成

長に資すると信じています。

吉川：私も、管理本部の仕事は、直接お客様と
会う機会はなくても、お客様との信頼関係の

構築に貢献し、事業の成長を支えることにつ

ながる重要な仕事だと感じます。

　総務部では、設備管理に加え、産業廃棄物

管理や各種保険、BCP（事業継続計画）の見

直しなど、従業員の安全や事業継続を支える

業務を行っています。

また、当社は社会インフラを支える事業を

展開していることもあり、災害時にどの事業を

優先するかを含め、緊急時の対応については、

全社で共通認識を持つことが重要です。平時

からのそうした備えがあるからこそ、非常時で

も事業への影響を最小限にとどめ、お客様の

事業継続もお支えすることができると考えて

います。
吉川：もちろん、管理本部の仕事は、従業員か
ら問い合わせを受け、それに対応するだけでは

ありません。時には先回りして現場の困りごと

や不安を察知し、主体的に必要な情報や仕組

みを整備することも重要な役割だと思います。

そしてさらに重要なのが、課題の本質を分

析し、解決策を導きだすことです。私が現在担

当している本社改装プロジェクトでは、130件

以上の要望が寄せられましたが、すべてをその

まま反映するのではなく、まずはデータに基づ

いた現状分析を徹底しました。出社率や会議

室の利用状況、将来の採用計画などの「議論

の前提条件（データ）」をプロジェクトメンバー

に共有することで、建設的な優先順位づけを

進めています。こうした分析をもとに適切な解

決策を導き出すことが、結果的に業務の合理

化・効率化をもたらすのだと痛感しています。

根本：先回りして困りごとを解決する姿勢は、
私も重要だと考えています。担当営業から依頼

がなくても営業管理部内で工夫を凝らして、業

務効率化に役立つサポートを常に心掛けてい

ました。例えばお客様からのご入金に関する

社内への報告について、担当者が本業である

営業活動に専念できるよう、営業管理部で把

握できる情報をもとにあらかじめ報告書を作

成していました。

高倉：先回りして、従業員の皆さんの時間や
手間の削減をする姿勢は、法務知財部でも同

じですね。契約書のチェックでは、事前に事業

部門と調整し、案件の目的や懸念点を整理す

ることで、検討すべきポイントを絞っています。

こうしたやり取りを重ねることで、営業担当者

のリーガルマインドの醸成にもつながると考

えています。

伊藤：私は常に、法改正に関する情報を先回
りして発信することを心掛けています。入社当

初、出産や育児に関する制度の説明資料が整

備されておらずに苦労した経験があったので、

それを自発的に作成しました。現在は出産や

育児に関する制度の申請があった際には、そ

の資料を全員に配布し、個別に説明する時間

を設けています。

根本：当社は2026年4月から、新しい受注計
上システムに移行したのですが、その際に、私

は営業の現場とIT推進部門との橋渡し役を

担いました。私が担当していた通信システム事

業部はイレギュラーな処理や案件数が最も多

く、他の事業部よりも早い段階から新システム

のテスト運用が始まりました。そのため、営業

担当者の困りごとや改善要望を積極的に聞き

取り、その結果をIT推進部門など関係部署に

対して迅速に共有し、少しでも早く改善できる

ように継続的に働きかけていましたね。

高倉：私は日頃からこまめに電話をかけるなど
営業の方々とのコミュニケーションを積極的

に取り、信頼関係を築くよう心掛けています。

小さな懸念や問題を事業部だけで抱えてしま

うことが最も危険なので、リスクが顕在化する

前に、どんな小さなことでも気軽に相談しても

らえるような雰囲気づくりに努めています。

これまで皆さんの話を聞いていると、求めら

れたことに対応する「守り」だけでなく、一歩先

を考えて自ら働きかけることも、これからの管

理部門に求められる「攻め」の姿勢なのではな

いでしょうか。

高倉：法務知財部では「攻め」の1つとして、現
場が自ら適切に判断できる環境づくりにも取り

組んでいます。かねてより社内の法的な教育に

は課題を感じており、2026年5月には、九州事

業所で初めて法務に関する学習会を開催しま

した。反響は上々で、「全社的にも実施してほし

い」という声を多くいただき、あらためて法務に

関する学習ニーズの大きさを実感しました。

　法務の役割は、法令違反を防ぐことだけで

はありません。事業現場の方々がリスクを正し

吉川：管理部門というと、かつてはバックオフィ
ス（後方支援）の印象が強くありましたが、会

社や働き方が変化する中で、求められる役割

も広がってきていると思っています。今日は、そ

れぞれの業務を通じて、管理本部がどのように

会社や従業員を支えているのかを話していけ

ればと思います。まずは、それぞれの役割から

紹介していきましょう。

伊藤：人事部人事労務グループで、給与・社会
保険関連業務を担当しています。従業員から

の給与や社会保険に関する問い合わせ対応、

その他労務関連の手続きを担っています。人

事部では「従業員はお客様」という考えのもと、

日々の業務以外でなるべく手を煩わせること

のないよう、給与業務や社会保険手続きを正

確に進めることはもちろん、問い合わせには参

考となる情報も添え、丁寧に対応することを大

切にしています。

高倉：法務知財部で、契約書のチェックや法律
相談に加え、知財業務も担当しています。新た

に特許を取得する際は、事業部へのヒアリン

グを通じて技術や事業内容を整理し、ビジネ

スの視点も踏まえて、弁理士などの専門家と

現場の橋渡しを担当しています。

根本：私は今年4月に総務部へ異動しました。
それまでは営業管理部で、営業担当やSE、イ

ンフラ部門、経理など多くの部署と連携しなが

ら受注から売上計上、請求まで幅広い業務を

担当していました。営業管理部のメンバーには

それぞれ担当の事業部があり、主に通信シス

テム事業部の営業担当をサポートしていまし

た。業務では、営業担当者が仕事を進めやす

いように、なるべく先回りして準備や確認を行

うことを心掛けていました。

吉川：総務部で、備品管理などの庶務から、持
株会制度などの株式関連業務、オフィス改修

プロジェクトまで幅広く担当しています。現在

は本社リニューアルの事務局として各事業部

の要望を取りまとめ、プロジェクトを進めてい

ます。伊藤さんが言うように、私も「社内の人は

全員お客様」という意識を持つことを心掛けて

います。従業員が安心して働ける環境を整える

ため、幅広く情報を収集し、発信につなげるこ

とが総務の大切な役割であると考えています。

伊藤：確かに、社内には「何か困ったらまず総
務へ」という共通認識がありますね。実際、人

事部と総務部は連携する業務も多く、私も吉

川さんはじめ総務の皆さんによく相談してい

ます。

く理解し、必要な場面で適切な判断や相談が

できる環境を整えることも重要です。現場の法

務知識が高まることで、より適切かつスピー

ディーな判断ができるようになり、事業活動を

後押しすることにもつながると考えています。

伊藤：その学習会には、人事部もぜひ参加した
いですね。実は私たちも法改正や制度変更へ

の対応が求められることがよくあります。例え

ば、現在マイナ保険証の本格運用が始まり、切

り替えが進んでいますが、法改正によって手続

きが変更になることを自主的にリサーチし、早

めに従業員の方に分かりやすく伝えるようにし

ています。制度変更への不安を減らし、従業員

が安心して業務に向き合える状態を整えるこ

とも、人事として会社の挑戦を支える基盤づく

りだと考えています。

根本：通信システム事業部は請求書の発行件
数が最も多く、ミスが起こらないよう細心の注

意が必要です。そのため、システム移行期間中

であっても正確な請求業務を維持できるよう、

現場の声をIT推進部門へ届けることで改善に

つなげてきました。システムは導入すること自

体が目的ではなく、現場の営業担当者が安心

して使いこなせることが大切です。新しいシス

テムが定着すれば、営業活動のスピードや精

度が高まり、より多くのお客様への提案や事

業拡大にも貢献できると考えています。

吉川：私は経営層や社外の方とやり取りする

機会があるので、その際に現場の意見を確実

に伝えることはもちろん、現場の従業員が挑戦

しやすくなるために、フラットに意見を出しやす

い環境づくりを意識しています。今回のオフィ

ス改修では管理本部を仕切る壁を取り払って

他事業部と一体感を出し、総務がハブとなって

全社の成長を後押しできればと思っています。

根本：こうして皆さんの話を聞いていても、管
理本部には各部門をつなぎ、働きやすい環境

を整えていく役割があるのだとあらためて感じ

ます。私は営業管理部時代に、営業担当者は

もちろん、SEの管理にも携わっていたことから、

多くの現場の方々と関わる機会がありました。

そこで築いた関係性や、それぞれの部門の業

務への理解は、自分にとって大きな財産です。

今後はそうした知見やネットワークを生かし

ながら、管理本部と各部門をつなぐ役割を果

たしていきたいと思っています。

吉川：私は、自身の業務をさらに効率化し、創
出した時間でもっと従業員の要望に耳を傾け

付加価値のある仕事をしていきたいです。一方

で、管理本部の仕事は日頃どのような取り組

みをしているのか、なかなか見えにくい部分が

あると思います。例えば環境整備に関する取り

組みは、従業員が安心して働ける環境づくりの

ために重要な仕事でありながら、その意図や

成果まで十分に発信できていないと感じます。

今後は、何を目的にどのような取り組みを進め

ているのかを、意図や成果も含めて分かりやす

く伝えていきたいと思います。

高倉：今後は、事業部門と法務の垣根を越え
て、各事業部門に法務担当者を置くような体

制や、知識や制度に関する情報発信を強化す

ることで、会社全体の法的リテラシー向上なら

びに、現場である程度判断できるような体制

づくりに取り組んでいきたいです。そうした体

制が整えば、よりスピード感を持って事業を推

進できる環境へと変化し、生産性の向上にも

寄与すると思います。

伊藤：私は人事制度だけでなく、DX化や情

報・知識の一元化を進め、相談に来られた方

が情報を拾いやすくすることで、少しでも皆さ

んが働きやすい環境を提供したいと考えてい

ます。

吉川：各部門で役割は異なりますが、目指して
いるのは「従業員が安心して挑戦できる環境

をつくること」ですよね。私たちは、従業員一人

ひとりに寄り添い支えていくことで、現場の声

を制度・環境・仕組みに反映し、誰もが安心し

て力を発揮できる会社づくりに貢献していきた

いと考えています。これからも部署の垣根を越

えた連携を深めながら、「守り」と「攻め」の両

面で、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を支える基盤づくりに貢献していきましょう。

現場と共に成長し、
より働きやすい会社づくりを目指す
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力を正当に評価していただくためのトラックレ

コードが不足していると感じています。しかし

今後、特に当社が現在進めている「Growth 

Capital構想」が実現していけば、さらに確度

の高い、あるいは、これまで以上に規模の大き

い成長投資のタイミングが、近い将来に訪れ

るものと考えています。

ただ、成長投資を通じて単に売上高の成長

を目指せば良いということはなく、投資に際し

ては、高いキャッシュ創出力という当社ならで

はの強みを活かしながらも、財務規律を厳格

に守ることを前提として、資本コストを上回る

圧倒的な成長を継続させていくことが必要で

す。足元では当社の財務健全性は良好で、財

務リスクに対しては十分な耐性がありますが、

昨今のようなインフレの進行、金利の上昇局

面が続けば、株主・投資家の皆さまが求める

期待収益率も必然的に上昇します。加えて、事

業部門においては、IT投資に関して顧客企業

のIT投資抑制などネガティブな状況が生じる

ことも懸念されます。どのような環境変化が生

じた場合でも、成長投資が確実に実行される

よう、財務面からしっかり支えていく考えです。

資本効率を考えれば、当然ながら、手元資

金を必要以上に保有し続けることは得策では

ありません。そのため、営業キャッシュフローを

上回る投資、および株主還元については、常に

資本効率の維持・向上を念頭に置き、適切な

選択肢を検討していく考えです。「FLY ON 

2026」で目指す15％のROE・ROICの水準を

株主・投資家の皆さまと約束していますが、そ

の成果については引き続き見守っていただき

たいと思っています。

当社の新たな資金運用という点では、既に

お示しした「Growth Capital構想」が成長戦

略の柱となります。この構想は、単に外部のリ

ソースを取り込み、事業規模を拡大することを

目指すものではなく、当社とパートナー企業と

の間のシナジーの追求と、それによる地域課

題の解決を視野に入れています。当社にとって

も、パートナー企業にとってもメリットが享受

できるビジネスが展開できること、そのビジネ

スが規律を持って進められることが重要なポ

イントです。

経営規模の拡大が見込まれる中で、その

時々の経営状況に応じた財務規律を確立し、

リスクとリターンをしっかりモニタリングしてい

くことが大切です。現時点では、当社の健全な

財務基盤に鑑み、当面は積極的な有利子負債

の活用を前提とした投資は予定していません

が、将来の事業機会や市場環境の動向を鑑

み、必要な選択肢を排除することなく、その

時々の状況に応じて機動的かつ柔軟に資金調

達を検討します。

私は当社に入社してまだ間もなく、事業活

動における直接の経験は浅いものの、証券会

社や小売企業、投資会社などでの勤務を通

じ、経営企画や財務戦略、そして投資家の皆さ

まとの誠意ある対話に長く携わってきました。

社外からの視点も持つ立場として当社を見

たとき、長年の現場経験を持つ佐藤会長・坂

田社長の力強いリーダーシップのもと、当社は

「人財」という大切なステークホルダーを尊重

していると感じます。そのことは、従業員向け譲

渡制限付株式報酬や持株会への手厚い奨励

金制度などの充実した人財投資にも表れてい

ます。一方、これらは単なる福利厚生にとどま

るものではなく、「社員も経営陣や投資家と同

じ目線に立ち、一丸となって成長を目指そう」

というメッセージであり、株主、取引先の皆さ

まといったさまざまなステークホルダーの尊重

にもつながっています。

こうした社内の確かな取り組みやメッセー

ジを広く社外へ正しく届けるためにも、投資家

の皆さまとの対話においては、公表する情報を

単なる「点」で終わらせず、それらを丁寧につな

いで「線」とし、立体的な「面」へと広げて提示

することを強く意識します。それにより、投資家

の皆さまが当社の将来像や成長性を明確に描

ける質の高いコミュニケーションを実現します。

飛躍的な成長に向けた取り組みは、既に始

まっています。ステークホルダーの皆さまにお

かれましては、私たちの挑戦や取り組み姿勢に

ぜひご関心を持っていただき、さまざまなご指

摘やアドバイスをいただきながら、一緒に歩ん

でいただけると幸いです。

2026年6月より経営本部長に就任し、経営

企画、IR・経理財務の双方を管掌しています。

一般的にはよく経営企画部門はアクセル、経

理部門はブレーキであると言われ、その意味

では、両者の業務には相反する側面がありま

す。その一方で、成長戦略に沿った財務KPIの

管理の状況について、株主・投資家の方々への

丁寧な説明が求められる時代にあって、この2

つの部門を管掌する立場を担うことには大き

な意味があります。その理由は、経営の方向性

や足元での進捗を、経営者はもとより、株主・

投資家の皆さまに伝えること、また、株主・投

資家の皆さまの声を正しく咀嚼し、経営陣に

伝えることの、双方向の機能をバランス良く果

たすことができるからです。

経営本部長としてのミッションは、まさに経

営と財務を俯瞰する立場から当社の価値創造

ストーリーとその進捗、課題と展望をより分か

りやすく社内外に伝えることにあると認識して

います。そのためにまずは、個々の財務KPIに

ついて、その数値が示す意味や背後にある因

果関係をつぶさに把握することがとても重要

です。ただそれ以上に、こうした数値について、

用意した価値創造ストーリーを踏まえて咀嚼

し、ストーリーの実現可能性を説得力を持って

語れるレベルまで深掘りしておく必要があると

考えています。言い換えれば、経営戦略をいか

に数値で分かりやすくストーリーとして見せて

いくかが、私自身に課せられていると自覚して

います。そのため、開示資料をもとに一貫性の

あるストーリーの説明ができること、個々の開

示資料についても、数値のトレースが可能であ

ることを絶えずセットにして整理することを心

掛けています。

当社はITサービス企業として長い歴史があ

り、伝統に裏打ちされた、しっかりした経営基

盤を有しています。特に、リカーリング収入とい

うストック収益の比率が非常に高いことに加

え、キャッシュ・コンバージョン・サイクルについ

ても高い水準を保持していることに大きな強

みがあります。こうした確かな経営基盤と強靭

な財務構造のもと、さらなる成長に向けた新し

い取り組みや、投資家の皆さまが期待されて

いるテーマに対して柔軟に取り組んでいます。

AIの進化を含め、ITサービスを取り巻く環境

の変化には目を見張るものがあります。次の成

長ステージに向かうためには、既存の6つの事

業を軸とした着実な成長と、CVC投資や

M&Aを駆使したインオーガニックな成長の双

方を進めていく必要があります。

今は、現状の経営管理や一つひとつの事業

活動を個々に検証したうえで、財務面の強みを

活かした事業活動支援により、価値創造ス

トーリーの実現に向けた精度を高めていく段

階にあると考えています。

当社はまさに、次の成長ステージへの移行

期という、とても大事な時期にあります。現在

は、中期経営計画「FLY ON 2026」そして

2033年構想「HIGH FIVE 2033」で掲げる

目標達成に向け、諸施策を推進しています。

「HIGH FIVE 2033」では売上高700億円、

営業利益126億円を目標としていますが、これ

を実現できれば高収益企業としての基盤を確

固たるものとし、株主の皆さまに安定かつ高水

準の配当を継続することが可能となります。

その準備段階にある現状では、将来の成長余

近い将来の飛躍的な成長ステージに向けて、
さまざまな選択肢を用意する
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経営本部長

武内 健治

経営本部長としてのミッション

財務面での強みを活かした成長支援
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成長投資の機会増加に備える
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力を正当に評価していただくためのトラックレ

コードが不足していると感じています。しかし

今後、特に当社が現在進めている「Growth 

Capital構想」が実現していけば、さらに確度

の高い、あるいは、これまで以上に規模の大き

い成長投資のタイミングが、近い将来に訪れ

るものと考えています。

ただ、成長投資を通じて単に売上高の成長

を目指せば良いということはなく、投資に際し

ては、高いキャッシュ創出力という当社ならで

はの強みを活かしながらも、財務規律を厳格

に守ることを前提として、資本コストを上回る

圧倒的な成長を継続させていくことが必要で

す。足元では当社の財務健全性は良好で、財

務リスクに対しては十分な耐性がありますが、

昨今のようなインフレの進行、金利の上昇局

面が続けば、株主・投資家の皆さまが求める

期待収益率も必然的に上昇します。加えて、事

業部門においては、IT投資に関して顧客企業

のIT投資抑制などネガティブな状況が生じる

ことも懸念されます。どのような環境変化が生

じた場合でも、成長投資が確実に実行される

よう、財務面からしっかり支えていく考えです。

資本効率を考えれば、当然ながら、手元資

金を必要以上に保有し続けることは得策では

ありません。そのため、営業キャッシュフローを

上回る投資、および株主還元については、常に

資本効率の維持・向上を念頭に置き、適切な

選択肢を検討していく考えです。「FLY ON 

2026」で目指す15％のROE・ROICの水準を

株主・投資家の皆さまと約束していますが、そ

の成果については引き続き見守っていただき

たいと思っています。

当社の新たな資金運用という点では、既に

お示しした「Growth Capital構想」が成長戦

略の柱となります。この構想は、単に外部のリ

ソースを取り込み、事業規模を拡大することを

目指すものではなく、当社とパートナー企業と

の間のシナジーの追求と、それによる地域課

題の解決を視野に入れています。当社にとって

も、パートナー企業にとってもメリットが享受

できるビジネスが展開できること、そのビジネ

スが規律を持って進められることが重要なポ

イントです。

経営規模の拡大が見込まれる中で、その

時々の経営状況に応じた財務規律を確立し、

リスクとリターンをしっかりモニタリングしてい

くことが大切です。現時点では、当社の健全な

財務基盤に鑑み、当面は積極的な有利子負債

の活用を前提とした投資は予定していません

が、将来の事業機会や市場環境の動向を鑑

み、必要な選択肢を排除することなく、その

時々の状況に応じて機動的かつ柔軟に資金調

達を検討します。

私は当社に入社してまだ間もなく、事業活

動における直接の経験は浅いものの、証券会

社や小売企業、投資会社などでの勤務を通

じ、経営企画や財務戦略、そして投資家の皆さ

まとの誠意ある対話に長く携わってきました。

社外からの視点も持つ立場として当社を見

たとき、長年の現場経験を持つ佐藤会長・坂

田社長の力強いリーダーシップのもと、当社は

「人財」という大切なステークホルダーを尊重

していると感じます。そのことは、従業員向け譲

渡制限付株式報酬や持株会への手厚い奨励

金制度などの充実した人財投資にも表れてい

ます。一方、これらは単なる福利厚生にとどま

るものではなく、「社員も経営陣や投資家と同

じ目線に立ち、一丸となって成長を目指そう」

というメッセージであり、株主、取引先の皆さ

まといったさまざまなステークホルダーの尊重

にもつながっています。

こうした社内の確かな取り組みやメッセー

ジを広く社外へ正しく届けるためにも、投資家

の皆さまとの対話においては、公表する情報を

単なる「点」で終わらせず、それらを丁寧につな

いで「線」とし、立体的な「面」へと広げて提示

することを強く意識します。それにより、投資家

の皆さまが当社の将来像や成長性を明確に描

ける質の高いコミュニケーションを実現します。

飛躍的な成長に向けた取り組みは、既に始

まっています。ステークホルダーの皆さまにお

かれましては、私たちの挑戦や取り組み姿勢に

ぜひご関心を持っていただき、さまざまなご指

摘やアドバイスをいただきながら、一緒に歩ん

でいただけると幸いです。

2026年6月より経営本部長に就任し、経営

企画、IR・経理財務の双方を管掌しています。

一般的にはよく経営企画部門はアクセル、経

理部門はブレーキであると言われ、その意味

では、両者の業務には相反する側面がありま

す。その一方で、成長戦略に沿った財務KPIの

管理の状況について、株主・投資家の方々への

丁寧な説明が求められる時代にあって、この2

つの部門を管掌する立場を担うことには大き

な意味があります。その理由は、経営の方向性

や足元での進捗を、経営者はもとより、株主・

投資家の皆さまに伝えること、また、株主・投

資家の皆さまの声を正しく咀嚼し、経営陣に

伝えることの、双方向の機能をバランス良く果

たすことができるからです。

経営本部長としてのミッションは、まさに経

営と財務を俯瞰する立場から当社の価値創造

ストーリーとその進捗、課題と展望をより分か

りやすく社内外に伝えることにあると認識して

います。そのためにまずは、個々の財務KPIに

ついて、その数値が示す意味や背後にある因

果関係をつぶさに把握することがとても重要

です。ただそれ以上に、こうした数値について、

用意した価値創造ストーリーを踏まえて咀嚼

し、ストーリーの実現可能性を説得力を持って

語れるレベルまで深掘りしておく必要があると

考えています。言い換えれば、経営戦略をいか

に数値で分かりやすくストーリーとして見せて

いくかが、私自身に課せられていると自覚して

います。そのため、開示資料をもとに一貫性の

あるストーリーの説明ができること、個々の開

示資料についても、数値のトレースが可能であ

ることを絶えずセットにして整理することを心

掛けています。

当社はITサービス企業として長い歴史があ

り、伝統に裏打ちされた、しっかりした経営基

盤を有しています。特に、リカーリング収入とい

うストック収益の比率が非常に高いことに加

え、キャッシュ・コンバージョン・サイクルについ

ても高い水準を保持していることに大きな強

みがあります。こうした確かな経営基盤と強靭

な財務構造のもと、さらなる成長に向けた新し

い取り組みや、投資家の皆さまが期待されて

いるテーマに対して柔軟に取り組んでいます。

AIの進化を含め、ITサービスを取り巻く環境

の変化には目を見張るものがあります。次の成

長ステージに向かうためには、既存の6つの事

業を軸とした着実な成長と、CVC投資や

M&Aを駆使したインオーガニックな成長の双

方を進めていく必要があります。

今は、現状の経営管理や一つひとつの事業

活動を個々に検証したうえで、財務面の強みを

活かした事業活動支援により、価値創造ス

トーリーの実現に向けた精度を高めていく段

階にあると考えています。

当社はまさに、次の成長ステージへの移行

期という、とても大事な時期にあります。現在

は、中期経営計画「FLY ON 2026」そして

2033年構想「HIGH FIVE 2033」で掲げる

目標達成に向け、諸施策を推進しています。

「HIGH FIVE 2033」では売上高700億円、

営業利益126億円を目標としていますが、これ

を実現できれば高収益企業としての基盤を確

固たるものとし、株主の皆さまに安定かつ高水

準の配当を継続することが可能となります。

その準備段階にある現状では、将来の成長余

「Growth Capital構想」の進捗に備え、
あらゆる選択肢を想定する

ステークホルダーの皆さまへ
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当社は、人財に関する各施策を経営戦略と

結び付けて推進している点が特徴です。人財

戦略は、「新たな人財を確保・育成するための

環境整備」と、「一人ひとりが持てる力を最大

限発揮できる環境整備」の2つを柱としていま

す。これらの取り組みがROIC向上につながる

ことを、従業員全員が意識しながら実践するこ

とで、人的資本施策の効果を最大化していき

ます。 

人件費の高騰や人財不足など、人事領域を

取り巻く環境は近年大きく変化しており、IT企

業の要となるエンジニアをはじめとする専門人

財の獲得競争も激化しています。アイティ

フォーでは新卒中心の採用を強化しており、

2026年度は73名が入社、2027年度も51名

の採用を計画しています。新人エンジニア研修

には平均1,000時間以上の学習時間を確保し、

従業員の就業時間の5％を自己研鑽に充てる

など、人財育成にも積極的に取り組んでいます。 

さらに、内定の段階から個々に寄り添った

フォローアップを重視していることから、3年以

内の離職率は2023年度と2024年度は連続

でゼロ、2025年度も約5％にとどまるといった

高い定着率を維持しています。 

また、人口減少に伴って労働人口が減少す

る中で、中間層の補強を喫緊の課題と捉え、ア

ルムナイ（退職者）を含めた経験豊かな即戦力

人財も積極的に採用しています。エンジニア領

域では2024年度から2026年度の3年間で

45名の採用を計画しており、2024年度は13

名、2025年度には16名と、プロフェッショナ

ル人財を計画に沿って順調に採用することが

できています。

人財不足が続く中、単に採用人数を増やせ

ばよいというわけではありません。私が重要だ

と考えているのは、経営戦略を実現するために

「どのような人財が、どのくらい必要なのか」を

明確にし、現状とのギャップを埋めていくことで

す。人事部として最大の役割は、その設計図と

なる人財ポートフォリオを描き、必要な人財を

計画的に育成・配置していくことにあります。若

手だけでなく、中間層やシニア層も含めた最適

な人財構成を実現することで、事業成長を支え

ていきたいと考えています。 

2027年に始まる第5次中計に向けて、現中

計「FLY ON 2026」の期中に経営戦略と連動

した人財ポートフォリオの整備を進めています。

人財ポートフォリオを構築する最大の意義は、

人的資本への投資対効果を最大化し、当社の

「稼ぐ力」を根底から強くすることにあります。

社内の人財データと事業計画のギャップが明

らかになることで、「今、どの事業領域に優先し

て人財を投資すべきか」が明確になり、それが

適切な経営判断につながります。成長領域へ

戦略的かつ大胆にリソースを集中投下できる

体制を整えることが、持続的な利益創出と

ROIC向上を牽引する基盤の強化につながり

ます。 

私は、人財をコストではなく企業の財産であ

ると考えています。また、人的資本経営の目的

は、単に制度を整備することではありません。

一人ひとりが持つ力を最大限に発揮し、自ら成

長しながら価値創造につなげることが人的資

本経営の目指すところであり、そのための環境

や仕組みを整えることが人事の役割であると

認識しています。

こうした考えのもと、従業員一人ひとりの「成

長・役割発揮・挑戦」が継続的に生まれる仕組

みへの変革を目的に、人事制度改定を実施し

ました。2026年7月1日には「シン・人事制度」

を導入し、報酬制度および評価制度の刷新に

加え、役割を軸とした「役割等級制度」を採用

しています。フレキシブルな組織運営を可能に

し、メリハリのある配置・処遇を通じて人財活

用の高度化を図ります。

管理本部 人事部 部長

江尻 昌道

人事部長メッセージ

人財戦略高度化と
組織変革で
経営戦略実現を
支える

次代の競争力を支える
人財戦略の強化

経営戦略と直結する
人財ポートフォリオ構築

私が人事部長に就任してからの2年間は、中

計の実現に向けた人的資本戦略として、採用強

化や育成体系の構築、従業員向け株式報酬制

度の導入、定年延長、副業の解禁、人事制度の

リファインなど、さまざまな取り組みを進めてき

ました。しかし、本当に実現したかったのは施策

を増やすことではありません。採用、育成、配置、

評価、処遇が有機的につながり、従業員それぞ

れの能力を継続的に引き出す「人事サイクル」を

機能させることです。必要な人財が育ち、適所適

材の配置が進み、その結果として組織全体の力

が高まる。そうした好循環をつくることが、長期

ビジョン「HIGH FIVE 2033」における基本方針

「人財へのエンパワーメント」につながると考え

ています。  

特に「評価」のパートは、経営戦略を実現する

エンジンであり、施策をROIC向上に結び付ける

ための重要な実行基盤だと考えています。評価

制度の役割は単に成果を査定することではなく、

経営目標を一人ひとりのMBO（目標管理制度）※

に落とし込み、従業員の行動や挑戦を後押しす

ることにあります。個人の成長課題を明確化して

育成につなげるとともに、創出した成果を適切

な処遇へと反映することで、組織能力の向上と

持続的な企業価値の向上を実現したい考えです。

この評価や育成を正しく機能させる土台とし

て、新制度では等級ごとに行動基準やコンピテ

ンシー（成果につながる行動特性）を明文化しま

した。さらに、全従業員を対象とした研修体系へ

の転換に向け、タレントマネジメントシステムの導

入を進めており、今後は外部研修との連携も含

めた組織全体の底上げを図っていく計画です。

昔とは違い、今は会社が従業員のキャリアを

決める時代ではありません。従業員一人ひとり

が自らの将来像を描き、その実現に向けて主体

的に学び、挑戦していく、そのための選択肢や成

長機会を整えることこそが会社の役割であると

言えます。そのため、キャリアモデルの提示やリ

スキリングの拡充、公募制度などを通じて、自律

的なキャリア形成を支援していきます。こうした

仕組みは次世代リーダー育成やサクセッション

プランの基盤にもなると考えます。

一人ひとりが能力を発揮できる環境整備の

実現に向けて、ダイバーシティ＆インクルージョ

ンを推進しています。その根底にあるのは「人間

尊重」です。多様性とは、単に違いを比較するこ

とではなく、それぞれが持つ個性や強みと捉え、

尊重していくものだと思います。それゆえ、年齢

や性別、働き方の違いに関わらず、誰もが公平

に活躍の機会を得て自身の能力を最大限に発

揮できる組織を実現し、持続的な成長につなげ

たいと考えています。

また、役割等級制度の導入により、シニア人

財の処遇を他の従業員と同じ役割・評価基準に

基づく仕組みへと見直しました。女性活躍推進

についても、ライフイベントを経ても活躍し続け

られるようキャリア育成支援を実施しています。

2027年4月には人権ポリシーを制定し、人間

尊重の考え方を企業風土としてさらに定着させ

ていく予定です。 

労働環境の改善に向けて、当社では時間管理

の見直しを重要課題として位置付けています。

具体的には、業務プロセスの効率化を通じて時

間外労働の削減を推進し、従業員一人ひとりが

高いパフォーマンスと健全なワークライフバラン

スを両立できる環境づくりに取り組んでいます。 

また、各拠点のオフィス刷新を進めています。

2025年度に西日本事業所が新オフィスへ移転

して以来、出社率が大幅に向上し、従業員のエ

ンゲージメント向上にもつながりました。2026

年8月には本社オフィスについてもリニューアル

工事を開始しました。今後も職場環境の整備な

どにより、従業員同士が自然に交流し、偶発的

なコミュニケーションから新たな発想や価値創

造が生まれる環境づくりを目指します。 

「企業は人なり」という言葉どおり、従業員一

人ひとりが活き活きと活動し、能力を最大限に

発揮できる土台を築き、組織全体の力を底上げ

していくことが重要だと考えています。そのため

にも、新制度を社内に浸透させ、適切に運用し

ていくことが、当社の持続的な成長を支える原

動力になります。従業員一人ひとりが当社で働

くことに誇りを持ち、未来に夢を描ける―そん

な組織づくりを通じて、社会に新たな価値を提

供し、企業価値のさらなる向上に尽力してまい

ります。今後とも、アイティフォーのさらなる飛躍

にご期待ください。
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当社は、人財に関する各施策を経営戦略と

結び付けて推進している点が特徴です。人財

戦略は、「新たな人財を確保・育成するための

環境整備」と、「一人ひとりが持てる力を最大

限発揮できる環境整備」の2つを柱としていま

す。これらの取り組みがROIC向上につながる

ことを、従業員全員が意識しながら実践するこ

とで、人的資本施策の効果を最大化していき

ます。 

人件費の高騰や人財不足など、人事領域を

取り巻く環境は近年大きく変化しており、IT企

業の要となるエンジニアをはじめとする専門人

財の獲得競争も激化しています。アイティ

フォーでは新卒中心の採用を強化しており、

2026年度は73名が入社、2027年度も51名

の採用を計画しています。新人エンジニア研修

には平均1,000時間以上の学習時間を確保し、

従業員の就業時間の5％を自己研鑽に充てる

など、人財育成にも積極的に取り組んでいます。 

さらに、内定の段階から個々に寄り添った

フォローアップを重視していることから、3年以

内の離職率は2023年度と2024年度は連続

でゼロ、2025年度も約5％にとどまるといった

高い定着率を維持しています。 

また、人口減少に伴って労働人口が減少す

る中で、中間層の補強を喫緊の課題と捉え、ア

ルムナイ（退職者）を含めた経験豊かな即戦力

人財も積極的に採用しています。エンジニア領

域では2024年度から2026年度の3年間で

45名の採用を計画しており、2024年度は13

名、2025年度には16名と、プロフェッショナ

ル人財を計画に沿って順調に採用することが

できています。

人財不足が続く中、単に採用人数を増やせ

ばよいというわけではありません。私が重要だ

と考えているのは、経営戦略を実現するために

「どのような人財が、どのくらい必要なのか」を

明確にし、現状とのギャップを埋めていくことで

す。人事部として最大の役割は、その設計図と

なる人財ポートフォリオを描き、必要な人財を

計画的に育成・配置していくことにあります。若

手だけでなく、中間層やシニア層も含めた最適

な人財構成を実現することで、事業成長を支え

ていきたいと考えています。 

2027年に始まる第5次中計に向けて、現中

計「FLY ON 2026」の期中に経営戦略と連動

した人財ポートフォリオの整備を進めています。

人財ポートフォリオを構築する最大の意義は、

人的資本への投資対効果を最大化し、当社の

「稼ぐ力」を根底から強くすることにあります。

社内の人財データと事業計画のギャップが明

らかになることで、「今、どの事業領域に優先し

て人財を投資すべきか」が明確になり、それが

適切な経営判断につながります。成長領域へ

戦略的かつ大胆にリソースを集中投下できる

体制を整えることが、持続的な利益創出と

ROIC向上を牽引する基盤の強化につながり

ます。 

私は、人財をコストではなく企業の財産であ

ると考えています。また、人的資本経営の目的

は、単に制度を整備することではありません。

一人ひとりが持つ力を最大限に発揮し、自ら成

長しながら価値創造につなげることが人的資

本経営の目指すところであり、そのための環境

や仕組みを整えることが人事の役割であると

認識しています。

こうした考えのもと、従業員一人ひとりの「成

長・役割発揮・挑戦」が継続的に生まれる仕組

みへの変革を目的に、人事制度改定を実施し

ました。2026年7月1日には「シン・人事制度」

を導入し、報酬制度および評価制度の刷新に

加え、役割を軸とした「役割等級制度」を採用

しています。フレキシブルな組織運営を可能に

し、メリハリのある配置・処遇を通じて人財活

用の高度化を図ります。

私が人事部長に就任してからの2年間は、中

計の実現に向けた人的資本戦略として、採用強

化や育成体系の構築、従業員向け株式報酬制

度の導入、定年延長、副業の解禁、人事制度の

リファインなど、さまざまな取り組みを進めてき

ました。しかし、本当に実現したかったのは施策

を増やすことではありません。採用、育成、配置、

評価、処遇が有機的につながり、従業員それぞ

れの能力を継続的に引き出す「人事サイクル」を

機能させることです。必要な人財が育ち、適所適

材の配置が進み、その結果として組織全体の力

が高まる。そうした好循環をつくることが、長期

ビジョン「HIGH FIVE 2033」における基本方針

「人財へのエンパワーメント」につながると考え

ています。  

特に「評価」のパートは、経営戦略を実現する

エンジンであり、施策をROIC向上に結び付ける

ための重要な実行基盤だと考えています。評価

制度の役割は単に成果を査定することではなく、

経営目標を一人ひとりのMBO（目標管理制度）※

に落とし込み、従業員の行動や挑戦を後押しす

ることにあります。個人の成長課題を明確化して

育成につなげるとともに、創出した成果を適切

な処遇へと反映することで、組織能力の向上と

持続的な企業価値の向上を実現したい考えです。

この評価や育成を正しく機能させる土台とし

て、新制度では等級ごとに行動基準やコンピテ

ンシー（成果につながる行動特性）を明文化しま

した。さらに、全従業員を対象とした研修体系へ

の転換に向け、タレントマネジメントシステムの導

入を進めており、今後は外部研修との連携も含

めた組織全体の底上げを図っていく計画です。

昔とは違い、今は会社が従業員のキャリアを

決める時代ではありません。従業員一人ひとり

が自らの将来像を描き、その実現に向けて主体

的に学び、挑戦していく、そのための選択肢や成

長機会を整えることこそが会社の役割であると

言えます。そのため、キャリアモデルの提示やリ

スキリングの拡充、公募制度などを通じて、自律

的なキャリア形成を支援していきます。こうした

仕組みは次世代リーダー育成やサクセッション

プランの基盤にもなると考えます。

一人ひとりが能力を発揮できる環境整備の

実現に向けて、ダイバーシティ＆インクルージョ

ンを推進しています。その根底にあるのは「人間

尊重」です。多様性とは、単に違いを比較するこ

とではなく、それぞれが持つ個性や強みと捉え、

尊重していくものだと思います。それゆえ、年齢

や性別、働き方の違いに関わらず、誰もが公平

に活躍の機会を得て自身の能力を最大限に発

揮できる組織を実現し、持続的な成長につなげ

たいと考えています。

また、役割等級制度の導入により、シニア人

財の処遇を他の従業員と同じ役割・評価基準に

基づく仕組みへと見直しました。女性活躍推進

についても、ライフイベントを経ても活躍し続け

られるようキャリア育成支援を実施しています。

2027年4月には人権ポリシーを制定し、人間

尊重の考え方を企業風土としてさらに定着させ

ていく予定です。 

労働環境の改善に向けて、当社では時間管理

の見直しを重要課題として位置付けています。

具体的には、業務プロセスの効率化を通じて時

間外労働の削減を推進し、従業員一人ひとりが

高いパフォーマンスと健全なワークライフバラン

スを両立できる環境づくりに取り組んでいます。 

また、各拠点のオフィス刷新を進めています。

2025年度に西日本事業所が新オフィスへ移転

して以来、出社率が大幅に向上し、従業員のエ

ンゲージメント向上にもつながりました。2026

多様性を価値に変え、
全員が活躍できる組織へ

持続可能な成長を支える
組織基盤づくり

年8月には本社オフィスについてもリニューアル

工事を開始しました。今後も職場環境の整備な

どにより、従業員同士が自然に交流し、偶発的

なコミュニケーションから新たな発想や価値創

造が生まれる環境づくりを目指します。 

「企業は人なり」という言葉どおり、従業員一

人ひとりが活き活きと活動し、能力を最大限に

発揮できる土台を築き、組織全体の力を底上げ

していくことが重要だと考えています。そのため

にも、新制度を社内に浸透させ、適切に運用し

ていくことが、当社の持続的な成長を支える原

動力になります。従業員一人ひとりが当社で働

くことに誇りを持ち、未来に夢を描ける―そん

な組織づくりを通じて、社会に新たな価値を提

供し、企業価値のさらなる向上に尽力してまい

ります。今後とも、アイティフォーのさらなる飛躍

にご期待ください。

 

※ MBO：Management by Objectives（目標管理制度）
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≪基本的な考え方≫
多様な価値観・バックグラウンドが尊重され、

一人ひとりが能力を最大限発揮できるよう、人

財の活躍推進と育成に取り組むとともに、働き

がいのある未来志向の職場環境を創造します。

アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人々

の感動と笑顔を生み出す」という経営理念を

実現するために、その原動力となる従業員一人

ひとりに寄り添うことで、みんなが活き活きと

働き、持てる能力を最大限発揮できる環境づく

りを目指しています。

≪人財戦略≫
アイティフォーの人的資本経営は、人財の確

保や育成に関連する取り組みの一つひとつが、

最終的には経営の目指す目標につながってい

くイメージを見える化し、各施策に関係する従

業員全員が最終ゴールを意識した活動をする

ことで、施策の実施効果を最大限に上げていく

ことを狙いとしています。

各施策はKPIの設定とモニタリングにより定

点観測を行います。KPIについても、企業間比

較が可能な指標にアイティフォーの独自指標

も加え、また、目標を達成するためのマイルス

トーンとしてのKPIと、当社として常に維持すべ

き絶対水準を示したモニタリング指標としての

KPIとに分けて管理することにより、目指すべき

目標の明確化を図っています。

≪主な取り組み≫
女性活躍推進
当社は、新卒採用の女性比率30％以上を目

標とし、「カムバック・アルムナイ制度」、時短勤

務、テレワークなど、結婚・出産等のライフス

テージに応じて活躍できる環境を整備してい

ます。また、柔軟な働き方やキャリア形成支援

を通じ、女性が能力を発揮し続ける職場づくり

を進めています。2025年度の女性管理職比率

は10.0％となり、目標の9.0％を達成しました。

今後も採用・育成・登用の各段階で女性活躍

を推進します。

労働環境の改善
近年、物価上昇やライフスタイルの多様化、

人的資本経営への関心の高まりを踏まえ、当

社は「人への投資」を経営の柱と位置づけ、賃

金制度や処遇の改善を進めています。2026年

度は4年連続のベースアップを実施し、一部雇

用区分を除き月額1万3千円を増額し、定期昇

給と合わせた平均賃上げ率は5.2％となりまし

た。同年7月に、成果や挑戦を適切に反映する

新賃金制度を導入するとともに、諸手当を見

直し、役割や貢献に一層報いる処遇体系へ刷

新しました。

ワークライフバランス実現に向けては、有給

休暇取得と残業時間削減に全社で取り組んで

います。有給休暇取得率は、「アニバーサリー

休暇」「＋1休暇」の奨励金や取得推奨日の設

定により80％以上を維持していますが、横ばい

です。2025年度の月平均残業時間は、大規模

案件のリリースが重なり、17.6時間となりまし

た。労働時間ガイドラインの改定、管理職・従

業員への研修、勤怠システム機能の活用により、

適正な労働時間管理は進展しています。両指

標は目標との乖離が残り、進捗の遅れを課題

と認識しています。今後は、改善が進まない部

署への支援、管理職の評価指標への組み込み、

業務効率化投資を進め、目標達成を加速しま

す。

男性の育児休業取得率については、2024

年度から2年連続で100％を維持しています。

2025年度には、育休取得者への「パパママ子

育て応援金」に加え、業務を直接引き継ぐ従業

員への「育児職場応援手当」を新設し、取得し

やすい職場づくりを進めました。これらの実績

と取り組みが評価され、「TOKYOパパ育業促

進企業」のブロンズ認証を取得しました。

従業員の心身および社会的健康の向上
当社は、従業員が心身ともに健康で活き活

きと働くことが、組織の活性化や持続的成長、

企業価値向上につながると考え、健康経営を

推進しています。2025年度の健康診断受診率

は2年連続で目標を達成し、ストレステスト受

検率は目標未達ながら、前年比2.3ポイント増

の98.3％となりました。二次検診や特定保健

指導、従業員サーベイと連動した職場環境改

善のPDCAに加え、「睡眠の日」に合わせた専

門家による睡眠セミナーや睡眠計測ツールの

導入支援も実施しています。今後は「健康経営

優良法人」の認定も視野に、ウェルビーイング

向上を図ります。また、2025年9月の西日本事

業所移転では、集中と交流を両立する「柔軟で

自由」なレイアウトを導入しました。2026年8

月からは本社ビルの内装工事を進め、働きやす

く新たな発想を生む職場環境を整備します。

離職率改善
当社の離職率は、前年比2.1ポイント増の

5.5％となりました。目標は達成したものの、働

き方やキャリア観の変化を背景に増加しており、

改善を課題と認識しています。今後は、エン

ゲージメントサーベイによる職場課題の把握と

人事フォロー、1on1の質向上によるキャリア

意向把握、適所適材の配置やローテーション

を推進します。採用難が続くIT業界の環境も踏

まえ、施策のPDCAを着実に回し、定着率向上

を図ります。

社内人財の教育・育成
当社は、経営理念・パーパスの具現化に向け、

HRバリューを主体的に実践する人財を育成

するため、自己研鑽を基盤に意欲・能力に応じ

た成長機会を提供しています。2026年度は新

卒73名が入社し、2027年度は51名を採用予

定です。新人エンジニアに約7カ月、平均1,000

時間以上の研修を実施するほか、資格奨励金

などでリスキリングを支援しています。また、「自

ら学び続ける文化」を醸成し、高い業務遂行力

を備えた人財育成に向け、「納期遅延の極小

化」と「見積精度の精緻化」をKPIとしてモニ

ターしています。2025年度のプロジェクト納

期遅延率は前年比0.05ポイント増ながら低水

準を維持しました。見積精度は見積時期のず

れなどで1.6ポイント減の60.9％となり、原因
分析・対策を徹底します。PMP取得者割合は

23.1％（目標20％）、情報処理技術者試験の

資格取得者割合は前年比3.2ポイント増の

81.9％（目標80％）を達成しました。

ダイバーシティ＆インクルージョンの強化
当社は、ITによるイノベーション創出には、多

様な人財が価値観やライフステージに応じて

働き、互いに刺激し合える環境が不可欠と考

え、経験者採用、女性・シニア人財の活躍、男

性の育児休業取得を推進しています。シニア人

財については、労働市場の縮小や事業強化を

見据え、定年延長と新人事制度による処遇改

善を行い、経験と専門性を発揮できる環境を

整備しています。今後は定年後の就労環境整

備にも取り組み、持続可能な雇用体系の構築

を進めます。また、多様な価値観の尊重、自律

性向上、新たな価値創造を目的に、TPOに応じ

て仕事に適した服装を選べる「セルフビズ」を

導入しました。導入後アンケートでは、半数以

上が仕事への取り組みに前向きな変化があっ

たと回答しています。さらに、インクルージョン

と一体感の醸成に向け、阿蘇の地下水涵養を

目的とした棚田で従業員が田植え・稲刈りを体

験し、収穫米は従業員に配布するほか、こども

食堂へ寄付しました。西日本事業所では、従業

員・内定者とその家族を招くファミリーデーを

開催しました。今後もこうした活動を通じ、多

様性を生かした価値創造とウェルビーイング

向上を目指します。

人財の育成および
社内環境整備に関する方針

新たな人財を
確保し、

育成していく
環境の整備

従業員
一人ひとりの力を
十分に発揮できる
環境の整備

社内人財の教育・育成

経験者採用の積極化

女性活躍推進

シニア人財の活躍

労働環境の改善

従業員の心身の健康向上

ダイバーシティ／
インクルージョンの強化

離職率改善

指標の
要素分解 

改善
ドライバー

改善施策 左記の施策に紐づく人財戦略

従業員一人ひとりが各施策の方向性（ROICの向上）を意識して取り組む

マーケティングの強化
新規事業・商品の展開
リカーリングの
維持・向上

社員の価値創造力の
向上

経費削減

売上
総利益率

売上高
販管費率

流動資産
回転率

固定資産
回転率

売上高
営業
利益率

投下資本
回転率

ROIC

2026-0831版

ＫＰＩ項目・目標
（実績・目標は年度ベース）

女性従業員割合（％）

女性管理職比率（％）

採用した労働者に占める
女性労働者の割合（％）

実績（カッコ内は目標）
備考

目標
2026年度2023年度 2024年度 2025年度

20.2（25.0） 25.019.3（25.0）22.0（25.0） [比較可能]
[マイルストーン]

[比較可能]
[マイルストーン]

[比較可能]
[マイルストーン]

10.010.0（9.0）8.4（9.0）6.7（9.0）

35.031.7（35.0）28.1（35.0）29.8（35.0）

＜指標および目標＞
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≪基本的な考え方≫
多様な価値観・バックグラウンドが尊重され、

一人ひとりが能力を最大限発揮できるよう、人

財の活躍推進と育成に取り組むとともに、働き

がいのある未来志向の職場環境を創造します。

アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人々

の感動と笑顔を生み出す」という経営理念を

実現するために、その原動力となる従業員一人

ひとりに寄り添うことで、みんなが活き活きと

働き、持てる能力を最大限発揮できる環境づく

りを目指しています。

≪人財戦略≫
アイティフォーの人的資本経営は、人財の確

保や育成に関連する取り組みの一つひとつが、

最終的には経営の目指す目標につながってい

くイメージを見える化し、各施策に関係する従

業員全員が最終ゴールを意識した活動をする

ことで、施策の実施効果を最大限に上げていく

ことを狙いとしています。

各施策はKPIの設定とモニタリングにより定

点観測を行います。KPIについても、企業間比

較が可能な指標にアイティフォーの独自指標

も加え、また、目標を達成するためのマイルス

トーンとしてのKPIと、当社として常に維持すべ

き絶対水準を示したモニタリング指標としての

KPIとに分けて管理することにより、目指すべき

目標の明確化を図っています。

≪主な取り組み≫
女性活躍推進
当社は、新卒採用の女性比率30％以上を目

標とし、「カムバック・アルムナイ制度」、時短勤

務、テレワークなど、結婚・出産等のライフス

テージに応じて活躍できる環境を整備してい

ます。また、柔軟な働き方やキャリア形成支援

を通じ、女性が能力を発揮し続ける職場づくり

を進めています。2025年度の女性管理職比率

は10.0％となり、目標の9.0％を達成しました。

今後も採用・育成・登用の各段階で女性活躍

を推進します。

労働環境の改善
近年、物価上昇やライフスタイルの多様化、

人的資本経営への関心の高まりを踏まえ、当

社は「人への投資」を経営の柱と位置づけ、賃

金制度や処遇の改善を進めています。2026年

度は4年連続のベースアップを実施し、一部雇

用区分を除き月額1万3千円を増額し、定期昇

給と合わせた平均賃上げ率は5.2％となりまし

た。同年7月に、成果や挑戦を適切に反映する

新賃金制度を導入するとともに、諸手当を見

直し、役割や貢献に一層報いる処遇体系へ刷

新しました。

ワークライフバランス実現に向けては、有給

休暇取得と残業時間削減に全社で取り組んで

います。有給休暇取得率は、「アニバーサリー

休暇」「＋1休暇」の奨励金や取得推奨日の設

定により80％以上を維持していますが、横ばい

です。2025年度の月平均残業時間は、大規模

案件のリリースが重なり、17.6時間となりまし

た。労働時間ガイドラインの改定、管理職・従

業員への研修、勤怠システム機能の活用により、

適正な労働時間管理は進展しています。両指

標は目標との乖離が残り、進捗の遅れを課題

と認識しています。今後は、改善が進まない部

署への支援、管理職の評価指標への組み込み、

業務効率化投資を進め、目標達成を加速しま

す。

男性の育児休業取得率については、2024

年度から2年連続で100％を維持しています。

2025年度には、育休取得者への「パパママ子

育て応援金」に加え、業務を直接引き継ぐ従業

員への「育児職場応援手当」を新設し、取得し

やすい職場づくりを進めました。これらの実績

と取り組みが評価され、「TOKYOパパ育業促

進企業」のブロンズ認証を取得しました。

従業員の心身および社会的健康の向上
当社は、従業員が心身ともに健康で活き活

きと働くことが、組織の活性化や持続的成長、

企業価値向上につながると考え、健康経営を

推進しています。2025年度の健康診断受診率

は2年連続で目標を達成し、ストレステスト受

検率は目標未達ながら、前年比2.3ポイント増

の98.3％となりました。二次検診や特定保健

指導、従業員サーベイと連動した職場環境改

善のPDCAに加え、「睡眠の日」に合わせた専

門家による睡眠セミナーや睡眠計測ツールの

導入支援も実施しています。今後は「健康経営

優良法人」の認定も視野に、ウェルビーイング

向上を図ります。また、2025年9月の西日本事

業所移転では、集中と交流を両立する「柔軟で

自由」なレイアウトを導入しました。2026年8

月からは本社ビルの内装工事を進め、働きやす

く新たな発想を生む職場環境を整備します。

離職率改善
当社の離職率は、前年比2.1ポイント増の

5.5％となりました。目標は達成したものの、働

き方やキャリア観の変化を背景に増加しており、

改善を課題と認識しています。今後は、エン

ゲージメントサーベイによる職場課題の把握と

人事フォロー、1on1の質向上によるキャリア

意向把握、適所適材の配置やローテーション

を推進します。採用難が続くIT業界の環境も踏

まえ、施策のPDCAを着実に回し、定着率向上

を図ります。

社内人財の教育・育成
当社は、経営理念・パーパスの具現化に向け、

HRバリューを主体的に実践する人財を育成

するため、自己研鑽を基盤に意欲・能力に応じ

た成長機会を提供しています。2026年度は新

卒73名が入社し、2027年度は51名を採用予

定です。新人エンジニアに約7カ月、平均1,000

時間以上の研修を実施するほか、資格奨励金

などでリスキリングを支援しています。また、「自

ら学び続ける文化」を醸成し、高い業務遂行力

を備えた人財育成に向け、「納期遅延の極小

化」と「見積精度の精緻化」をKPIとしてモニ

ターしています。2025年度のプロジェクト納

期遅延率は前年比0.05ポイント増ながら低水

準を維持しました。見積精度は見積時期のず

れなどで1.6ポイント減の60.9％となり、原因
分析・対策を徹底します。PMP取得者割合は

23.1％（目標20％）、情報処理技術者試験の

資格取得者割合は前年比3.2ポイント増の

81.9％（目標80％）を達成しました。

ダイバーシティ＆インクルージョンの強化
当社は、ITによるイノベーション創出には、多

様な人財が価値観やライフステージに応じて

働き、互いに刺激し合える環境が不可欠と考

え、経験者採用、女性・シニア人財の活躍、男

性の育児休業取得を推進しています。シニア人

財については、労働市場の縮小や事業強化を

見据え、定年延長と新人事制度による処遇改

善を行い、経験と専門性を発揮できる環境を

整備しています。今後は定年後の就労環境整

備にも取り組み、持続可能な雇用体系の構築

を進めます。また、多様な価値観の尊重、自律

性向上、新たな価値創造を目的に、TPOに応じ

て仕事に適した服装を選べる「セルフビズ」を

導入しました。導入後アンケートでは、半数以

上が仕事への取り組みに前向きな変化があっ

たと回答しています。さらに、インクルージョン

と一体感の醸成に向け、阿蘇の地下水涵養を

目的とした棚田で従業員が田植え・稲刈りを体

験し、収穫米は従業員に配布するほか、こども

食堂へ寄付しました。西日本事業所では、従業

員・内定者とその家族を招くファミリーデーを

開催しました。今後もこうした活動を通じ、多

様性を生かした価値創造とウェルビーイング

向上を目指します。
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ＫＰＩ項目・目標
（実績・目標は年度ベース）

平均残業時間（時間）

有給休暇取得率（％）

男性の育児休業取得率（％）

実績（カッコ内は目標）
備考

目標
2026年度2023年度 2024年度 2025年度

14（10） 1017.6（10）14（10） [比較可能]
[モニタリング]

[比較可能]
[モニタリング]

[比較可能]
[モニタリング]

8581（85）82（85）81（85）

100100（50）100（50）57.1（50）

＜指標および目標＞

ＫＰＩ項目・目標
（実績・目標は年度ベース）

ストレステスト受検率（％）

二次検診受診率（％）

健康診断受診率（％）

実績（カッコ内は目標）
備考

目標
2026年度2023年度 2024年度 2025年度

91（100） 10098.3（100）96（100） [比較可能]
[モニタリング]

[比較可能]
[モニタリング]

[比較可能]
[モニタリング]

50---

100100（100）100（100）92（100）

＜指標および目標＞

ＫＰＩ項目・目標
（実績・目標は年度ベース）

自発的な離職率（％）

実績（カッコ内は目標）
備考

目標
2026年度2023年度 2024年度 2025年度

4.2（6.0） 6.05.5（6.0）3.4（6.0） [比較可能]
[モニタリング]

＜指標および目標＞

イントロダクション

トップメッセージ
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アイティフォーは、自社が目指すべき姿として「地方創生に

よる社会貢献を通してすべての人や企業にサプライズを提

供し、持続可能な未来の発展に貢献します」というパーパ

ス（存在意義）を掲げています。このパーパスから策定した

「サステナビリティ基本方針」に基づき、環境（E）・社会

（S）・ガバナンス（G）の視点を踏まえて、5つのマテリアリ

ティを特定しました。アイティフォーのサステナビリティ活

動は、これらのマテリアリティに対して、本業である事業活

動を通じて具体的な取り組みを進めています。

今後アイティフォーが目指したい新しい姿を
見直し、経営理念を「『寄り添うチカラ』で人々
の感動と笑顔を生み出す」と改定。さらにそれ
をもとにアイティフォーのパーパスを「地方創
生による社会貢献を通してすべての人や企業
にサプライズを提供し、持続可能な未来の発
展に貢献します」と定義し、それに基づきサス
テナビリティに対する基本方針を明確化しま
した。

Step

1
基本方針の明確化

GRIスタンダードなどの国際的なガイドライン、SDGs（持続可
能な開発目標）などのグローバルな動向や国際的なESG評価
機関からの調査項目を参考に、当社にとって重要な課題を抽
出。また、各事業
部が現在取り組ん
でいる、また今後
取り組むべき課題
も抽出しました。

Step

2
重要課題の分析

社会的要請の高まりを考慮し
ながら、環境、社会、経営基盤
の視点でマテリアリティの優
先度・重要度を検討し、事業
戦略に基づいたマテリアリ
ティを選定。また、マテリアリ
ティに対して、現在アイティ
フォーが実施している取り組
み、今後実施すべき取り組み
を具体的に検討しました。

Step

3
重要性評価

社外有識者からの意見を
参考に妥当性を判断する
と共に、サステナビリティ
委員会および取締役会に
て審議・決議を経て、アイ
ティフォーの5つのマテリ
アリティを特定しました。
今後は、社会・事業変化な
どに合わせて適宜見直し
を実施していきます。

Step

4
妥当性評価、特定

マテリアリティの位置づけと特定プロセス

社会への影響

重要課題候補

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響

「5つのマテリアリティ」の推進

● 気候変動リスクに対する活動の推進

● 事業を通じた地域課題の解決
● オープンイノベーションによる地方活性化
● 地方雇用活性化ソリューションの提供

● 新技術を活用した社会インフラの構築、提供
● DXによるディーセント・ワーク推進

● コンプライアンス経営の強化
● リスクマネジメント体制の強化
● コーポレート・ガバナンスの強化
● 社内DX化の推進
● セキュリティ強化

● 人権の尊重
● 多様な人財の活動推進と育成
● 働きがいのある職場環境の提供
● 労働安全衛生・健康経営の継続的な推進

● 事業活動に伴う環境負荷の最小化
● 脱炭素社会の実現への貢献

● 地域経済の活性化
● 地域課題の解決と住民サービスの向上
● 地域における雇用・交流・消費の創出

● DXによる顧客業務の生産性向上
● テクノロジーによる新たな付加価値の創出

● 透明性・実効性の高いガバナンスの実現
● 安全・安心で高品質なサービス提供
● 強固な情報セキュリティの維持
● 安定した財務基盤と収益性の確保

● 事業成長を牽引する高付加価値人財の育成
● 多様な人財が能力を発揮できる組織づくり
● 社員エンゲージメントの向上

● オフィス・業務のペーパーレス化
● LED化・太陽光発電等による省エネ化
● CO2排出量の可視化・削減
● ITを活用した環境保全活動

● 自治体DXによる住民サービス・業務効率の向上
● BPOサービスによる地域雇用の創出
● 地域金融機関との連携による地域経済活性化
● 地域社会・イベントへの協賛・貢献

● AI・クラウドを活用した製品・サービスの高度化
● 自治体DXによる業務効率化・住民サービス向上
● BPOサービスによる業務効率化・生産性向上

● ガバナンス・リスクマネジメントの強化
● 情報セキュリティ・品質管理の徹底
● ROICを活用した資本効率重視の経営
● DXによる社内業務の効率化・自動化

● 専門性やスキル向上への教育・資格取得支援
● コンサルタント型エンジニア・AI人財の育成
● 多様な人財の活躍・キャリア形成支援
● 柔軟な働き方と働きがいのある職場づくり

自社のペーパーレス化やオフィス省エネ化にとどまらず、地方銀行と協働した熊本の棚田でのス
マート農業実証実験など、本業であるIT技術を活用した環境保全や地域コミュニティ（こども食
堂など）への支援へと、取り組みの視点を拡大させています。

自社開発中心の事業モデルから脱却し、CVC投資等によるスタートアップ企業との連携を推進
しています。訪日外国人や就労者の地域消費を促す「外国人プラットフォームの構築」を通じ、社
会課題の解決と本業における地域還流型ビジネスの創出を連動させています。

自治体システムの標準化やBPOサービスで顧客の生産性向上に貢献する一方、課題であるAI実
装を急ぎます。長年蓄積した業務ノウハウとAIを掛け合わせたエージェント開発など、システム提
供の枠を超え、顧客業務の高度化を支える領域へと付加価値を広げます。

「Growth Capital構想」による新たな事業創出を見据え、外部資源を活用する投資体制を整備
しています。さらに社外取締役の知見を活かした取締役会での経営課題に対する議論の活発化
など、事業環境の変化に機敏に対応できる透明性の高いガバナンス体制へと進化させています。

手厚い新人教育で早期戦力化や離職率低下が進む一方、次代を担うAI人財の育成や意識改革
が課題です。新たな人事制度の導入や多様な人財が自律的に挑戦できる環境整備を通じ、柔軟
な発想で事業戦略の実現を牽引する組織への「REBORN（再生）」を推進します。

取り組むべき項目 具体的なアクション目指すゴール 取り組みの深化と事業との連動

環境負荷の低減

「地方創生」による社会貢献

DX推進による
生産性向上、付加価値向上

経営基盤の強化

人財の深化

イントロダクション

トップメッセージ

目次

アイティフォーの価値創造ストーリー

アイティフォーのビジネスと強み

事業の強化とさらなるスケールアップ

持続可能な経営基盤

経営・財務情報

ー 財 務 資 本 の 強 化ー

　　 経営本部長メッセージ

ー 人 的 資 本 の 強 化ー

　　 人事部長メッセージ 
　　 人的資本戦略

ーサステナビリティ経営の強化ー

　 ▶マテリアリティへの取り組み
　　 サステナビリティ経営
　　 活動報告
　　 トピック

ー ガ バ ナ ン ス の 強 化ー

　　 社外取締役座談会
　　 コーポレート・ガバナンス
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●人々のライフステージすべてのサポーターとして、皆様に常に「寄り添
うチカラ」で事業活動を実施し、感動と笑顔を生み出す社会づくりに貢
献します。

●コミュニティとのエンゲージメントを通じて社会課題を共有し、地方創
生による社会貢献を目指します。

●地球環境に最大限配慮した経営を実践し、システムやサービスを通じ
て、気候変動をはじめとするお客様の多様な課題解決にも貢献します。

●多様な人財が個性を活かし、働きがいのある、平等で多様な環境を提
供します。

●DX推進により、社会インフラを構築し、持続可能な街づくりに貢献します。

アイティフォーは、「寄り添うチカラ」で人々の感動と笑顔を生み出すた

めに、私たちのシステムやサービスで、地域社会や人々のライフステー

ジすべてにおいて未来へのサプライズを提供。地球環境や経済システム、

地域社会の発展に貢献し、持続可能な未来の実現を目指します。

サステナビリティ基本方針
地域社会と人々のライフステージすべてをイノベーションでサポートし、
サプライズを提供することで、サステナブルな未来を実現します

　アイティフォーグループのサービスは、地域社会や人々のライフス

テージにおいて活用されています。例えば出生、入園、入学から卒業、就

職、結婚、出産、そしてセカンドライフまで、あらゆるシーンに及びます。ア

イティフォーは、事業活動を通じて、これらのサービスにより優れた価値

を提供し続けることで、地域社会や人々に驚きや感動、そして笑顔を生

み出し、地域社会への貢献と持続可能な未来の実現を目指しています。

地方創生推進委員会
　地方創生推進委員会では、地方創生に関す
る施策の検討と、主幹部門である事業本部への
提言を行います。さらに、協賛活動や対外的な
取り組みの主導もしくは支援、従業員への地方
創生推進に関する内容の浸透を進めています。

人財推進委員会
　人財推進委員会では、人的資本に関する方
針・施策の検討と、主幹部門である人事部への
提言を行います。また、社外への情報開示の支
援や、従業員への人財の深化に関する内容の浸
透を推進しています。

環境推進委員会
　環境推進委員会は、IT企業としてアイティ
フォーの気候変動対応のあるべき姿の検討、事
実に基づいた検証を実施しています。また、総務
部への施策の提言や、従業員への環境への取り
組みに関する内容の浸透を推進しています。

基本的な考え方 　アイティフォーでは、サステナビリティ経営を推進する

ために、代表取締役会長自らが委員長を、そして、代表取

締役社長が副委員長を務める「サステナビリティ委員会」

を設置しており、メンバーは各事業部からさまざまな等級

の社員が参画しています。マテリアリティ（重要課題）の取

り組みについては、地方創生推進委員会、人財推進委員

会、環境推進委員会の3つの推進委員会を設置、3名の取

締役が各推進委員長を務めています。また、社内DXへの

取り組みを強化すべくDX推進チームを立ち上げました。

これにより、アイティフォーは重要課題に対し迅速に対応

することが可能となりました。さらに、これらの活動や方針

を社内に浸透させるために社内浸透チームも立ち上げ、サ

ステナビリティの取り組みを拡大・進化させます。

　サステナビリティ委員会の活動は、定期的に取締役会

に報告し、必要に応じて指示を受けます。取締役会で受け

た指示内容は、サステナビリティ委員会を通して円滑に各

本部およびグループ会社に展開し、シームレスに取り組め

る体制を実現しています。

■ 推進体制

取締役会

サステナビリティ委員会

地方創生
推進委員会

人財
推進委員会

環境
推進委員会

委員長
代表取締役会長

副委員長
代表取締役社長

事務局

DX推進チーム

社内浸透チーム

事業本部 技術本部 管理本部 各グループ会社経営本部
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アイティフォーは、気候変動への対応を中長

期的な企業価値に影響を与える課題と認識し

ています。環境推進委員会は気候変動に関す

るリスクと機会の分析を行い、その影響の調査

に取り組んでいます。低炭素経済に移行する過

程で生じるリスクのうち、政策・法規制や市場

などの移行リスク、および突発的な気象現象な

どによって生じる急性リスク（物理的リスク）に

ついて、2℃未満シナリオと4℃シナリオ※を用

い、2050年までを考慮したシナリオ分析を実

施しています。その結果、事業活動に重大な影

響はないと予測しています。さらに、アイティ

フォーは、地方公共団体、地域の企業における

キャッシュレス化推進により、現金の発行、輸

送、管理に要するCO2排出量を削減するなど、

温室効果ガスの排出削減、気候変動への対応

推進の両面から取り組みを進めています。

※SCOPE 1・2はグループ全体、SCOPE 3はアイティフォー単体です。

アイティフォーは、サステナブルな未来を実

現する活動を推進するうえで、ステークホル

ダーエンゲージメントを重視しています。さまざ

まなステークホルダーとのコミュニケーション

で得られた意見を企業活動に活かすためにも、

積極的かつ適切な情報開示を行うことでス

テークホルダーとの信頼関係を築き、共に歩み、

発展していきたいと考えています。

■ 気候変動への取り組み ■ ステークホルダー
　 エンゲージメント

※IPCC第5次報告書におけるRCP2.6、RCP4.5、RCP8.5を使用

お客様
（顧客）

学生 取引先・
協力会社

株主・
投資家

従業員・
従業員家族

地
域
社
会（
個
客
）

2025年度活動内容

ユーザー会を通じてお客様のご要望をうかがい、システム改修などサービス向上に反映
しています。さらに、24時間365日対応のコールセンターによる保守体制により、導入後
も安心して当社システムをご利用いただけます。

開発案件にて、取引を継続している協力会社の皆様には、実施いただいた作業や成果物
に対して評価を実施。年1回、協力会社の皆様へその評価報告を実施し、継続的な品質
向上に向けた活動を依頼しています。

地方大学での会社説明会を強化し、多くの学生が参加。インターンシップの受入れや、内
定者同士の交流の場作りなど当社を志望する学生に加え、未来を担う小中高生のための
活動など、学生とのつながりを大切にした取り組みを進めています。

投資家との対話は年間50件、日経ヴェリタス「株主還元力の総合ランキング」で第2位に
選出されるなど、株主還元にも積極的に取り組んでいます。

株式報酬制度や奨学金返済支援、継続的な賃上げに加え、オフィス移転による環境整備
や従業員と家族を支える施策を実施。

九州の復興支援を象徴する「ツール・ド・九州2025」や、次世代育成を目的とした「全国
選抜小学生プログラミング大会」への協賛の他、「ResorTech EXPO 2025」など地域
展示会にも出展し、地域社会とのつながりを深めています。

 

アイティフォーグループの事業におい
て、さまざまなご協力や取引をさせてい
ただいているビジネスパートナーの皆様

アイティフォーグループの内定者をはじめ、
当社を志望する就職活動中の方、当社と共
にITを通じて社会に貢献したい学生の皆
様、未来のIT業界を担う小中高生の皆様

アイティフォーグループの株主の皆様は
じめ、個人や機関投資家の皆様

グループ会社を含むすべての従業員と、
そのご家族などの皆様

アイティフォーグループ自身やお客様を
取り巻く地域社会全体

セミナー、ユーザー会・研究会、
その他イベント

日常の調達活動、サプライヤー評価（アン
ケートや訪問）等の実施、品質改善報告会、
品質監査、購買・調達活動

インターンシップ、会社説明会、小中高大生
向けイベントへの協賛、大学との連携（学内
説明会など）、採用サイトでの情報発信

株主総会、決算説明会、投資家説明会、個人
投資家向け個別セミナー、各種報告書発行

社内研修、イントラネット、四半期ごとの面
談、組織診断サーベイ、ITFORほっとライン、
家族も参加可能なイベント開催

未来のIT人財育成の支援、各種イベントへの
協賛活動、地域の社会インフラの構築、被災
地への復興支援

アイティフォーグループが提供する製
品・サービスなどをご利用いただく団
体・企業などすべてのお客様

お客様

株主・投資家

従業員・
従業員家族

地域社会

取引先・
協力会社

学生

ステークホルダー 主な対話方法

● 2025年3月期実績

SCOPE 3
14,623.196t-CO2

SCOPE 2（マーケット）
976.162t-CO2

SCOPE 1
64.048t-CO2

阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。
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阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。

●地方創生推進委員会
地域社会との共生と企業価値の向上を目指し、

地域課題の解決に資する多様な取り組みを展

開しています。

・キャッシュレス決済の地域浸透：地域におけ
るキャッシュレス決済の浸透状況を調査し、

地域ニーズに即したサービス提案を実施。

・サイバーセキュリティ対策の強化：地域の金
融機関や自治体、企業へのニーズを調査。地

域の情報インフラの安全性向上に寄与。産業

振興財団（財団法人）と「サイバーセキュリ

ティ強化による地方創生」の意見交換会を実

施。

・企業版ふるさと納税：地域再生計画に基づく
自治体支援として4自治体に寄付を実施。

・次世代人財育成の支援：「全国選抜小学生プ
ログラミング大会」や「アプリ甲子園」への協賛

を継続。また沖縄で開催された「ResorTech 

EXPO 2025」や、九州を舞台にした「ツール・

ド・九州2025」への出展・協賛も実施。会場

では当社の出資先であるバカンと連携し、混

雑状況の可視化を実証。

●人財推進委員会
社外での情報交流や社内制度の改善提案を

通じて、社員がより生き生きと働ける環境づく

りを推進しています。

・パートナーとの対話：顧客やグループ企業、

協力会社との定期的な意見交換会を実施。

各社の取り組みや直面している課題を共有

する中で、企業風土や社内制度改善など得ら

れた知見を活用。

・育児休業取得率の向上：育児休業取得者本
人の心理的負担軽減や、周囲との不公平感

の解消を目的とした、取得者の所属グループ

メンバーに対する「育休職場応援手当」の導

入を提言し、制度化。

・社員の声を反映した施策提案：個人のモチ
ベーションや成長、心身の健康につながる働

き甲斐について意識調査を実施し、多くの社

員から働き甲斐向上のための意見を得る。こ

うした声を拾い、制度に反映できるよう検討

を継続。

●環境推進委員会
環境保全と持続可能な社会の実現に向け、地

域や社員と連携した多様な取り組みを推進し

ています。

・地下水涵養活動と子どもたちへの支援：公益
財団法人 肥後の水とみどりの愛護基金が進

める「水田湛水事業」を支援。熊本県阿蘇市

の「阿蘇水掛の棚田」では、社員ボランティア

が棚田保全活動に参加し、収穫したお米を千

代田区のこども食堂へ寄贈。

・オフィス内の緑化と地域連携推進活動：本社
12階テラスにオフィス菜園を設置し、社員自

身による栽培・収穫を促してリフレッシュを促

進。また社会福祉法人 千代田区社会福祉協

議会様と連携し、今後社会福祉面での地域

連携を深める場としての活用を検討中。

・環境負荷低減への取り組み：石油由来プラス
チック原料を取り巻く供給不安や価格変動、

ならびに環境負荷低減への社会的要請の高

まりを受け、2026年6月から紙製クリアファ

イル「クリアプレコ」のテスト導入を実施。

●DX推進
業務の効率化と情報活用の高度化を目指し、

「現場で使えるDX」というコンセプトのもと、実

践的かつ現場主導のDXを推進しています。

・データ基盤の整備と一元化：PCやファイル
サーバー等に分散していたデータをクラウド

ストレージへ集約し、AI利活用に向けた安全

かつ効率的なデータ基盤を構築。

・AI活用と生産性向上の推進：AIの高度利用
者の社内ナレッジを体系化・共有するととも

に、利用頻度の低い層へ具体的な活用事例

を提示。全社的なAI浸透と生産性の向上を

促進。

・ヘルプデスク業務の自動化による効率化：従
来人力で対応していた社内問い合わせ業務

の自動化を推進。対応完了までの期間短縮と

業務工数の大幅削減を実現。

かんよう

阿蘇水掛の棚田保全活動に社員ボランティアが参加

「ツール・ド・九州2025」へ出展・協賛

沖縄で開催された「ResorTech EXPO 2025」へ出展・協賛

「2025年度全国選抜小学生プログラミング大会」へ協賛
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阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。

Topic 2  　持続可能な働き方をオフィスから ─環境配慮と自律的ワークスタイルを体現する新環境の構築

Topic 1  　棚田から地域社会へ、育む環境保全 ─阿蘇の自然と恵みを次世代へつなぐ歩み

2025年9月、西日本事業所を大阪・うめきた

エリアの新たなランドマーク「イノゲート大阪」へ

移転しました。新オフィスは、単なる拠点の統

合・移転にとどまらず、地球環境への配慮（E）と、

従業員の多様で自律的な働き方の支援（S）を同

時に実現する、当社のサステナビリティ経営を体

現する場として設計されています。 

環境負荷低減への具体的な取り組みとして、

執務室内のごみ箱を廃止し、共用スペースの一

カ所に集約する運用を導入しました。これにより、

社員一人ひとりが日常的に「3R（リデュース・リ

ユース・リサイクル）」を意識する環境を整えてい

ます。また、紙資源の廃棄においてはシュレッ

ダーを置かず、溶解処分を前提とすることでペー

パーレス化を加速させ、廃棄処理へのコスト意

識や環境意識を社内に根付かせています。

働く環境においては、役職の垣根を越えた「完

全フリーアドレス」を導入。集中して作業を行う

「フォーカスゾーン」や、複数名での活発な意見

交換を促す「コミュニケーションゾーン」を設け、

日々の業務内容に合わせた最適なワークスタイ

ルを選択できるようにしました。さらに、トレーニ

ングエリアや遊び心のあるリフレッシュスペース

も拡充し、オンオフの切り替えや部署間を超えた

偶発的な交流を促進しています。

オフィス内には、地方創生を支える企業ポリ

シーの象徴として「47都道府県の地酒」をディス

プレイしたエリアや、本社のオフィス菜園や熊本

の棚田のリアルタイム映像を流す「インフォメー

ションハブ（9面モニター）」も設置。離れた拠点

同士のつながりを感じながら、社員一人ひとりが

「地域社会への寄り添い」を実感できる、サステ

ナブルな未来へ向けた情報発信拠点となってい

ます。

持続可能な社会の実現に向け、環境保全と

地域貢献が融合した取り組みを推進していま

す。2025年度から開始した熊本県阿蘇市での

「阿蘇水掛の棚田」における水稲耕作活動は、2

年目を迎え、環境保全への成果と社会貢献へ

の新たな広がりを見せています。

その具体的な成果として、水稲耕作を通じた

地下水涵養への貢献が認められ、2026年2月

に「地下水涵養量証明書」を受領しました。これ

は、半導体開発等に伴う水資源利用が進む熊

本において、水田減少を防ぎ地下水位の低下

を食い止めるという地域課題に対し、当社の活

動が実質的な環境価値を創出したことの証明

です。

さらに2026年7月には、この稲作体験で社

員が大切に育て収穫したお米を、本社を構える

千代田区のこども食堂「MLTこどもプロジェク

ト」へ寄贈（120食分相当）しました。認定NPO

法人全国こども食堂支援センター・むすびえ様

および社会福祉法人 千代田区社会福祉協議会

様のご協力により実現したこの取り組みは、阿

蘇の豊かな水資源を守る環境活動が、食を通

じた子どもたちの居場所支援という新たな地

域貢献へと結実した事例です。

当社は今後も地域社会と連携し、稲作体験

やオフィス菜園など社内の「農」の取り組みを生

かしながら、貢献活動の幅を広げてまいります。
（左から）アイティフォー代表取締役社長 坂田幸司、MLTこども
プロジェクト代表 福島様、千代田区社会福祉協議会 中谷様
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中長期的な成長に向けた
説得力あるストーリーの構築、
ガバナンス体制の強化に期待

社外取締役座談会

阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

社外取締役

阿部 和香
日本・海外のエレクトロニクス業界
での勤務経験からグローバル経営
や海外戦略に関する知見を有する。
2021年から現職。

社外取締役（監査等委員） 

金澤 浩志
国内外の法律事務所や金融庁での
勤務経験を持ち、企業法務・監査に
精通。複数社で社外役員を務める。
2025年から現職。

社外取締役（監査等委員）

福田 伊津子
大手総合電機メーカーで品質保証
部長などを歴任後、子会社では代表
取締役を務め、経営と品質管理の知
見を持つ。2025年から現職。

事業環境の変化への迅速な対応、
新たな成長に向けてガバナンスの

さらなる進化が必要

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。
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阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、
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う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

取締役会では中長期的なテーマに
関する議論を深めたい
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CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。
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阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。

次期中期経営計画では、
次の展開への説得力ある
ストーリーを描くことが必要

リスクと成長のバランスを見極め、
株主・投資家の視点を踏まえ、
企業価値向上を後押し
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情報を活用するなど、能動的・積極的な役割を

果たします。また社外取締役が情報収集力の

強化を図ることができるよう、社外取締役との

連携を確保する他、会計監査人および内部監

査部門と十分な連携を行います。さらに、会計

監査人が株主・投資家に負っている責務を認

識し、会計監査人を適切に選定・評価するため

の基準を策定する他、会計監査人の独立性と

専門性を有しているかについての確認など、適

正な監査の確保に向けて適切に対応します。

　監査等委員会は原則として月1回以上開催

しており、2025年度は18回実施しました。

指名・報酬委員会
　取締役の指名・報酬等に関する手続きの透

明性と客観性を高めコーポレート・ガバナンス

の一層の充実を図るために、取締役会の任意

の諮問機関として設置。取締役会の決議に

よって選任された3名以上の取締役で構成し、

過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外

取締役とする方針を定めています。利害関係の

ない社外取締役がリーダーシップを握ることで、

より「株主や投資家の目線」で客観的な人事・

報酬の決定が可能となり、主に取締役会から

諮問を受けた指名に関する事項（社長の選任・

解任基準の策定、サクセッションプランの監督、

取締役候補者の選定など）および報酬に関す

る事項（役員報酬制度の設計、個別報酬額の

決定など）について審議し、取締役会に対して

答申を行っています。

　2025年度の開催回数は、2回でした。

業務執行委員会
　取締役会の機能をより強化し経営効率を向

上させるため、取締役会から委譲された権限

の範囲内で、具体的な事業運営、設備投資、組

織改編、重要な契約などに関わる意思決定を

機動的に行っています。また、全社および各事

業部門の予算進捗を毎月チェックし、計画より

遅れていることなどがあれば、その場で原因を

追究し、具体的な改善策を決定いたします。

　原則、月２回開催し、議長である代表取締役

社長と業務執行取締役および執行役員をもっ

て構成。

　2025年度の開催回数は、22回でした。

サステナビリティ委員会
　サステナビリティの取り組みを進化、拡大す

べく、代表取締役会長が委員長、代表取締役 

社長が副委員長を務めるサステナビリティ委 

員会を設置しています。委員会は、「地域社会と

人々のライフステージすべてをイノベーション 

でサポートし、サプライズを提供することで、サ

ステナブルな未来を実現します」の基本方針の

もと、ESGに関連する活動を行い、半期に1度

取締役会に活動報告を実施。経営層と議論を

深めることで、グループ全体で取り組むべき方

向性を確認すると共に、委員会の実効力を高

めています。 

　また、委員会で決定された事項は、グループ 

全体に指示がなされ、それぞれが連携しなが

らグループ一丸となってサステナビリティ活動

に取り組み、ESG経営を実現することで企業

価値の向上を目指します。

　持続的な企業価値向上の実現には、経営基

盤の強化が不可欠です。アイティフォーは、情

報セキュリティを含むリスクマネジメントやコン

プライアンス体制、それらを推進するコーポ

レート・ガバナンス体制の強化を最優先事項と

して取り組みます。 

　アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人  々

の感動と笑顔を生み出す」という経営理念のも

と、透明・公正な経営体制を構築し、迅速・果

断な意思決定に基づく効率的な業務執行を推

進していくこと、また適時適切な情報開示を実

施することが、コーポレート・ガバナンスの基本 

であると認識しています。この基本的な考え方

に基づき、アイティフォーグループの「コーポ 

レート・ガバナンス基本方針」を定め、コーポ 

レート・ガバナンスの実効性を確保し継続的な

充実を図ることを通じて、当社グループの持続

的な企業価値の向上を目指します。

　アイティフォーは、取締役会の監督機能を強 

化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るこ

とを目的として、監査等委員会設置会社の体

制を選択しています。取締役（監査等委員であ

る取締役を除く）は、定款で員数を20名以内と

定め、現在の員数は5名、うち1名は社外取締 

役です。監査等委員である取締役は、定款で員 

数を５名以内と定めており、現在の員数は3名、

うち2名は社外取締役です。経営の意思決定・

監督機能と業務執行機能を分離し、経営環境

の変化に迅速に対応するため、執行役員制度

を導入しており、取締役と執行役員で構成され

る業務執行委員会において業務執行方針に関

する意思決定を行い、機動的な業務執行を確

保しています。取締役の指名・報酬等に関する

手続きの透明性と客観性を高めるために、取

締役会の任意の諮問機関として委員の過半数

を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員 

会を設置しています。

取締役会
　取締役会は、株主に対する受託責任を認識し、

当社グループの持続的成長と中長期的な企業

価値の向上に責任を負います。また、その責任を

果たすため、当社の目指すところを確立し、それ

に向けた成長の道筋を構築するなど、戦略的な

方向付けを行うことを主要な役割・責務の一つ

と捉え、経営戦略および経営計画その他当社の

重要な業務執行について、当社が直面するリス

ク評価を踏まえ、最善の意思決定を行います。

　また、自社の経営資源の配分が、持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上につなげるた

めに適切に実現されるよう、現預金等の金融

資産や実物資産等の経営資産を成長投資に

有効活用できているか、不断に検証を行います。

　取締役会は、適切なリスクテイクを支える環

境整備を行う他、独立した客観的な立場から、

取締役の業務執行に対する実効性の高い監

督を行います。

　2025年度は、20回開催しました。

監査等委員会
　監査等委員会は、取締役会と共に監督機能

を担い、取締役の職務執行を監査する法定の

機関です。監査等委員会は過半数を独立社外

取締役で構成され、監査等委員自身も取締役

であるため、取締役会のすべての議案に対して

議決権を行使することができるので、これによ

り執行側への強力な牽制となっています。また、

従来の監査役とは違い、「適法性」だけでなく

「妥当性」を監査することにより、経営判断が会

社や株主の利益にかなっているのかを適切に

判断できる体制となっています。

　期初に決定した監査方針、監査計画に基づ

き、当社グループの内部統制システムの構築・

運用の状況を監視および検証し、当社の取締

役会の審議においてその監査活動に基づいた

経営基盤の強化

■ 基本的な考え方

■ 体制

アイティフォーのコーポレート・ガバナンスのポイント
●ステークホルダーとの対話を通じた持続的な成長を担保
●資本効率と株価を意識した「ROIC経営」導入による収益性向上
●中長期的な企業価値と役員報酬の連動

社外取締役

取締役5名
監査等委員である
取締役3名

取締役会の構成

社外取締役比率
37.5%

女性取締役比率
25%

アイティフォーの取締役は8名、
そのうち社外取締役比率は37.5％、
女性取締役比率は25%となっています。

阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。
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情報を活用するなど、能動的・積極的な役割を

果たします。また社外取締役が情報収集力の

強化を図ることができるよう、社外取締役との

連携を確保する他、会計監査人および内部監

査部門と十分な連携を行います。さらに、会計

監査人が株主・投資家に負っている責務を認

識し、会計監査人を適切に選定・評価するため

の基準を策定する他、会計監査人の独立性と

専門性を有しているかについての確認など、適

正な監査の確保に向けて適切に対応します。

　監査等委員会は原則として月1回以上開催

しており、2025年度は18回実施しました。

指名・報酬委員会
　取締役の指名・報酬等に関する手続きの透

明性と客観性を高めコーポレート・ガバナンス

の一層の充実を図るために、取締役会の任意

の諮問機関として設置。取締役会の決議に

よって選任された3名以上の取締役で構成し、

過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外

取締役とする方針を定めています。利害関係の

ない社外取締役がリーダーシップを握ることで、

より「株主や投資家の目線」で客観的な人事・

報酬の決定が可能となり、主に取締役会から

諮問を受けた指名に関する事項（社長の選任・

解任基準の策定、サクセッションプランの監督、

取締役候補者の選定など）および報酬に関す

る事項（役員報酬制度の設計、個別報酬額の

決定など）について審議し、取締役会に対して

答申を行っています。

　2025年度の開催回数は、2回でした。

業務執行委員会
　取締役会の機能をより強化し経営効率を向

上させるため、取締役会から委譲された権限

の範囲内で、具体的な事業運営、設備投資、組

織改編、重要な契約などに関わる意思決定を

機動的に行っています。また、全社および各事

業部門の予算進捗を毎月チェックし、計画より

遅れていることなどがあれば、その場で原因を

追究し、具体的な改善策を決定いたします。

　原則、月２回開催し、議長である代表取締役

社長と業務執行取締役および執行役員をもっ

て構成。

　2025年度の開催回数は、22回でした。

サステナビリティ委員会
　サステナビリティの取り組みを進化、拡大す

べく、代表取締役会長が委員長、代表取締役 

社長が副委員長を務めるサステナビリティ委 

員会を設置しています。委員会は、「地域社会と

人々のライフステージすべてをイノベーション 

でサポートし、サプライズを提供することで、サ

ステナブルな未来を実現します」の基本方針の

もと、ESGに関連する活動を行い、半期に1度

取締役会に活動報告を実施。経営層と議論を

深めることで、グループ全体で取り組むべき方

向性を確認すると共に、委員会の実効力を高

めています。 

　また、委員会で決定された事項は、グループ 

全体に指示がなされ、それぞれが連携しなが

らグループ一丸となってサステナビリティ活動

に取り組み、ESG経営を実現することで企業

価値の向上を目指します。

　持続的な企業価値向上の実現には、経営基

盤の強化が不可欠です。アイティフォーは、情

報セキュリティを含むリスクマネジメントやコン

プライアンス体制、それらを推進するコーポ

レート・ガバナンス体制の強化を最優先事項と

して取り組みます。 

　アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人  々

の感動と笑顔を生み出す」という経営理念のも

と、透明・公正な経営体制を構築し、迅速・果

断な意思決定に基づく効率的な業務執行を推

進していくこと、また適時適切な情報開示を実

施することが、コーポレート・ガバナンスの基本 

であると認識しています。この基本的な考え方

に基づき、アイティフォーグループの「コーポ 

レート・ガバナンス基本方針」を定め、コーポ 

レート・ガバナンスの実効性を確保し継続的な

充実を図ることを通じて、当社グループの持続

的な企業価値の向上を目指します。

　アイティフォーは、取締役会の監督機能を強 

化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るこ

とを目的として、監査等委員会設置会社の体

制を選択しています。取締役（監査等委員であ

る取締役を除く）は、定款で員数を20名以内と

定め、現在の員数は5名、うち1名は社外取締 

役です。監査等委員である取締役は、定款で員 

数を５名以内と定めており、現在の員数は3名、

うち2名は社外取締役です。経営の意思決定・

監督機能と業務執行機能を分離し、経営環境

の変化に迅速に対応するため、執行役員制度

を導入しており、取締役と執行役員で構成され

る業務執行委員会において業務執行方針に関

する意思決定を行い、機動的な業務執行を確

保しています。取締役の指名・報酬等に関する

手続きの透明性と客観性を高めるために、取

締役会の任意の諮問機関として委員の過半数

を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員 

会を設置しています。

取締役会
　取締役会は、株主に対する受託責任を認識し、

当社グループの持続的成長と中長期的な企業

価値の向上に責任を負います。また、その責任を

果たすため、当社の目指すところを確立し、それ

に向けた成長の道筋を構築するなど、戦略的な

方向付けを行うことを主要な役割・責務の一つ

と捉え、経営戦略および経営計画その他当社の

重要な業務執行について、当社が直面するリス

ク評価を踏まえ、最善の意思決定を行います。

　また、自社の経営資源の配分が、持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上につなげるた

めに適切に実現されるよう、現預金等の金融

資産や実物資産等の経営資産を成長投資に

有効活用できているか、不断に検証を行います。

　取締役会は、適切なリスクテイクを支える環

境整備を行う他、独立した客観的な立場から、

取締役の業務執行に対する実効性の高い監

督を行います。

　2025年度は、20回開催しました。

監査等委員会
　監査等委員会は、取締役会と共に監督機能

を担い、取締役の職務執行を監査する法定の

機関です。監査等委員会は過半数を独立社外

取締役で構成され、監査等委員自身も取締役

であるため、取締役会のすべての議案に対して

議決権を行使することができるので、これによ

り執行側への強力な牽制となっています。また、

従来の監査役とは違い、「適法性」だけでなく

「妥当性」を監査することにより、経営判断が会

社や株主の利益にかなっているのかを適切に

判断できる体制となっています。

　期初に決定した監査方針、監査計画に基づ

き、当社グループの内部統制システムの構築・

運用の状況を監視および検証し、当社の取締

役会の審議においてその監査活動に基づいた

阿部：当社は、2025年まで社長を務めていた
佐藤会長の強いリーダーシップのもとでスピー

ド感のある経営が行われ、事業を拡大してきま

した。そして現在、坂田社長のもとで新たな成

長に向けて舵を切る中、ガバナンス面もさらな

る進化を図ることが不可欠なフェーズに入っ

ています。特に、M&AやCVC投資を進めるに

あたっては、客観性と透明性をさらに高めるた

めに、データや情報に基づき、組織として納得

感のある意思決定プロセスとすることが重要

です。

福田：ガバナンスについては、体制面では着実
に強化が進んでいると感じています。現在、取

締役会では執行権を持たない佐藤会長が議

長を務め、一方、業務執行委員会では坂田社

長が議長としてリーダーシップを発揮しており、

会長と社長の役割分担は明確になっています。

またリスク管理においては、リスク・コンプライ

アンス管理委員会での審議に加え、2025年度

から内部監査室が社長と取締役会に並行して

報告するデュアルレポートラインを導入し、体

制を強化しています。

金澤：私も、こうしたガバナンス体制の強化は
重要だと思います。当社はシステム分野で長い

歴史を持ち、その中で強固な顧客基盤・財務

基盤を培ってきましたが、この1年だけでもAI

の進化など当社を取り巻く環境は大きく変化

し、お客様のあり方も変わってきています。こう

した流れに迅速に対応していくためには、数年

後そして数十年後に向けて当社はどのように

進化していくのかを見定め、外部の情報や意見

を柔軟に取り入れながら動いていくことが重要

です。そうした意味でも、これからますます経営

やガバナンスの力が問われると考えています。

金澤：取締役会は、自由に発言できる雰囲気が
あり、社外取締役の質問に対しても真摯に答え

ていただいています。また、佐藤会長は、自分の

意見が議論を誘導することにならないように、

最後に発言するように配慮されています。

阿部：私も同感で、取締役会は非常に発言しや
すい雰囲気がありますね。特に佐藤会長は、常

に坂田社長の考えや意見を聞くようにされてい

ます。

福田：私も、佐藤会長の巧みなファシリテー
ションを評価しています。一方で、社内取締役

は議長に指名されて意見することが多いので、

より闊達に意見を交わせるようになると良いと

思います。また、2025年度の取締役会では、も

う数回議論した方が良かったテーマもありまし

た。中長期的な成長に向け、1年間を通じて継

続して議論すべきテーマを取り上げることが必

要だと思いました。

金澤：福田さんがおっしゃるとおり、中長期的
な目線で向き合わなければいけないテーマは

多くありますね。2026年3月から年間のアジェ

ンダが設定されるように改善され、議論が始

まったことを評価しています。今後、中長期的な

テーマをさらに充実させ、議論を深め、経営に

活かしていくことが重要です。

阿部：また、取締役会の実効性向上に向けては、
時間の使い方という点でも工夫の余地があり

ます。取締役会でのプレゼンテーションは詳細

な説明で熱量は伝わるものの、議論のポイント

が明確でない場合があります。限られた時間で

重要な論点に集中できるよう、情報の整理や

分析の質を高めることが、的確な経営判断に

つながると思います。

福田：その点では、重要な投資案件について、
スピード感はもちろん大切ですが、取締役会で

は最終的な審議事項としてではなく、検討段

階から狙いや計画について議論できると良いと

思います。また、取締役会の資料は早めに共有

していただけると、事前に不明点を確認でき、

効率的に深い議論ができるようになります。

阿部：リーダーシップが強いことは当社の強み
ですが、サステナブルな企業を目指すためには、

個人の力に依存しない体制を構築する必要が

あります。指名・報酬委員会を定期的に開催し

ていますが、次代の経営を担う人財の育成が

急務であり、サクセッションプランについて議

論を深めていかなければなりません。

福田：そのためには、経営者に必要なリーダー
シップやマネジメント力、コミュニケーション力

を身に付ける研修や経験を要件としてサクセッ

ションプランに組み込むことが必要ですね。

金澤：そうですね。次の経営を担う人財は、外
部環境の急速な変化の中でも、その波を的確

に捉えながら当社を舵取りできる柔軟なリー

ダーシップを持ち、多様性のある企業体へと変

革していける人が望ましいと思います。

阿部：私が経営を学んだときは、高い視点を
持って課題を見るように言われていました。経

営人財の育成にあたっては、幹部候補を対象

とした研修や他部門へのローテーションを通

じて、会社全体の動きを把握できるようにする

ことが大事です。次の経営者を育てる意識を強

く持って、これらの取り組みを早急に進めなけ

ればいけません。

福田：阿部さんがおっしゃるとおり、ローテー
ションは、経営人財の視座を高めるうえでも必

要だと思います。また、多様な人財が意欲を

持ってキャリアを積み、幹部候補を目指せる環

境づくりも大切です。当社は育児支援などの制

度も充実しており、意欲のある人を幹部候補へ

育成することを期待しています。

金澤：同時に、新卒採用を通じて若い社員も増
えています。当社が目指す姿と求める人財像を

明確にし、社員が自発的に行動する風土の醸

成が大切です。

福田：そうですね。若い社員を育成するには、
教育する中間管理職の強化が非常に重要です。

中堅社員の成長が会社のあり方を変え、それ

が企業価値の向上につながります。

阿部：現在、業務執行委員会のメンバーは50
代の社員が中心となっています。最先端のIT

サービスを提供する会社でありながら若手が

年次や年齢を越えて昇進できるチャンスがな

いと、他社への人財流出につながる懸念があり

ます。若いうちから重要案件を任せることや、年

齢に関わらず成果を評価する仕組みを導入す

ることで、会社の風土を変革していく必要があ

ると思います。

金澤：中期経営計画で掲げている目標は株主
にコミットしている経営数値であり、達成する

ことの重要性は強く認識しています。一方で、目

標を達成しても次の展開について市場の期待

に応える計画を打ち出せなければ、評価を得る

ことは難しいと思います。次期中期経営計画が

非常に重要であり、2026年度に将来の成長に

向けた起点となるものを仕込むことがポイント

となります。

阿部：当社の社員の能力は非常に高く、プロ
フェッショナルな意識を持ち、そして全国の金

融機関や自治体との盤石な顧客基盤がありま

す。次の新しいビジネスへと展開する余地は大

きく、事業間シナジーを生み出す横串となるも

のをつくることで、さらなる成長につなげられる

と考えています。今後、さらに成長していくため

に当社はどのように歩んでいくのか、その道筋

を次期中期経営計画で描く必要がありますね。

金澤：そうですね。当社は、ビジネスとして可能
性のあるものを見出す力があり、幅広く新規事

業の種を探索しています。それは良いことです

が、経営陣が成長に向けて描いていることを言

語化し、説明することが重要です。それにより、

私たち社外取締役は機会・リスクを正しく判断

することができ、また、ステークホルダーに納得

感のある説明ができます。次期中期経営計画

では、当社が目指す姿、その実現に向けて取り

組む課題、当社が生み出す価値を、説得力ある

ストーリーとして打ち出せるよう、議論に参画

していきたいと思います。

福田：私も同感です。不確実性の高い状況です
が、特にCVC投資にあたっては、なぜその事業

に投資するのか、当社との間でどのようなシナ

ジーを生み出していくのか、事業が成長するま

での道筋を示していただき、しっかり議論した

うえで、共通認識を持って進めていきたいと考

えています。

阿部：M&AやCVC投資というリスクを伴うア
クションにおいては、なぜその案件なのか、将

来へのストーリーを描いたうえで、投資家の目

線に立ち、期待されるリターンや資本効率を踏

まえた定量的な分析を十分に行っているか、リ

スクに対する備えがあるかが問われますね。

福田：そうした成長投資も含め、次期中期経営
計画の策定に向けて、注力している地方創生に

よる社会貢献において、どのように地方に寄り

添い、地方と共に成長していくのかをしっかり

打ち出せるように、意見を交わしていきたいと

思います。

金澤：新たに株式会社アイティフォー・グロー
スキャピタルが設立されましたが、M&Aや

CVC投資についてスピード感を持ってPDCA

を回し、さまざまな案件を通じて当社とのシナ

ジーを生み出してほしいと思います。加えて、そ

の業務に携わりたい若手社員を募って出向す

ることで、経営者の目線、投資家の目線を養う

人財が育つ場となることも期待しています。

阿部：当社の伸びしろ、成長ポテンシャルは大
きく、経営課題をクリアしていくことで一層成

長できると期待しています。私は現在、他社で

経営や新事業の開発に携わっていますが、その

経験を活かし、取締役会では当社のさらなる成

長に向けて、外部からの客観的な目線で、あえ

て場の空気を読まずに率直に提言していきた

いと思います。

福田：私は以前、当社と同じ情報通信の企業で
経営に携わっていましたが、企業文化や仕事の

進め方は異なるところがあります。当社の常識

と私の常識が違うことを認識したうえで、今後

も、取締役会では自由に忖度なく発言していき

たいと思います。また、社外取締役として、少数

株主や個人株主を含む株主の視点を意識し、

社外の立場から見ても納得感のある説明に

なっているかを確認していくことも重要だと考

えています。そして、監査等委員として、リスクへ

の感度を高く持ち、計画値に対する業績の進

捗や成長投資の動向を注視していきます。

金澤：当社は近年、事業投資やM&Aに注力し
ていますが、法的な考え方、リスク判断につい

ては会社として強化する必要があると考えてい

ます。私は、法律の専門家、監査等委員として、

主にリスク管理の観点から監督するとともに、

リスクばかりにとらわれてブレーキ役となるの

ではなく、バランスを取りながら経営を後押し

する提言を積極的に行っていきたいと思います。
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　また、業績連動報酬は、短期業績に基づき変

動するインセンティブ報酬である月次報酬、中

長期のインセンティブ報酬である業績連動型株

式報酬である株式交付信託（非金銭報酬等）か

ら構成されます。月次報酬は各事業年度の親会

社株主に帰属する当期純利益の目標値に対す

る達成率に応じて算出された額を支給します。

　当社は、取締役会の機能を向上させ、さらに

は企業価値を高めることを目的として、取締役会

の実効性に関する分析・評価を実施しています。

　2025年度の評価結果の概要は、下記のと

おりです。

①分析項目および評価の方法
　取締役会を構成する全取締役を対象に、外

部機関のサポートを受け、 アンケート形式での

調査を実施し、集計結果の報告を踏まえたうえ

で、取締役会において分析・評価を行うと共に、

今後の取り組みなどについて審議しています。

②評価結果
　アンケートの集計結果をもとに、分析を踏ま

えて取締役会で審議した結果、社外取締役の

成果および株主（投資家）との対話については

概ね適切に機能しており、「取締役会の実効性

は概ね確保されている」と評価しました。一方

で、社外取締役への十分な情報提供や役員

（候補者含む）に対するトレーニング体制の整

備などの課題があります。

③今後の取り組みについて
　実効性評価の結果を踏まえ、2026年度の
取締役会は、次に記載する課題を中心に継続
的な議論を行ってまいります。

ⅰ）中長期の企業価値向上を牽引する戦略的
な討議機関への変革

　定例報告や法令・定款に定められた個別案

件の審議に多くの時間が割かれ、単なる決議機

関になりがちな取締役会から、中長期の企業価

値向上を牽引する戦略的な討議・モニタリング

機関に変革します。そのために取締役会開催に

先立ち、重要議案の背景・前提条件・リスク要

因を社外取締役に事前共有する体制を強化し、

取締役会当日は本質的な論点や戦略的判断に

集中できる環境を整えます。また中長期議論を

拡充するため、個別案件の決議計画に加え、中

長期的な経営戦略（地方創生戦略、サステナビ

リティ推進、AI活用などの先進技術への対応

等）を俯瞰的・将来的視野に立って議論する

テーマを年間計画に取り込み運用しております。

ⅱ）資本コストや株価を意識した経営の実践と資本配分
　資本コストや株価を意識した経営の実現に

向け、既存事業における資本コストや投下資

本利益率を把握・モニタリングするだけでなく、

現在、積極的に進めているCVC投資やＭ＆Ａ

などの大規模資本投資において、実行前の精

査だけでなく、実行後の期待する成果に対する

進捗状況を継続的に検証する仕組みを整備し

議論してまいります。また、成長投資への資金

配分を優先しつつ、企業価値と配当政策の相

関分析に基づき、安定的かつ最適な株主還元

方針の検討を継続的に行います。

ⅲ）サクセッションプランの整備
　指名・報酬委員会主導のもと、将来の最高

経営責任者（ＣＥＯ）および経営幹部に求めら

れる要件（リーダーシップ、マネジメント力、変

革推進力等）を定義し、計画的な育成・選考プ

ロセスを速やかに整備いたします。

ⅳ）社外取締役の情報格差の是正と議論の活性化

　審議案件の複雑化・重要度が増す中、取締

役会における議論の質を高め、社外取締役が

有する専門的知見や独立した視点を最大限に

経営判断へ活かすため、社外取締役が限られ

た時間と情報の中で的確な意見を述べるため

の「事前説明会」を実施することで、社内外の

取締役間での情報格差を是正し、取締役会の

議論の活性化を図ってまいります。

ⅴ）役員・経営陣の多様化（ダイバーシティ）の確保
　異なるバックグラウンドを持つリーダーを集

結し、多角的な視点での経営判断を行うことに

より、新たなイノベーションの創出と迅速かつ

適切なリスク管理が可能であるとの考えのもと、

外部からの多様な専門人材の登用を進めると

ともに、社内における次世代リーダー候補の育

成・登用基盤の拡充を推進してまいります。

ⅵ）グループガバナンスとリスク管理の高度化
　事業の多角化、CVC投資やＭ＆Ａに伴いグ

ループ会社が増加する中で、各連結子会社の

特性に応じた適切な意思決定権限の委譲基

準を明確にし、機動的な事業運営を促すととも

に、定期的な経営状況のモニタリング体制を

整備いたします。また、内部監査部門と取締役

会、監査等委員会との連携による不正防止体

制を確立しグループ全体の不正防止および早

期リスク把握を徹底してまいります。

氏名 役職 経営経験 ESG・サステ
ナビリティ

営業・
マーケティング

IT・
インフラ技術

M&A・
企業投資

イノベーション
・DX 組織・人財財務会計国際性 法務・リスク

マネジメント

社外取締役
監査等委員

代表取締役会長 ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

代表取締役社長

取締役常務執行役員

取締役執行役員

社外取締役

取締役
常勤監査等委員

社外取締役
監査等委員

● 取締役会のスキルマトリックス

※各取締役に期待する分野を最大6つまで記載しています。なお、一覧表は各取締役の有する全ての知見・経験を示すものではありません。

さ と う  つねのり

佐藤  恒徳
さ か た  こ う じ

坂田  幸司
おおえだ  ひろたか

大枝  博隆
こ う の か ず の り

河野 一 典
あ べ  わ か  

阿部  和香
もとや ま  ま さひと

本山  昌人
ふ く だ い つ こ

福田 伊津子
か な ざ わ  こ う じ  

金澤  浩志

　当社の役員報酬は、当社および当社グループ

の持続的成長と中長期的な企業価値増大に向

けて優秀な経営陣の確保・リテンションと動機

付けに資することを目的とし、業績との連動性を

適切に保ち、健全なインセンティブとして機能す

る、透明性と客観性を備えたプロセスにより決

定されることを基本方針としています。

報酬体系
　当社の役員報酬は、基本報酬と業績連動報

酬で構成され、同業または同規模の他企業と

の比較、当社の財務状況および個人の貢献度

を踏まえて指名・報酬委員会で審議し、取締役

会に答申した結果をもとに取締役会で決定し

ます。社外取締役および監査等委員である取

締役には、業績連動報酬等の変動報酬はふさ

わしくないため、「基本報酬」のみの支給として

います。

● 役員報酬制度の概要

変
動

中長期
インセンティブ

報酬
（業績連動型
株式報酬）

● 取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性を明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを
株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的。

● 本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という）が当社株式を取得し、当社が
各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される。

● 取締役が株式の交付を受けるのは、原則として取締役の退任時。
● 業績の目標値は、2027年３月期（第４次中期経営計画の最終年度）の連結営業利益48億円として設定。

固
定

短期
インセンティブ

報酬
（月次報酬）

● 取締役の役位、職責に応じて定額を支給。
● 監査等委員である取締役の報酬額は、各監査等委員の協議により決定。

※１ 親会社株主に帰属する当期純利益がマイナス（損失）の場合は0円。
※２ 各取締役の個人業績指標に対する成果・貢献割合に応じて0～150%の範囲で定める。

● 業績連動報酬の総額 ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益※1×8.0%（上限）×全社業績評価係数

● 個人別支給額の算定方法 ＝ 業績連動報酬の総額×
役職ごとのポイント×個人業績評価係数※2

役職ごとのポイント×個人業績支給係数※2の総和

● スキルの定義
経営経験
企業経営に関する経験および識見

国際性
日本国外でのビジネス経験またはグ
ローバルに事業を展開する会社のマ
ネジメント経験

営業・マーケティング
営業部門におけるマネジメント経験

IT・インフラ技術
技術部門におけるマネジメント経
験、新技術の開発経験

イノベーション・DX
イノベーションにおけるDXを推進す
るうえで重要なデジタル分野におけ
る実務経験

M＆A・企業投資
Ｍ＆Ａ・企業投資の実行並びにＰＭＩ
の経験

財務会計
財務会計責任者としての経験または
企業分析に関する実務経験およびこ
れらの分野に関する専門的識見

ESG・サステナビリティ
ESG活動のリーダーの実務経験、ま
たサステナビリティ経営に関する専
門的識見および実務経験

法務・リスクマネジメント
法務に関する専門的識見および実
務経験、また企業が持続するために
必要なリスクアセスメントやマネジメ
ントに関する識見

組織・人財
上場企業での人事責任者経験、人
財・組織開発経験

■ 役員報酬
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　また、業績連動報酬は、短期業績に基づき変

動するインセンティブ報酬である月次報酬、中

長期のインセンティブ報酬である業績連動型株

式報酬である株式交付信託（非金銭報酬等）か

ら構成されます。月次報酬は各事業年度の親会

社株主に帰属する当期純利益の目標値に対す

る達成率に応じて算出された額を支給します。

　当社は、取締役会の機能を向上させ、さらに

は企業価値を高めることを目的として、取締役会

の実効性に関する分析・評価を実施しています。

　2025年度の評価結果の概要は、下記のと

おりです。

①分析項目および評価の方法
　取締役会を構成する全取締役を対象に、外

部機関のサポートを受け、 アンケート形式での

調査を実施し、集計結果の報告を踏まえたうえ

で、取締役会において分析・評価を行うと共に、

今後の取り組みなどについて審議しています。

②評価結果
　アンケートの集計結果をもとに、分析を踏ま

えて取締役会で審議した結果、社外取締役の

成果および株主（投資家）との対話については

概ね適切に機能しており、「取締役会の実効性

は概ね確保されている」と評価しました。一方

で、社外取締役への十分な情報提供や役員

（候補者含む）に対するトレーニング体制の整

備などの課題があります。

③今後の取り組みについて
　実効性評価の結果を踏まえ、2026年度の
取締役会は、次に記載する課題を中心に継続
的な議論を行ってまいります。

ⅰ）中長期の企業価値向上を牽引する戦略的
な討議機関への変革

　定例報告や法令・定款に定められた個別案

件の審議に多くの時間が割かれ、単なる決議機

関になりがちな取締役会から、中長期の企業価

値向上を牽引する戦略的な討議・モニタリング

機関に変革します。そのために取締役会開催に

先立ち、重要議案の背景・前提条件・リスク要

因を社外取締役に事前共有する体制を強化し、

取締役会当日は本質的な論点や戦略的判断に

集中できる環境を整えます。また中長期議論を

拡充するため、個別案件の決議計画に加え、中

長期的な経営戦略（地方創生戦略、サステナビ

リティ推進、AI活用などの先進技術への対応

等）を俯瞰的・将来的視野に立って議論する

テーマを年間計画に取り込み運用しております。

ⅱ）資本コストや株価を意識した経営の実践と資本配分
　資本コストや株価を意識した経営の実現に

向け、既存事業における資本コストや投下資

本利益率を把握・モニタリングするだけでなく、

現在、積極的に進めているCVC投資やＭ＆Ａ

などの大規模資本投資において、実行前の精

査だけでなく、実行後の期待する成果に対する

進捗状況を継続的に検証する仕組みを整備し

議論してまいります。また、成長投資への資金

配分を優先しつつ、企業価値と配当政策の相

関分析に基づき、安定的かつ最適な株主還元

方針の検討を継続的に行います。

ⅲ）サクセッションプランの整備
　指名・報酬委員会主導のもと、将来の最高

経営責任者（ＣＥＯ）および経営幹部に求めら

れる要件（リーダーシップ、マネジメント力、変

革推進力等）を定義し、計画的な育成・選考プ

ロセスを速やかに整備いたします。

ⅳ）社外取締役の情報格差の是正と議論の活性化

　審議案件の複雑化・重要度が増す中、取締

役会における議論の質を高め、社外取締役が

有する専門的知見や独立した視点を最大限に

経営判断へ活かすため、社外取締役が限られ

た時間と情報の中で的確な意見を述べるため

の「事前説明会」を実施することで、社内外の

取締役間での情報格差を是正し、取締役会の

議論の活性化を図ってまいります。

ⅴ）役員・経営陣の多様化（ダイバーシティ）の確保
　異なるバックグラウンドを持つリーダーを集

結し、多角的な視点での経営判断を行うことに

より、新たなイノベーションの創出と迅速かつ

適切なリスク管理が可能であるとの考えのもと、

外部からの多様な専門人材の登用を進めると

ともに、社内における次世代リーダー候補の育

成・登用基盤の拡充を推進してまいります。

ⅵ）グループガバナンスとリスク管理の高度化
　事業の多角化、CVC投資やＭ＆Ａに伴いグ

ループ会社が増加する中で、各連結子会社の

特性に応じた適切な意思決定権限の委譲基

準を明確にし、機動的な事業運営を促すととも

に、定期的な経営状況のモニタリング体制を

整備いたします。また、内部監査部門と取締役

会、監査等委員会との連携による不正防止体

制を確立しグループ全体の不正防止および早

期リスク把握を徹底してまいります。

■ 取締役会の実効性評価

　当社の役員報酬は、当社および当社グループ

の持続的成長と中長期的な企業価値増大に向

けて優秀な経営陣の確保・リテンションと動機

付けに資することを目的とし、業績との連動性を

適切に保ち、健全なインセンティブとして機能す

る、透明性と客観性を備えたプロセスにより決

定されることを基本方針としています。

報酬体系
　当社の役員報酬は、基本報酬と業績連動報

酬で構成され、同業または同規模の他企業と

の比較、当社の財務状況および個人の貢献度

を踏まえて指名・報酬委員会で審議し、取締役

会に答申した結果をもとに取締役会で決定し

ます。社外取締役および監査等委員である取

締役には、業績連動報酬等の変動報酬はふさ

わしくないため、「基本報酬」のみの支給として

います。

■ 取締役会として継続的に
　 取り組む課題

＜主な項目（抜粋）＞

取締役員数と社内外取締役のバランス、十
分な審議時間や適切な資料提供等

取締役会の
構成・運営

戦略・計画と成長・価値創出との整合性等経営戦略・計画
経営監督機能、リスク管理機能等社外取締役の成果
戦略上効果的な対話の有無、
取締役会へのフィードバック体制等

株主（投資家）
との対話
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　当社グループでは、法令や内部規定を順守

することで、社会から信頼される企業となるた

め、良識を持って行動します。

 

　コンプライアンスやリスク管理全体を統括す

る組織として、「リスク・コンプライアンス管理

委員会」を設置しています。平時においては、コ

ンプライアンス違反や、その他の経営リスクの

発生原因を追究し、予防または再発防止に向

け規定や社内ルールの見直し等の対策を検

討・実施します。また、災害などが発生した場合

には、迅速かつ適切に対応するために、代表取

締役社長を本部長とする「緊急対策本部」が

統括して危機管理にあたります。

　さらに、下部組織として「セキュリティ推進委

員会」「オフィス効率化・環境整備推進委員会」

「品質・安全管理推進委員会」を設置しており、

各委員会が、専門的な立場から業務運営上の

リスクを分析し、「リスク・コンプライアンス管理

委員会」に報告します。

　日々の業務の中で従業員がコンプライアン

ス違反になるのか疑問を感じたとき、問題とな

りそうな行為を見かけたときなどに積極的に

相談ができるよう、メールと専用電話での窓口

を設置しています。また社内には相談したくな

いという場合も想定し、社外サービスを活用し

た窓口も設置しています。

　情報セキュリティの体制・方針、品質向上維

持体制・方針、BCP、内部統制の体制と状況の

開示を行うことで、リスクマネジメントの体制を

強化します。

　リスク・コンプライアンス管理委員会では、情

報セキュリティ面、環境面、労働衛生面、製品安

全面、品質面等で有するリスクを分析し、リスク

管理に関する規定に基づき、そのリスクの軽減

に取り組んでいます。また、その下部組織として

「セキュリティ推進委員会」「オフィス効率化・環

境整備推進委員会」「品質・安全管理推進委員

会」を常設し、定期的に委員会を開催。各委員

会が専門的な立場から、業務運営上のリスクを

分析し、リスク管理の浸透を図っています。

コンプライアンス

リスクマネジメント

● 想定される主なリスクとその対応

リスク項目 主な対応リスクの概要

自然災害等

システム（商品）
開発、品質管理

情報セキュリティ

感染症拡大

為替相場の変動

競合

感染の再拡大や長期化による
受注活動への制約、ソフトウェア
開発の遅延、サプライチェーンの
混乱による遅延の発生

品質上のトラブルによる
追加コストや損害賠償の発生

競合激化による価格下落の発生

為替相場変動によるコストアップ

重要情報の流出

大地震等や災害による
停電・通信回線の障害等による
業務停止

テレワークなどの勤務体制の変更等働き方改革を推進。また、サプ
ライチェーン管理の一環としてお客様の要請に合わせ必要最小限
の調達を実施することで、無駄な輸送、在庫、廃棄の発生を防ぎ、
業績への影響も最小限とする。

「ISO9001（2015年版）」の認証を取得し、品質マニュアルおよ
び品質目標を設定することにより、品質管理の徹底を図る。また
「ISO27001（2013年版）」の認証を取得し品質保証を行うと
共にサービスの向上に努め、顧客の満足度を高める。

長年の事業経験で大きな強みを有する、地域金融機関向けシステ
ムや地方自治体向けシステムなどを事業戦略分野に設定。それら
に集中することで、他社に比して優位なシステムノウハウを蓄積し
つつ、独自のソリューションとネットワークインフラを含む、ハード・
ソフトのトータルサービスを提供して、差別化を図る。

先物為替予約取引を、外貨建買掛金等および発注高の範囲で行
う。先物為替予約取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の
銀行を選定し、信用リスクの軽減を図る。

事業部長が情報管理責任者となり、担当部門内のセキュリティ管
理を徹底する。また、プライバシーマークの認証取得に加え、入退
室管理システムやPCの操作ログを見える化する「CATサポー
ター」を導入するなど、情報管理を徹底する。

データセンターを東京と大阪に設置しており、大規模地震等を想
定した事業継続計画（BCP）の整備、安否確認システムの導入、
耐震対策、防災訓練等を実施する。

■ 体制

■ 基本的な考え方

■ 体制
■ 基本的な考え方

■ コンプライアンス相談・通報窓口
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取締役常務執行役員　大枝 博隆
1981年 4月 入社
2004年 6月 執行役員西日本事業所長
2006年 6月 取締役執行役員
  ソリューションシステム事業部長
2007年6月 取締役常務執行役員
  ソリューションシステム事業部長
2009年 10月 取締役常務執行役員事業本部長
2018年 12月 取締役執行役員
  CTI・通信システム事業部長
2021年 4月 取締役執行役員事業本部長
  兼流通・eコマースシステム事業部長
2024年7月 取締役常務執行役員事業本部長
2025年4月 取締役常務執行役員事業本部長
　　　　　 フィナンシャルシステム事業部長（現任）

取締役（常勤監査等委員）　本山 昌人
1981年 4月 入社
2008年 6月 執行役員事業本部副本部長
2011年 6月 取締役執行役員事業本部副本部長
2021年 6月 取締役監査等委員（現任）

社外取締役（監査等委員）　福田 伊津子
1984年4月 株式会社東芝入社
2015年4月 同社 小向事業所 品質保証部部長
2018年6月 東京エレクトロニツクシステムズ(株)
  代表取締役社長
2019年10月 東芝エレクトロニックシステムズ（株）
  代表取締役社長
2022年10月 東芝電波テクノロジー（株）取締役
2024年6月 新晃工業株式会社 社外取締役（現任）
2024年6月 イチカワ株式会社 社外取締役（現任）
2025年6月 当社社外取締役監査等委員（現任）

取締役執行役員　河野 一典
1996年 4月 入社
2010年 10月 ネットワークソリューション事業部長
2011年 6月 執行役員
  ネットワークソリューション事業部長
2014年 4月 執行役員事業本部副本部長
2022年 4月 執行役員決済ビジネス部部長
2023年 4月 執行役員決済ビジネス事業部長
2024年 6月 取締役執行役員
  決済ビジネス事業部長（現任）

社外取締役（監査等委員）　金澤 浩志
2004年10月 弁護士法人中央総合法律事務所入所
2013年8月 ニューヨーク州弁護士登録
2014年1月 金融庁監督局課長補佐
2016年1月 弁護士法人中央総合法律事務所パートナー（現任）
2018年6月 楽天損害保険株式会社社外監査役
2022年6月 戸田工業株式会社社外取締役監査等委員（現任）
2025年6月 当社社外取締役監査等委員（現任）

社外取締役　阿部 和香
2004年3月 株式会社エスケーエレクトロニクス入社
2014年6月 株式会社写真化学取締役
2019年12月 株式会社エスケーエレクトロニクス取締役（現任）
2021年6月 当社社外取締役（現任）
2025年3月 株式会社モニクル社外監査役（現任）

代表取締役会長　佐藤 恒徳

1998年 3月 入社
2008年6月 執行役員ソリューションシステム事業部
  副事業部長
2011年 6月 取締役執行役員
  ソリューションシステム事業部長
2017年 6月 代表取締役常務執行役員
  フィナンシャルシステム事業部長
2018年 6月 代表取締役専務執行役員事業本部長
  兼フィナンシャルシステム事業部長
2019年 4月 代表取締役社長執行役員事業本部長
2021年 4月 代表取締役社長
2025年 6月 代表取締役会長（現任）

代表取締役社長　坂田 幸司
1987年 4月 入社
2008年6月 執行役員
  ソフトウェア第一事業部長
2008年 10月 執行役員ソフトウェア開発本部長
2013年 6月 取締役執行役員
  テクニカルサポート事業部長
2014年 6月 取締役常務執行役員技術開発本部長
2019年 6月 取締役専務執行役員
  公共システム事業部長
2020年 10月 代表取締役専務執行役員
  技術開発本部長
2025年 6月 代表取締役社長
2026年6月 代表取締役社長執行役員兼管理本部長（現任）

左から 河野 一典／佐藤 恒徳／金澤 浩志／阿部 和香／大枝 博隆／福田 伊津子／本山 昌人／坂田 幸司
（2026年9月30日現在）

取締役・監査等委員
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アイティフォーグループは、磨き上げた技術と積み重ねた経験を活かし、
お客様だけでなくその先にいる社会の人々の存在を常に意識した“総合サービス”を提供しています。
サステナビリティの理念をグループ全体で共有し、地域社会の人々の暮らしを喜びにあふれたものにします。

社名

本社所在地
 
代表
設立
資本金
事業内容
URL

株式会社アイセル

〒110-0005 東京都台東区上野3-24-6
上野フロンティアタワー 12階

草川 麗子

1989年1月25日

1億円（単体）

コンピュータソフトウェアの開発

https://www.aisel.ne.jp 

社名　株式会社シー・ヴィ・シー

本社所在地
〒812-0013
福岡県福岡市博多区博多駅東1-17-1
コネクトスクエア博多5階

代表　富松 藤吉
設立　2002年4月
資本金　1億円

事業内容
企業調査、債権管理に関する調査業務

URL　https://www.cvc-3s.co.jp

社名

本社所在地
 
代表
設立
資本金
事業内容
URL

株式会社アイティフォー・ベックス

〒102-0082 東京都千代田区一番町21 
一番町東急ビル 12階

村田 純一

2024年4月1日

1億円

地方自治体の徴収および関連業務のBPOサービス

https://itfor-bex.co.jp

社名

本社所在地
 
代表
設立
資本金
事業内容
URL

株式会社シディ

〒102-0082 東京都千代田区一番町21
一番町東急ビル 12階

河野 一典

2022年7月7日

9,250万円

デジタルサービス事業、決済代行事業

https://www.syddy.co.jp

社名

本社所在地
 
代表
設立
資本金
事業内容
URL

株式会社イーブ

〒923-1211 石川県能美市旭台2-5-12
いしかわフロンティアラボ内 

中源 俊朗

1996年12月6日（株式会社2001年12月6日）

1,450万円

コンピュータソフトウェアの開発

https://www.eeb.co.jp

社名　株式会社アイティフォー・
　　　グロースキャピタル

本社所在地
〒102-0082 
東京都千代田区一番町21
一番町東急ビル 12階

代表　佐藤 恒徳
設立　2026年7月
資本金　1億円
事業内容
M&A、CVC投資、事業運営支援
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2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2026/3期

ROA（総資産経常利益率）＝（当期の経常利益/前期と当期の平均総資産）×100　　ROE（自己資本利益率）＝（当期の親会社株主に帰属する当期純利益/前期と当期の平均自己資本）×100　　
ROIC（投下資本利益率）＝（当期の税引き後営業利益/前期と当期の（純資産－新株予約権）の平均）× 100

（単位：百万円）

2024/3期 2025/3期

損益計算書

売上高 12,154 11,111 11,831 12,554 15,239 16,289 17,021 18,322 23,10120,652 20,552

売上総利益 4,410 4,079 4,528 4,652 4,840 5,386 6,156 6,734 8,7927,753 7,870

営業利益 1,540 1,270 1,535 1,637 1,728 2,186 3,031 3,217 3,8583,737 3,532

経常利益 1,588 1,331 1,605 1,709 1,839 2,317 3,106 3,278 4,0543,846 3,668

親会社株主に帰属する当期純利益 1,013 906 1,124 1,148 1,232 1,683 2,112 2,291 2,7572,770 2,914

キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,0911,464 1,531 1,830 899 1,879 2,728 2,811 1,714 2,836 2,609

投資活動によるキャッシュ・フロー △186 △155 △203 △306 △714 △429 △353 △758 △1,619△504 △2,508

財務活動によるキャッシュ・フロー △255 △825 △1,129 △693 △694 △526 △544 △744 △1,496△1,623 △2,672

現金および現金同等物期末残高 5,480 6,031 6,528 6,428 6,899 8,672 10,585 10,796 8,90911,505 8,934

主要指標
ROA（％） 10.7 8.9 10.6 11.0 11.4 13.2 16.1 15.7 15.616.8 15.3

ROE（％） 8.9 7.7 9.3 9.4 9.9 12.7 14.3 14.0 13.915.4 15.4

13.3ROIC（％） 8.6 7.3 8.4 9.0 9.3 11.8 13.9 13.7 15.0 14.8

自己資本比率（％） 77.5 80.9 79.9 77.7 76.8 75.2 77.9 79.1 73.678.5 79.5
ネットD/Eレシオ（倍） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 △0.30.0 0.0

売上高営業利益率（％） 12.7 11.4 13.0 13.0 11.3 13.4 17.8 17.6 16.718.1 17.2

バランスシート

流動資産 10,796 10,507 11,322 12,299 12,849 14,694 16,264 17,676 20,08119,498 18,460

固定資産 4,166 4,411 4,095 3,578 3,445 3,996 3,746 3,990 7,9854,497 5,492

流動負債 2,954 2,445 2,777 3,244 3,459 4,341 4,174 4,243 6,0784,878 4,512

固定負債 257 386 427 266 271 248 229 256 842280 395

純資産 11,750 12,088 12,213 12,367 12,564 14,101 15,606 17,167 21,14618,836 19,044

総資産 14,962 14,919 15,259 15,878 16,294 18,690 20,010 21,667 28,06623,996 23,952
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会社概要
会社名

英文社名

本社所在地

創業

資本金

従業員数

株式会社アイティフォー

ITFOR Inc.

〒102-0082　東京都千代田区一番町21 一番町東急ビル 12階

1972年12月2日

11億24百万円

513名

株式情報
上場証券取引所

発行可能株式総数

発行済株式総数

単元株式数

株主数

東京証券取引所プライム市場　証券コード： 4743

110,000,000株

27,911,900株（自己株式995,101株を含む）

100株

17,514名

拠点
本社

西日本事業所

中部事業所

九州事業所

沖縄営業所

所沢ビル

東京都千代田区一番町21 一番町東急ビル 12階

大阪府大阪市北区梅田3-2-123 イノゲート大阪 15階 

愛知県名古屋市中村区名駅4-10-25 名駅IMAIビル 6階

福岡県福岡市博多区博多駅東1-17-1 コネクトスクエア博多 5階

沖縄県那覇市おもろまち4-19-30 新都心DLビル 4階

埼玉県所沢市東所沢和田2-5-7 ITFOR所沢ビル

グループ会社一覧
株式会社アイセル

株式会社アイティフォー・ベックス

株式会社イーブ

株式会社シー・ヴィ・シー

株式会社シディ

株式会社アイティフォー・グロースキャピタル

東京都台東区上野3-24-6 上野フロンティアタワー 12階

東京都千代田区一番町21 一番町東急ビル 12階

石川県能美市旭台2-5-12 いしかわフロンティアラボ内

福岡県福岡市博多区博多駅東1-17-1 コネクトスクエア博多5階 

東京都千代田区一番町21 一番町東急ビル 12階

東京都千代田区一番町21 一番町東急ビル 12階

［コンピュータソフトウェアの開発］

 ［地方自治体の徴収および関連業務のBPOサービス］

  ［コンピュータソフトウェアの開発］

 ［企業調査、債権管理に関する調査業務］

    ［デジタルサービス事業、決済代行事業］

 ［M&A、CVC投資、事業運営支援］

27,911,900株

所有者別株式分布状況

個人・その他
48.67%

金融機関
29.60%

証券会社
2.15%

その他国内法人
5.85%

外国人
10.16%

自己名義
3.57%

（2026年3月31日現在）

（2026年7月設立）
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www.itfor.co.jp

https://ir. i t for.co. jp  （株主・投資家情報）

www.itfor.co.jp

https://ir. i t for.co. jp  （株主・投資家（IR）情報）
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	02_2026_価値創造ビジネス_p19_p22_1007n.pdf
	03_2026_事業の強化と_p24_p43_1007n.pdf
	04_2026_持続可能な経営基盤_p44_p62_1007n.pdf
	05_2026_経営財務_p63_p67_1007n.pdf



